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「新たな評価」制度の在り方について（案）
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資料１－１



議論の背景
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議論の背景

認証評価制度の現状と課題
 制度導入から20年が経過し、各高等教育機関の努力と認証評価機関

における様々な改善や工夫の結果、内部質保証システムの導入が
進んでいる一方で、以下のような課題も指摘されている。

社会からの期待は「教育の質」を明らかにすることである
が、複数の評価基準等により評価結果のわかりづらさ
が生じているのではないか

 学生が生涯にわたって学び続ける力、主体的に考える力を身につけ、学生自
身が学修成果や成長を実感できるよう、高等教育機関は、学生の学ぶ意欲
を醸成し、成長を後押しするため、「教育の質」を不断に見直すことが必要。

 不断の見直しを行うためには、高等教育機関が、その使命や目的を実現する
ために自らが行う活動を継続的に点検・評価し質の保証を行うとともに、絶えず
改善・向上に取組む「教育の改善」が必要。

 「教育の質」と「教育の改善」を内部質保証と現行の認証評価制度の見直し
等を通じた第三者評価で確認する「新たな評価」へ転換する。
※「新たな評価」制度の構築に当たっては、現在、高等教育機関が受審している
様々な評価についてその必要性や代替可能性を整理する。

（１）学修者本位の教育を引き出す評価制度の構築

（２）社会に開かれた高等教育機関の質保証及び質向上の実現

（３）効果的かつ効率的な評価の実現

 「新たな評価」においては、学位を授与する過程で３ポリシーを基盤とする教育成果と学生が在学中にどれくらい成長したかについて、学生自身の成長実感や
ステークホルダーによる評価により可視化し、その結果を踏まえて各高等教育機関において教育改善が進められているかという観点から評価すべきである。

 「新たな評価」を通じて、最低限の質保証のみならず、「教育の質」の向上を図る。

 VUCA時代においては、高等教育機関はこれまで以上に自らが行う教育活動に対して社会からの理解と支持を得ることが必要。
 そのためにも、「新たな評価」の結果やその他必要な情報が社会に理解されやすい形で公表される仕組みが必要。

 「教育の質」の向上を測るために真に必要な項目に厳選し、データベースを積極的に活用するなど、「徒労感」や「負担感」解消のための評価制度の抜本的な見直しを図る。

改革の方向性

①社会的機能の再確認の
必要性

②評価者・被評価者双方の評
価負担、インセンティブの不足

様々な項目や確認事項等による「負担感」と十分な
動機付けがない等による「徒労感」があるのではないか

③内部質保証の意義の浸透 機関の改革には繋がったが、学生の学びと成長に
寄与するカリキュラム改善まで至っていないのではないか

「新たな評価」への転換

 急速な少子化等の我が国の直面する課題に対応するためには、「知の総和」
（数×能力）の向上が必要。

62.7万人  59.0万人  46.0万人（約27％減）
（2021）     （2035）    （2040） 

大学進学者数推計（出
生低位・死亡低位）

 そのためには、学生一人一人の能力を最大限高めるための「質」の向上を図る必要。
 認証評価制度については、質確保と負担軽減のバランスを踏まえた抜本的な見直しが必要。

 具体的には、例えば、学部等に応じた定性的評価と定量的評価を組み合わせ、教育の質を段階別に評価するなどの制度改善を行う。
 評価の結果公表について、国民に対して分かりやすい仕組みを構築する。

（※マイクロクレデンシャルについては必要に応じて別途検討する。）

『我が国の「知の総和」向上の未来像～高等教育システムの再構築～（答申）』中央教育審議会（令和７年２月21日）
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「新たな評価」の基本的な考え方
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大学の教育研究、組織運営及び
施設設備の総合的な状況

目的

大学全体の評価

「新たな評価」制度を通じて「教育の質」を見える化し、
① 高等教育機関として当然に求められる教育の質（※）を確実に保証すること（質保証の徹底）
② 学生一人一人の能力を最大限高めるための教育の質向上を後押しすること（質向上の促進）
を両立させ、大学の教育の取組や成果を社会に分かりやすく示すことを目的とする。
※学校教育法、同法施行規則、大学設置基準等の法令等で求められる水準を想定

 質保証の責任は一義的には大学にあること
から、大学全体として質保証を行う責任を
果たしているかを評価する。

 従来の自己点検・評価すべき事項からの
精選・簡素化を図るとともに、提出する資料
は大学が新たに作成するものではなく、既存
の資料を基本とする。

質保証の責任は一義的には大学にあることから、大学全体として質保証されているかを確認、評価するが、
その中でも「教育の質」が質保証・質向上されているかは、教育の基本組織である学部における教育活動を
確認し、評価していくことが必要。

 学生一人一人の能力を最大限高めるために、教育水準を向上
させているかを評価。

 教育活動の水準向上のための取組を通じて教育成果（アウトカム）
が出ている学部等を高く評価することで、高等教育全体としての
教育の質向上の促進を図る。

学部の 段階別評価

 学部等において法令等で求められる水準に達しているかを厳格に
判断することで教育の質保証の徹底を図る。

学部ごとの「教育の質」に特化した評価
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評価の流れについて

機関単位で申請
データ入力

データ活用

大学

評価機関

大学
• 評価結果を学内で共有し、自己改善等に活用

「
新
た
な
評
価
」
デ
ー
タ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

評価結果
入力

※ 評価の過程もしくは評価結果が出た後において虚偽報告や重大な社会的倫理に反する事項が発覚した場合は、評定を保留ないし評定を取り消すこととする。

デ
ー
タ
入
力
・
受
審
管
理

評
価
作
業
支
援

評
価
結
果
公
表

 「新たな評価」制度は高等教育機関として「教育の質」が適切に保証され、改善・向上がなされているか
について評価

 特に、高等教育を行う基本組織である学部ごとに「質保証」「質向上」の視点から段階別に評価

学部ごとの評価結果を付して文部科学省・大学（学長）宛てに通知

文部科学省からの確認に応じて、改善状況を報告
※なお、早期の改善が確認されるなど、状況に応じて再評価の受審が可能

文部科学省
• 質保証の水準を満たしていない学部を
持つ大学に対し、改善状況の確認

• 改善の取組が不十分、改善の見通しが
ない場合には厳格に措置することを検討

質保証の水準を満たしていない学部を持つ大学

１．大学全体の社会的信頼に関すること
２．全学的な教育の内部質保証に関する方針と体制に関すること
３．内部質保証が図られていること

大学全体の評価

学部ごとの
「教育の質」に
特化した評価

学部ごとの段階別評価

大学全体の評価において、基準
を満たさないと判断される場合は
学部ごとの評価を実施しない

Ⅰ. 明確な「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」の策定・公表
Ⅱ. 「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカリキュラム・

教育環境体制
Ⅲ. 学生の学修成果の適切な把握と評価
Ⅳ. 学生の学びと成長の結果を基盤とした不断の自己改善
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大学全体の評価



大学全体で評価する事項について（案）

評価基準 判断例

１ 大学組織の社会的信頼に
 関すること

 社会の信頼や学生の利益を損なうことがないよう法令や社会的倫理に則って大学運営なされている
 以下のような法令で全学的に求められている事項を満たしている
・ 特定の範囲の年齢に著しくに偏ることがないよう配慮するともに、必要な教員数が 確保されていること
・ 教育の充実を図るため、授業の内容及び方法を改善するための組織的な研修を教員等に実施していること
（もしくは実施していることを確認していること）
・ 必要な校地・校舎等の施設及び設備等が備えられていること
・ 必要な大学情報を社会に公表していること

【根拠資料例】 法令で全学的に求められている事項に関するデータ等（教員数、校地・校舎面積、情報公表等）

２ 全学的な内部質保証システム
 に関する手続及び体制に関する
こと

 適切な内部質保証のための全学的な手続が明らかにされている
 全学的な内部質保証を行うための適切な体制が整備されている

【根拠資料例】 全学的な内部質保証の方針及び手続、内部質保証の体制図、手続規程

３ 大学の目指すべき方向性に
向け、点検・評価行い、

 内部質保証が図られていること

 中長期計画など、大学として目指すべき方針が示されている
 内部質保証手続に基づいて、大学の教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な状況について、定期的かつ
適切に点検・評価が行われている

 自己点検・評価の結果に基づいて、学部等の組織に対し、全学的な調整や支援が適切に行われ、質保証がなさ
れている

【根拠資料例】 大学のビジョン、大学の中長期計画等、大学が定期的に行っている自己点検に関する資料

※１、２についてはデータプラットフォームも活用し、簡素な評価を想定。

質保証の責任は一義的には大学にあることから、大学全体として質保証を行う責任を果たしているかを評価する。
また、大学全体としての必要最低限の基準であるため、大学全体の評価にあたって基準を満たさない場合にについては、
学部ごとの評価を実施しない。

※ 全学的な特色ある教育の取組については、大学の教育研究、組織運営及び施設設備の総合的な状況として資料を提出
することも可能とするが、学部等において「卒業認定・学位授与の方針」（DP）に紐づき有機的に機能しているかという点を
学部ごとの評価の「質向上の取組」において評価する。
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学部ごとの「教育の質」の評価



段階の
意味

高等教育機関として
求められている水準に
達していない学部

高等教育機関として
求められている水準に達している

学部
学生の成長につながる優れた
取組を通じて高い教育成果が

期待される学部

学生の成長につながる優れた
取組を通じて高い教育成果を

上げている学部

評語（案） 要改善 １つ星（★） ２つ星（★★） ３つ星（★★★）

判定
方法

・
活用

イメージ

学部ごとの段階別評価の考え方と評価結果の活用イメージ

 学部ごとの段階別評価は
①「実施している教育が高等教育機関として（法令等で）求められている水準に達していない学部」
②「実施している教育が高等教育機関として（法令等で）求められている水準に達している学部」
（②の水準に達していることを前提に）
③「学生の成長につながる優れた取組を通じて高い教育成果が期待される学部」
④「学生の成長につながる優れた取組を通じて高い教育成果を上げている学部」 という４段階を検討してはどうか。

 評語については、例えば、星（３つ星、２つ星、１つ星、要改善）にするなど、高校生や企業等の社会にとってわかりやすい評語とする方向
で検討してはどうか。

 「質保証の視点」による評価は実践している教育が法令等
で求められる水準に達しているかで判定。

 具体的には、学部ごとの評価項目を質保証の視点により
評価し、１つでも満たさない項目がある場合は「要改善」
として判断する。

 要改善学部の場合、高等教育機関として求められる水準
に達していないおそれがあることから、文部科学省において
ペナルティを含めたその後の対応を実施することを検討

 なお、要改善学部の場合であっても、文部科学省により
 早期の改善が確認されるなど、状況に応じて再評価の
 受審が可能とすることを検討する。

 「質向上の視点による評価」は学生の成長につながる取組（教育
実践等）と教育成果で判定。

 具体的には、大学側から、学生の成長につながる優れた取組（教育
実践等）の内容、教育成果の程度及び両者の関連性について、根拠
を示して提出してもらい、総合的に勘案して判断する。

教育成果
（アウトカム）
の程度

★★★（高い評価のイメージ）

根拠を伴う
教育実践の状況

 高く評価された学部に対してはインセンティブを検討

 学部ごとの教育の質を評価するにあたっては、質保証の視点と質向上の視点から評価し、評価結果は段階別に示す。

★★
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学部ごとの「教育の質」に特化した評価基準・項目等

Ⅰ．明確な「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」の策定・公表
質向上の視点
• （「評価の基本的な方針」「評価基準」「評価

項目」の要素を踏まえつつ）学生の成長に
つながる優れた取組を根拠をもって示せているか。

• （優れた取組を通じて）教育成果を上げていること
を根拠を示して説明できているか。

• 取組と教育成果の関連性を根拠をもって示せて
いるか

教育成果
―在学中、学生一人一人が知識・能力をどの程度
身につけたかという学修成果【＝DPに掲げる資質能力
を確実に身についているか（学生の成長実感も含む）】
―受けた教育・支援の満足度
ーDPに掲げる資質能力を身につけた人材を社会に
輩出し、その人材が社会で活躍・貢献している度合

評価基準① 評価項目 ⇒質保証の視点

評価基準② 評価項目 ⇒質保証の視点

Ⅱ．「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカリキュラム・教育環境体制

評価基準①
評価項目a

～
評価項目e

⇒（各評価項目の）質保証の視点

評価基準②
評価項目a ⇒質保証の視点

評価項目b ⇒質保証の視点

Ⅲ．学生の学修成果の適切な把握と評価

評価基準①
評価項目a

～
評価項目c

⇒（各評価項目の）質保証の視点

評価基準② 評価項目 ⇒質保証の視点

Ⅳ．学生の学びと成長の結果を基盤とした不断の自己改善

評価基準①
評価項目a ⇒質保証の視点

評価項目b ⇒質保証の視点

 評価基準については、４つの評価の基本的な方針のもと、７つの評価基準、１５の評価項目で整理する。

各学部の自己点検評価書・根拠資料をもとに、
各項目において高等教育機関として求められる
水準に達しているかを厳格に判断する。
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各学部の自己点検・評価書の記載や
根拠資料等をもとに総合的に勘案して
評価する。

「新たな評価」を実施するにあたり、各大学・学部は「卒業認定・学位授与の方針」に掲げる資質能力が
・ 現在の社会や地域のニーズに沿ったものになっているか
・ 学修成果や到達度を通じて可視化できるかたちになっているか
という観点から改めて見直すことが求められる



I. 明確な「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」の策定・公表
＜評価基準①＞
大学の理念や社会・地域の
ニーズを踏まえ、学位にふさわしい
「養成する人材像」を適切に定め、
社会にわかりやすく掲げているか

＜評価項目＞
a. 大学の理念や社会・地域のニーズを踏まえ、

明確な「養成する人材像」が適切に定めら
れ、示されていること

＜質保証の視点＞
• 「養成する人材像」が学位にふさわしく、大学・学部等の理念や社会・

地域のニーズ等を踏まえたものになっており、学生・教職員の間で共有
され、社会に対して発信されているか。

＜評価基準②＞
「養成する人材像」に照らして必
要かつ学位にふさわしい資質・能
力を「卒業認定・学位授与の方
針」（DP）において示しているか

a. 「養成する人材像」に照らして必要かつ学
位にふさわしい資質・能力が「卒業認定・学
位授与の方針」（DP）で示されていること

• 掲げている「養成する人材像」とDPとの関連が示され、DPが分野別参
照基準や国際基準、学士力やジェネリックスキルに関する国際基準など
を踏まえたものになっているか。

「質保証の視点」による評価①
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II. 「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカリキュラム・教育環境体制
＜評価基準①＞
「教育課程編成・実施の方針」
（CP）に則して、学生が体系的
かつ主体的に学びを深められる
適切なカリキュラムを整備している
か

＜評価項目＞
a. 「卒業認定・学位授与の方針」（DP）と

整合性がある「教育課程編成・実施の方
針」（CP）が策定されていること

＜質保証の視点＞
• DPと整合性があるCPが定められているか。

b. 「教育課程編成・実施の方針」（CP）と
「卒業認定・学位授与の方針」（DP）に
基づく学修成果の評価を多面的に行う考
え方が策定されていること

• 教育の成果を点検・評価するための学修成果の評価を多面的に行う
考え方が策定されているか。 

c. 「教育課程編成・実施の方針」（CP）に
則してカリキュラムが体系的に編成され、ふ
さわしい授業科目を開設していること

• CPに照らしてカリキュラムが体系的に編成されているか。
• カリキュラムを編成するための責任と権限を持った決定機関があるか。
• シラバス等を通じて「授業科目」「授業の方法・内容」「年間の授業計

画」が明示されているか。
• 学位にふさわしい授業科目が開設されているか。
• 授業による教育効果、授業時間外の必要な学修等を考慮して、単位

数が適切に定められているか。

d. 授業を担当するにふさわしい資質・能力を
有している教員及び指導補助者が授業担
当として配置されていること 

• 研究業績や教育実績等に照らしてふさわしい資質・能力を有している
教員等が配置されているか。

e. 「教育課程編成・実施の方針」（CP）に
照らして、必要な資質・能力を測るために
「入学者受入れの方針」（AP）が適確に
定められ、入学者選抜方法が明確に示さ
れていること

• 適確なAPが定められ、それに沿った入学者選抜方法が示されているか。

＜評価基準②＞
施設、設備、学生支援体制など
教育環境・体制を整備している
か

a. 学修支援に関する大学としての方針に基づ
き、学修支援に必要な情報を学生が確認
できていること

• 学修支援に関する適確な方針・体制があり、留学生や障害を持った学
生など個々のニーズに合った情報提示が行われているか。

b. 学修環境が整備されているとともに、必要な
情報を学生が確認できていること

• 校地・校舎等面積の基準を満たし、基準上必要な施設設備を備え、
ラーニングコモンズ等の自主学習スペースなど学生の学修のために必要
なスペース等の確保が十分か。

「質保証の視点」による評価②
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Ⅲ．学生の学修成果の適切な把握と評価
＜評価基準①＞
「卒業認定・学位授与の方針」
（DP）に沿って厳格な学位授
与を行うために、学生の学修成
果について適切に把握と評価を
行っているか

＜評価項目＞
a. 卒業の基準、判定方法、体制等を明らか

にしていること

＜質保証の視点＞
• 卒業の基準や判定方法・体制が明らかで、その内容等が十分か。
• 学生に対して、授業・研究指導の方法・内容、１年間の授業・研究指

導の計画をあらかじめ明示することとなっていない。

b. 授業の単位認定が適切に行われていること • 単位認定が適切に行われているか。

c. 卒業時の「卒業認定・学位授与の方針」
（DP）の到達度に関して、「何を学び、身
に付けることができたのか」を多面的な方法
により把握し、評価していること

• DPの到達度を把握するために適確な直接評価と間接評価を実施して
いるか。

＜評価基準②＞
在学中の学修成果の結果が、
大学・学部の掲げる「養成する人
材像」につながっているか

a. 「養成する人材像」を実現するために必要
な「卒業認定・学位授与の方針」（DP）
に示されている資質・能力を身に付けた学
生を社会等に輩出できていることを明らかに
し、社会に示していること

• 「養成する人材像」やDPに見合う人材を育成し、社会に対して輩出で
きているという明確なデータや根拠を示せているか。

Ⅳ．学生の学びと成長の結果を基盤とした不断の自己改善
＜評価基準①＞
学修成果の可視化によって得ら
れた結果を、教育改善に活用し
ているか

＜評価項目＞
a. 教育改善のためのが体制が構築されている

こと

＜質保証の視点＞
• 教育改善を図るための体制があり、運用されているか。

b. 様々なステークホルダーの意見を通じて定
期的に点検・評価し、改善・向上を図って
いること

• 地域・社会のニーズを把握するために適格なステークホルダーからの意
見を聞いて、改善・向上を図っているか。

「質保証の視点」による評価③
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（明確な「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」の策定・公表に係る取組例）
• 社会・地域のニーズの把握に向けた体系的・継続的な調査や産業界・自治体・卒業生等のステークホルダーとの意見交換を実施し、「養成する人材像」を定期的

に見直し・再定義を行っている。
• 「養成する人材像」との整合性を踏まえ、DPの見直し・改善に取り組んでいる。
• DPに掲げられる資質・能力について、アセスメントに耐えうる具体性をもって定められている。
• 「養成する人材像」やDPについて学生が理解し、学修計画に結び付けるような取組を行っている。

（「養成する人材像」と「「卒業認定・学位授与の方針」」を達成するためのカリキュラム・教育環境体制の整備に係る取組例）
• 直接評価と間接評価を組み合わせた多面的な評価を盛り込むなど優れたアセスメントプランを策定している。
• カリキュラム全体が体系的に設計され、学修を段階的に深化させる構造が整備されるなど、学修者本位のカリキュラムとなるよう高いレベルの創意工夫が行われてい

る。
• DPと授業科目との対応関係が学生にわかりやすい形で体系的に示されている。
• 学修上の支援を必要とする学生を早期に把握し、個別相談・補習・学習支援プログラム等を効果的に行うための実施体制が整備されている。

（学生の学修成果の適切な把握と評価に係る取組例）
• 大学の理念や専門分野の特色を踏まえ、学位授与の質保証と透明性を一層高めるための独自の工夫や先進的な取組を行っている。
• DPの到達度に当たり、直接評価（授業評価、卒業研究等の評価、主要事業科目の試験等）を中心としつつ、間接評価（学生アンケート等の自己評価等）を
活用するなど多面的かつ精緻な学修成果の把握や評価が行われている。

• 卒業生や雇用先の調査、キャリア追跡等を活用し、卒業後の活躍状況や社会的評価を詳細に把握している。

（学生の学びと成長の結果を基盤とした不断の自己改善に係る取組例）
• 内部質保証システムにおいて、学生や学生団体が参画し、積極的かつ効果的に意見・評価・提案を受け入れ、反映する体制が構築されている。
• 地域社会、産業界、自治体、卒業生、外部有識者等からの積極的かつ効果的に意見・評価・提案を受け入れ、反映する体制が構築されている。
• 学修成果の可視化により得られた結果を、組織的・継続的に分析し、教育課程や授業改善、修学支援等の具体的改善に的確に活用し、独自の工夫や先進的
な取組が行われている。

「質向上の視点」による評価における教育成果（アウトカム）等の例

• 学生の高い満足度や成長実感を示すデータ
• 直接評価、間接評価を適切に組み合わせ、学生がDPに示された資質・能力を身に付けていることを明確に示すデータ
• 学生の就職状況、進学率、専門分野の進路と高い関係性があるかなど、DPに沿った人材輩出を示すデータ
• 企業アンケート等を活用した卒業生の活躍状況や人材育成の社会への貢献に関するデータ

 「評価の基本的な方針」の要素を踏まえた優れた取組例

 教育成果（アウトカム）を示す根拠データの例
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「質保証」「質向上」の評価基準・項目の考え方

（質保証の視点）
 学部ごとの評価における「質保証の視点」については、法令等で求められる水準を基準としているもので
あることから、全ての評価機関が同一の基準に基づいて評価すべきである。

 学位の分野によって法令等で求められる水準が異なる場合、基準等の追加等は可能とするが、
その場合においても、全ての評価機関において同一の基準となるよう調整がなされる必要がある。

（質向上の視点）
 日本の高等教育機関は、世界的な研究・教育の拠点を目的とするものから、地域社会を支える
職業人養成を目的とするものなど、多様な目的を有している。

 質向上の視点による評価は、高等教育機関が掲げた多様な養成する人材像やDPを踏まえて成果を
上げられているかを評価するものである。

 なお、教育プログラム単位の国際的な認証等がある場合については質向上の視点から評価する。
 こうした多様な日本の高等教育機関を適切に評価できるよう、教育成果の例及び段階の判定基準等

について評価機関間で目線合わせ（調整）を進めていく必要がある。
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段階別評価の対象について

≪想定する学位の分野≫
①文学関係 ②教育学・保育学関係 ③法学関係 ④経済学関係 ⑤社会学・社会福祉学関係⑥理学関係 ⑦工学関係
⑧農学関係 ⑨獣医学関係 ⑩医学関係 ⑪歯学関係 ⑫薬学関係 ⑬家政関係 ⑭美術関係 ⑮音楽関係 ⑯体育関係
⑰保健衛生学関係（看護関係） ⑱保健衛生学関係（リハビリテーション関係）
⑲保健衛生学関係（看護関係及びリハビリテーション関係以外）⑳法曹養成関係 ㉑教員養成関係

 「教育の質」について評価を行うに際し、養成すべき人材像やディプロマ・ポリシー等に照らして学生が
必要な学修成果を上げられているかという点を可視化し、それに基づき、教育改善がなされているか
という点に重きを置いた評価への転換を図るのであれば、養成すべき人材像やディプロマ・ポリシーが
掲げられている単位としての学位プログラムごとに評価を行うべきである。

17

 この点、現在の高等教育機関においては、
- 学部が「教育研究上の基本的組織」として設置されており、教育課程の質保証の責任者は学
部長とされている場合が多いこと

- 設置の際にも学部・学科単位で認可を得ていること
という現状を踏まえれば、「新たな評価」制度において、まずは学部（短期大学の場合は学科）を
原則として「教育の質」の評価を行うこととする

 「新たな評価」の学部の評価においては、以下の「学位の種類及び分野の変更等に関する基準」に
定める学位の分野（※）を踏まえて実施する。※設置認可の際に活用している分野



「新たな評価」に用いる資料のイメージ
各学部において「新たな評価」の評価項目や根拠資料例に基づき自己点検評価を実施し、その自己点検評価書と

根拠資料を評価機関に提出することを想定（評価機関が評価するための追加資料の作成は基本的に求めない方向で対応することを検討）
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学部ごとの自己点検評価書（イメージ）

Ⅰ．明確な「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」の策定・公表

・・・・・・・・・・・・。
≪根拠資料≫ ・・・・・・・・・・・・

＜評価基準①＞
大学の理念や社会・地域のニーズを踏まえ、学位にふさわしい「養成する人材像」を適切に定め、社会にわかりやすく掲げているか
＜評価項目＞
a. 大学の理念や社会・地域のニーズを踏まえ、明確な「養成する人材像」が適切に定められ、示されていること

〇学部 自己点検・評価書

【教育成果】
（取組によって得られた教育成果の内容と取組との関連性）

・・・・
・・・
≪根拠資料≫・・・・

Ⅲ．学生の学修成果の適切な把握と評価
＜評価基準①＞
「卒業認定・学位授与の方針」（DP）に沿って厳格な学位授与を行うために、学生の学修成果について適切に把握と評価
を行っているか

＜評価項目＞
c. 卒業時の「卒業認定・学位授与の方針」（DP）の到達度に関して、「何を学び、身に付けることができたのか」を多面

的な方法により把握し、評価していること

・
・
・

・・・・・・・・・・・・。
・・・・。
≪根拠資料≫ ・・・・・・・・・・・・

・
・
・

 各学部は、評価項目ごとに
点検・評価結果を記載。

 評価機関は、各項目におけ
る記載をもとに、質保証の視
点と質向上の視点の双方か
ら評価を実施。

 各学部は、どのような教育成
果をあげているかを根拠資料
や取組との関連性に基づいて
記載。

 評価機関は、評価書の記載
と根拠資料をもとに、教育成
果の程度、取組の程度、両
者の関係性を総合的に勘案
して評価。

※質保証の水準に疑義がある場合、当該学部に対して評価機関から追加資料等を求めることとする。



評価の主体
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評価主体

 「新たな評価」制度では、これまでの認証評価の実績を活かす観点から、大学全体の評価及び学部の段階別
評価を総合的に担う「総合評価機関（仮称）」と、特定の学位の分野を専門的に評価する「特定分野評価
機関（仮称）」を評価主体としてはどうか。
その際、評価基準・項目、方法等が現在の認証評価と異なることとなることから、再度文部科学大臣により、
評価機関の認証を行うこととする。

 また、特定分野評価機関（仮称）の評価を受審した学部等については、特定分野評価機関の評価結果を
以て総合評価機関（仮称）の当該学部等ごとの評価を代替することができるとしてはどうか。
※ これにより、従来より課題とされてきた分野別認証評価と機関別認証評価を双方受審することによる重複感・負担感の
解消を図ることとする。

総合評価機関（仮称）
「新たな評価」における役割
 大学全体の評価及び学部ごとの段階別評価を実施

認証基準（イメージ）
 大学の教育研究、組織運営及び施設設備の総合的

な状況を評価する必要な体制があること
 大学全体の評価及び学部ごとの段階別を実施するた

めの必要な体制が整備されていること
 大学評価基準及び評価方法が国が示す基準・項目

等と整合していること
 その他 等

特定分野評価機関（仮称）
「新たな評価」における役割
 特定の学位の分野に紐づく学部（又は学科・専攻）

の段階別評価を実施

認証基準（イメージ）
 大学評価基準及び評価方法が国が示す基準・項目

等と整合していること
 特定の学位の分野に紐づく学部等の段階別を実施す

るための必要な体制が整備されていること
 その他 等
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総合評価機関（仮称）と特定分野評価機関（仮称）との関係イメージ

機関単位で受審

大学

総合評価機関（仮称）

21

大学の内部質保証が図られているか評価（大学全体の評価）する
とともに、基本的にすべての学部の「教育の質」を評価し、段階別の
評価を行う

特定分野評価機関（仮称）がある学位の分野に基づく学部
（又は学科・専攻等）については、当該機関の評価に置き換えること
を可とする。

法学部 工学部 医学部 教職大学院法科大学院

法
学
部

工
学
部

医
学
部

法
科
大
学
院

大学として質保証の責任を果たしているか評価

学部ごとに
段階別評価

学部ごとの「教育の質」の評価を特定分野評
価機関の評価結果で代替することができる

特定分野評価機関（仮称）

特定の学位の分野に基づいた学部等
（学科・専攻等）単位で受審

特定の学位の分野を評価する主体として文部科学省
が認証し、当該学位の学部等（又は学科・専攻）
の「教育の質」を評価し、段階別の評価を行う

特定分野評価機関において段階別評価

歯学部 看護学部薬学部

大学として
の評価

学
部
ご
と
の

「
教
育
の
質
」

の
評
価

看
護
学
部

薬
学
部

教
職
大
学
院

医
学
部

看
護
学
部

歯
学
部

法
科
大
学
院

教
職
大
学
院

特定分野
評価機関
【医学関係】

特定分野
評価機関

【保険衛生学関係
（看護学関係）】

特定分野
評価機関
【歯学関係】

歯
学
部

薬
学
部

特定分野
評価機関
【薬学関係】

特定分野
評価機関
【法曹養成
関係】

特定分野
評価機関
【教員養成
関係】

※専門職学位課程以外の修士課程、博士課程の取扱いは今後検討
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「新たな評価」における評価方法

理工学部

「新たな評価」における評価方法（イメージ）

学
部

A大学
（受審大学）

 評価機関は、学部で授与する学位の分野をもとに以下の21の学位の分野を踏まえた評価員を集め、ピア・レビュー
を実施することとする。

評価機関

工学
関係

理学科
理学関係

工学科
工学関係

国際学部
グローバル

コミュニケーション学科
文学関係 教育学関係 
社会学関係 経済学関係

グローバルビジネス
学科

社会学関係 
経済学関係

文学部

文学科
文学関係

教育学
関係

文学
関係

経済学
関係

文学
関係

大学のもつ学位の分野を踏まえ、評価員の
割り当てなど評価体制を構築

※ 評価の対象が「学部単位の教育を評価」となる
ことを踏まえて、評価員が複数の大学の学部を
担当することも想定

≪想定する学位の分野≫ ※学位の種類及び分野の変更等に関する基準に定める学位の分野

①文学関係 ②教育学・保育学関係 ③法学関係 ④経済学関係 ⑤社会学・社会福祉学関係 ⑥理学関係 ⑦工学関係
⑧農学関係 ⑨獣医学関係 ⑩医学関係 ⑪歯学関係 ⑫薬学関係 ⑬家政関係 ⑭美術関係 ⑮音楽関係 ⑯体育関係
⑰保健衛生学関係（看護関係） ⑱保健衛生学関係（リハビリテーション関係）
⑲保健衛生学関係（看護関係及びリハビリテーション関係以外）⑳法曹養成関係 ㉑教員養成関係

理学
関係

社会学
関係

※ 評価員の確保について、文部科学省において、大学関係者に幅広く協力を促していくことも検討

※ 現在の認証評価では実地調査を行うことが義務付けられているが、「新たな評価」では、実地調査の重要性にも留意しつつ、オンライン面談等の活用や受審大学の状況に応じた実施など柔軟な
実施を可能とする方向で検討



 現在の認証評価機関は、評価の質の信頼性を高めるため、自己点検・評価を定期的に行い、その
結果を公表することとされている。

 「新たな評価」では、大学の質保証のみならず、教育の質保証及び質向上を評価していくためには、
評価機関も自らのPDCAサイクルを確立・機能させることがこれまで以上に求められる。
したがって、定期的に評価機関として適格であるか否かを文部科学大臣が確認する仕組み

（＝評価機関の更新制）を明確化していくこととする。

〇 評価機関の更新制の導入

 評価機関が複数存在する場合、学部ごとの段階別評価を付すに当たって、評価基準等の統一は
固より、複数存在する評価機関の目線をより合わせていくために、評価機関間で調整を図ることが
重要となる。

〇 評価機関間での調整

 共通評価ガイドラインの策定・改訂
⇒複数機関で共通のガイドラインを作成することを想定

 評価員研修の共通枠組みの整備
⇒共通の研修資料や研修による評価員の目線合わせを想定

 評価結果の年次報告
⇒評価結果や事例についての共有を想定

 その他

評価機関間で調整する事項（イメージ）
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評価結果の公表



評価結果の公表

「新たな評価」データプラットフォーム

設置者 学校種 地域

すべて すべて すべて
評価結果 分野
すべて 法学 検索

大学名 学部 分野 設置
者 学校種 地域 評価 評価

年度
評価
機関

○○
大学 法学部 法学 国立 大学 〇〇県 要改善 20○○ Ａ

△△
大学

政治経済
学部

法学
経済

私立 大学 △△県 ★★★ 20△△ Ｂ

××
大学 法学部 法学 公立 大学 ××県 ★ 20×× Ｃ

・
・
・

△△大学

政治経済学部 〇〇県△△市

養成する人材像
・○○○･･･

評価結果
（評価機関：B）
（評価年度：20△△）

評価の具体的な内容（ポイント）
・○○○･･･
・○○○･･･
・○○○･･･

詳細の評価結果はこちら

ディプロマ・ポリシー
・○○○･･･

用語検索

具体的に以下のような方向性で「評価結果の公表」について進めることとする。
評価結果の公表の仕方
 評価結果については、データプラットフォームにおいて一元的に公表する。その際、学生等が必要な情報に到達しやすくするために
様々な要素でソート・検索できるようにする。

公表の内容
 評価結果、そのように判断した評価の具体的内容を記載する。評価の具体的内容についてはポイントをわかりやすく示す。

※学科等ごとに特定分野評価機関による評価を受審した場合には、学科等ごとの評価結果もあわせて公表する。
 併せて、学生の進路選択等にもが活用しやすくするために、情報公表推進の観点から、学部等に関する情報（所在地、

授与される学位、養成する人材像、ディプロマ・ポリシー等）を付記する。
≪公表イメージ≫
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＜検索結果＞

政治学科：学士（）

養成する人材像
・○○○･･･
ディプロマ・ポリシー
・○○○･･･

経済学科：学士（）

・
・
・

・
・
・



データプラットフォームの活用・重複する評価との整理
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データプラットフォームの活用

 「新たな評価」では学部ごとに段階別評価を付すこととなることから、より効果的・効率的な評価となる
よう、データプラットフォームを整備・活用していくこととする。

 「新たな評価」では、新たな大学等評価等のためのデータプラットフォーム（仮称）（※）を活用して
効果的・効率的な評価の実現を目指していく。※独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に設置を予定

〇 データプラットフォーム整備・活用

想定する負担軽減効果

 全国学生調査の結果データを文部科学省が一元的に入力することによる被評価者の入力負担の
軽減（※他の調査等との連携含め今後検討を進める）

 シラバスチェック等に関して、不足する情報等がある場合にアラート機能により評価者に知らせるなど、
人の目では時間がかかる詳細レベルまでの確認についての評価支援機能を通じた負担軽減

 定量的な確認などを自動計算機能等で代替することで評価者・被評価者双方の負担軽減 等
※生成AI等を活用した評価支援等も検討

想定するデータプラットフォームの機能

①受審管理機能 ②データ入力機能 ③データ閲覧・評価支援機能 ④情報公表機能（※） 等

27

※既存の情報公表の枠組み（大学ポートレート）
との整理についても留意
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新たな大学等評価のためのデータプラットフォーム（仮称）

受審校

評価機関

文部科学省

データプラットフォームは、大学からの①受審申込 → ②データ入力 → ③評価のためのデータ閲覧・
評価作業 → ④結果公表 を行うことのできるシステム構築を想定。

（参考）新たな大学等評価のためのデータプラットフォーム（仮称）イメージ

評価に関するデータを集約すること
で、評価におけるデータ利活用の
円滑化を支援

評価プロセス上支障がない部分は
可能な範囲内において自動化を
図ることで、膨大な数の評価作業
の迅速化を支援

複数の評価機関及び多くの評価
者の参画が想定される中、評価の
判断基準の安定化を支援

評価結果のわかりやすい公表

基本的な考え方 想定する機能

受審管理機能

データ入力

データ閲覧  

情報公表

申込、評価機関への連絡、ステータス
管理、分野の登録、等

基礎情報の入力、根拠資料の登録、
自己点検・評価書の登録、エラーチェッ

クのための機能、等

・評価支援（BI・分析・AI）

定量的な基礎情報の自動確認、定性
的な情報の評価支援、判断基準の安

定化のためのデータ分析、等

評価結果等のわかりやすい公表、等

申込

入力

入力

閲覧
評価作業

入力

閲覧

公表

高校生

企業

※独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に設置を予定



重複する評価との整理

 「新たな評価」制度導入に合わせて、既存の高等教育機関の教学に対する調査・点検を行っている
取組との整理も検討してはどうか。

 現行の機関別認証評価と分野別認証評価については、「新たな評価」では大学全体の評価と学部
ごとの段階別評価を一元的に行うことになることから、その統合を図ることとする。

 その他認証評価以外の評価との関係では、例えば、国立大学法人評価における教育に関する現況
分析は「新たな評価」と類似する要素も多く、重複の解消を検討していく。

〇 重複する評価との整理
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資料１－２ 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な評価基準・項目・評価の視点・判断例（素案） 

※４年制大学の学部を想定したモデル 
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質保証の視点 
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評価の基本的な方針Ⅰ． 

明確な「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」の策定・公表 
 

＜評価基準①＞ 

大学の理念や社会・地域のニーズを踏まえ、学位にふさわしい「養成する人材像」を適切

に定め、社会にわかりやすく掲げているか 

＜評価項目＞ 

a. 大学の理念や社会・地域のニーズを踏まえ、明確な「養成する人材像」が適切に定め

られ、示されていること 

【根拠資料例】 

 大学・学部等の理念と「養成する人材像」を記載した学則及び HPでの公表を示す資料 

 産学連携協議会議事録、外部評価委員会報告書、自治体との連携協定書等の養成する人材像が社会・

地域ニーズを踏まえていることがわかる資料等 

 全国学生調査 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

学教法第 83条、学教法施行規則第 172 条の２、大学設置基準第２条、認可基準告示第１条第１項第２号 

 
 
質保証の視点 

 「養成する人材像」が学位にふさわしく、大学 ・学部等の理念や社会・地域のニーズ等を踏まえ

たものになっており、学生・教職員の間で共有され、社会に対して発信されているか。 

【判断例】 

 学部等ごとに、人材の養成に関する目的が学則等に定められていないなど、「養成する人材像」

が示されていない。 

 「養成する人材像」が、大学等が担うべき法令上の目的・役割に照らして、整合性のあるもの

となっていない。 

※ 例えば、 「養成する人材像」が深く専門の学芸を教授し知的・道徳的及び応用的能力を展

開させる大学の教育目的と整合しない場合。 

 「養成する人材像」が大学の理念や社会・地域のニーズ等を踏まえたものになっていない。 

※ 例えば、「養成する人材像」が社会や地域ニーズを踏まえたものになっているとの根拠が

示せない場合。 
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評価の基本的な方針Ⅰ． 

明確な「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」の策定・公表 
 

＜評価基準②＞ 

「養成する人材像」に照らして必要かつ学位にふさわしい資質・能力を 「卒業認定・学位

授与の方針」（DP）において示しているか 

＜評価項目＞ 

a. 「養成する人材像」に照らして必要かつ学位にふさわしい資質・能力が 「卒業認定・

学位授与の方針」（DP）で示されていること 

【根拠資料例】 

 学部等の DP を示している学則もしくは公表を示す資料 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

施行規則第 165条の２ 

 

 

質保証の視点 

 掲げている「養成する人材像」と DPとの関連が示され、DPが分野別参照基準や国際基準、学士

力やジェネリックスキルに関する国際基準などを踏まえたものになっているか。 

【判断例】 

 「養成する人材像」に照らし必要かつ学位にふさわしい資質能力が DP に掲げられていない。 

※ 「学位にふさわしい」か否か判断する際は、例えば、分野別参照基準や国際基準、学士力

やジェネリックスキルなどを踏まえているか確認する。 
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評価の基本的な方針Ⅱ． 

「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカ

リキュラム・教育環境体制 
 

＜評価基準①＞ 

「教育課程編成・実施の方針」 （CP）に則して、学生が体系的かつ主体的に学びを深めら

れる適切なカリキュラムを整備しているか 

＜評価項目＞ 

a. 「卒業認定・学位授与の方針」（DP）と整合性がある「教育課程編成・実施の方針」

（CP）が策定されていること 

【根拠資料例】 

 CP を示す資料 

 DP と CPの関係性を示す資料 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

施行規則第 165条の２、施行規則第 172条の２ 
 

 

質保証の視点 

 DPと整合性がある CP が定められているか。 

【判断例】 

 DP と整合性のある CP が策定されていない。 
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評価の基本的な方針Ⅱ． 

「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカ

リキュラム・教育環境体制 
 

＜評価基準①＞ 

「教育課程編成・実施の方針」 （CP）に則して、学生が体系的かつ主体的に学びを深めら

れる適切なカリキュラムを整備しているか 

＜評価項目＞ 

b. 「教育課程編成・実施の方針」 （CP）と 「卒業認定・学位授与の方針」 （DP）に基づく

学修成果の評価を多面的に行う考え方が策定されていること 

【根拠資料例】 

 DPに基づいたアセスメントプラン 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

なし 

 

 

質保証の視点 

 教育の成果を点検・評価するための学修成果の評価を多面的に行う考え方が策定されているか。 

【判断例】 

 教育の成果を点検・評価するための学修成果の評価を多面的に行う考え方が策定されていな

い。 
 

 

  



7 

評価の基本的な方針Ⅱ． 

「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカ

リキュラム・教育環境体制 
 

＜評価基準①＞ 

「教育課程編成・実施の方針」 （CP）に則して、学生が体系的かつ主体的に学びを深めら

れる適切なカリキュラムを整備しているか 

＜評価項目＞ 

c. 「教育課程編成・実施の方針」 （CP）に則してカリキュラムが体系的に編成され、ふ

さわしい授業科目を開設していること 

【根拠資料例】 

 シラバス 

 履修要項 

 シラバスを確認するための組織体制等を示す資料 

 カリキュラムツリー、カリキュラムマップなど体系的なカリキュラム編成等を示す資料 
 全国学生調査 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

大学設置基準第 19条～第 25条、施行規則第 172条の２ 
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質保証の視点 

 CPに照らしてカリキュラムが体系的に編成されているか。 

 カリキュラムを編成するための責任と権限を持った決定機関があるか。 

 シラバス等を通じて「授業科目」「授業の方法・内容」「年間の授業計画」が明示されているか。 

 学位にふさわしい授業科目が開設されているか。 

 授業による教育効果、授業時間外の必要な学修等を考慮して、単位数が適切に定められているか。 

 

【判断例】 

 「養成する人材像」や DP ・CP を実現するために十分な教育課程が体系的に編成されていない。 

※ 体系性の判断例 

 教育課程の編成に当たって、学部等の選好に係る専門の学芸を教授するとともに、幅広

く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮がな

されていない。 

 「主要授業科目」が、学生に学位を取得させるに当たって、当該学位のレベルと分野に

応じて達成すべき能力を育成するために必要な科目であって、当該授業科目と DP・CP

との関係性を踏まえたものとなっていない。 

 必修科目、選択科目及び自由科目の位置付けが勘案されていない。 

 大学の教育上の目的に沿って、各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、

各年次に適切に配当していない。 

 「養成する人材像」に対応した履修モデルが示されていない。 

 個別の科目の内容が、大学の教育としてふさわしい内容・水準となっていない。 

※ 卒業要件単位に算入することが認められないものの例（卒業要件単位に算入しない科目

として開講することは可能） 

 授業内容がリメディアル教育、資格試験対策、ビジネスマナーや就職対策等に終始して

いるもの 

 情報リテラシーで単にワープロソフトの操作を学ぶ等の水準に終始しているもの 

 明らかに授業による教育効果、授業時間外の必要な学修等を考慮しておらず、単位数を適切に

定めていない。 

 授業が講義、演習、実験、実習・実技のいずれか又は併用により適切な授業方法が行われていない。 

 メディア授業を実施する場合、具体的な実施方法等が提示され、面接授業に相当する教育効果

を有するものである内容となっていない。 

 設定されている授業科目を実践する上で適切な学生数となっていない。 
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評価の基本的な方針Ⅱ． 

「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカ

リキュラム・教育環境体制 

 

＜評価基準①＞ 

「教育課程編成・実施の方針」 （CP）に則して、学生が体系的かつ主体的に学びを深めら

れる適切なカリキュラムを整備しているか 

＜評価項目＞ 

d. 授業を担当するにふさわしい資質・能力を有している教員及び指導補助者が授業担

当として配置されていること 

【根拠資料例】 

 教育研究組織の構成・教員選抜方針を示す資料 

 教員データ（氏名、年齢、保有学位、直近の研究業績若しくは実務経験等） 

 授業科目の担当教員表 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

大学設置基準第７条～第 10条、第 12 条～17条 

 

質保証の視点 

 研究業績や教育実績等に照らしてふさわしい資質・能力を有している教員等が配置されている

か。 

【判断例】 

 教員数が大学設置基準を満たしていない。 

 学部等の規模や授与する学位の種類・分野に応じ必要な教員及び事務職員等が配置されてい

ない。 

 教員の構成が特定の範囲の年齢に著しく偏ることのないよう配慮されていない。 

 演習、実験、実習・実技を伴う授業科目について、助手を配置するなど、指導体制が配慮され

ていない。 

 授業科目を担当する教員の指導計画に基づき、指導補助者が授業の一部を分担する場合、十分

な教育効果を上げられることについて、合理的な説明がなされていない。 

 教育研究活動等の運営が組織的かつ効果的に行われるよう、教員及び事務職員等の相互の適

切な役割分担の下での協働や組織的な連携体制が確保されておらず、教育研究に係る責任の

所在を明確にしていない。 

 教育研究上の責任体制、管理運営への参画、勤務形態（・処遇等）において、基幹教員（又は

専任教員）の位置付けを明確にしていない。 

 実務家教員について、当該分野の実務経験を有する者で構成され、保有資格、実務の業績、実務

を離れてからの期間等を踏まえて、十分な実務能力を有した者であることが説明されていない。 
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評価の基本的な方針Ⅱ． 

「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカ

リキュラム・教育環境体制 
 

＜評価基準①＞ 

「教育課程編成・実施の方針」 （CP）に則して、学生が体系的かつ主体的に学びを深めら

れる適切なカリキュラムを整備しているか 

＜評価項目＞ 

e. 「教育課程編成 ・実施の方針」 （CP）に照らして、必要な資質・能力を測るために 「入

学者受入れの方針」 （AP）が適確に定められ、入学者選抜方法が明確に示されている

こと 

【根拠資料例】 

 APを示す資料 

 入学者選抜方法を示す資料 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

施行規則第 165条の２、施行規則第 172条の２、大学設置基準第２条の２ 

 

 

質保証の視点 

 適確な APが定められ、それに沿った入学者選抜方法が示されているか。 

【判断例】 

 適確な AP が定められていない。 

 AP は定められているが、それに沿った入学者選抜方法になっていない。 

 AP は定められているが、入学者選抜方法が明確になっていない。 

 「養成する人材像」と AP が整合性をもって説明されていない。 
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評価の基本的な方針Ⅱ． 

「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカ

リキュラム・教育環境体制 
 

＜評価基準②＞ 

施設、設備、学生支援体制など教育環境・体制を整備しているか 

＜評価項目＞ 

a. 学修支援に関する大学としての方針に基づき、学修支援に必要な情報を学生が確認

できていること 

【根拠資料例】 

 学修支援に関する大学の基本方針 

 学修支援体制組織図及び関連規程などの学修支援体制を示す資料 

 修学、進路選択、心身の健康等に係る支援に関する情報公表を示す資料 

 全国学生調査 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

施行規則第 172条の２ 

 

 

質保証の視点 

 学修支援に関する適確な方針・体制があり、留学生や障害を持った学生など個々のニーズに合っ

た情報提示が行われているか。 

【判断例】 

 教育課程の内外を通じて社会的・職業的自立に関する指導等に取り組んでおらず、また、その

ための体制を整えていない。また、その体制等について学生への情報提示が行われていない。 

 修学、進路選択、心身の健康等に係る支援に関する情報を適切に公表していない。 
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評価の基本的な方針Ⅱ． 

「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカ

リキュラム・教育環境体制 
 

＜評価基準②＞ 

施設、設備、学生支援体制など教育環境・体制を整備しているか 

＜評価項目＞ 

b. 学修環境が整備されているとともに、必要な情報を学生が確認できていること 

【根拠資料例】 

 校地・校舎等の面積 

 設置基準上必要とされている施設等の整備状況 

 教育環境の情報公表をしていることを示す資料 

 ラーニングコモンズ等の自主学習スペースなどの設置状況 

 ラーニングコモンズ等の自主学習スペースの活用状況報告書 

 ＩＣＴ利用のための方針 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

大学設置基準第 34条～第 40条の３、施行規則第 172条の２ 

 

 

質保証の視点 

 校地・校舎等面積の基準を満たし、基準上必要な施設設備を備え、ラーニングコモンズ等の自主

学習スペースなど学生の学修のために必要なスペース等の確保が十分か。 

【判断例】 

 校地・校舎等の面積が大学設置基準を満たしていない。 

 基準上必要な施設設備が備えられていない。 

 校地・校舎等の施設及び設備などの教育環境に関する情報を公表していない。 

 学生との個別面談・指導のためのスペースや学生が休息、交流できるスペースが十分でない。 
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評価の基本的な方針Ⅲ． 

学生の学修成果の適切な把握と評価 
 

＜評価基準①＞ 

「卒業認定・学位授与の方針」 （DP）に沿って厳格な学位授与を行うために、学生の学修

成果について適切に把握と評価を行っているか 

＜評価項目＞ 

a. 卒業の基準、判定方法、体制等を明らかにしていること 

【根拠資料例】 

 学則など卒業の基準や判定方法・体制を示す資料 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

大学設置基準第 25条の２、第 32 条、施行規則第 172条の２ 

 

 

質保証の視点 

 卒業の基準や判定方法・体制が明らかで、その内容等が十分か。 

 学生に対して、授業の方法・内容、１年間の授業の計画をあらかじめ明示することとなっていない。 

【判断例】 

 卒業の基準や判定方法・体制が明らかでない。 

 124 単位以上修得することなどの卒業に関する法令上の要件を満たしていない。 
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評価の基本的な方針Ⅲ． 

学生の学修成果の適切な把握と評価 
 

＜評価基準①＞ 

「卒業認定・学位授与の方針」 （DP）に沿って厳格な学位授与を行うために、学生の学修

成果について適切に把握と評価を行っているか 

＜評価項目＞ 

b. 授業の単位認定が適切に行われていること 

【根拠資料例】 

 学修成果に係る基準・判定方法・体制等を明らかにした資料 

 学修成果に係る評価に当たっての基準の公表を示す資料 

 既修得単位の認定状況に関する資料 

 科目ごとの成績分布 

 科目ごとの履修者数 

 適切な単位認定を行うための体制を示す資料 

 事前事後学習や適確な単位認定がされていることを大学が確認した結果を示す資料 

 異議申し立て制度など評価の透明性確保を示す資料 

 全国学生調査 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

大学設置基準第 21条～第 23条、第 25条の２、第 27条～第 30条、施行規則第 172条の２ 

 

 

質保証の視点 

 単位認定が適切に行われているか。 

【判断例】 

 １年間の授業期間が、35 週確保されていない。 

 各授業科目の授業が、十分な教育効果を上げることができるような８週、10 週、15 週その他

の大学が定める適切な期間が設定されていない。 

 単位互換を行う場合、他の大学において履修した授業科目について、60 単位を超えない範囲

とされていない。 

 成績評価基準に従って厳格な成績評価が行われていない。 

 授業の方法に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外の必要な学修等を考慮して、おおむ

ね 15 時間から 45 時間までの範囲で大学が定める時間の授業を１単位としておらず、単位数

を適切に定めていない。 
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評価の基本的な方針Ⅲ． 

学生の学修成果の適切な把握と評価 
 

＜評価基準①＞ 

「卒業認定・学位授与の方針」 （DP）に沿って厳格な学位授与を行うために、学生の学修

成果について適切に把握と評価を行っているか 

＜評価項目＞ 

c. 卒業時の 「卒業認定・学位授与の方針」 （DP）の到達度に関して、「何を学び、身に付

けることができたのか」を多面的な方法により把握し、評価していること 

【根拠資料例】 

 DPの到達度を把握・評価していることを示す資料 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

大学設置基準第 25条の２ 

 

 

質保証の視点 

 DPの到達度を把握するために適確な直接評価と間接評価を実施しているか。 

【判断例】 

 学修の成果・学位論文に係る評価、卒業の認定に当たって、客観性及び厳格性を確保するため、

学生に対してその基準をあらかじめ明示し、当該基準に従って適切に行う仕組みとなってい

ない。 

 成績評価の基準・方法について、学部等全体としての基本方針を踏まえ適切に設定されていな

い。 

 DP の到達度を把握するための適確な直接評価と間接評価を実施していない。 
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評価の基本的な方針Ⅲ． 

学生の学修成果の適切な把握と評価 
 

＜評価基準②＞ 

在学中の学修成果の結果が、大学 ・学部の掲げる「養成する人材像」につながっているか 

＜評価項目＞ 

a. 「養成する人材像」を実現するために必要な 「卒業認定・学位授与の方針」 （DP）に

示されている資質・能力を身に付けた学生を社会等に輩出できていることを明らか

にし、社会に示していること 

【根拠資料例】 

 卒業者数 

 就職率・進学率データ 

 卒業生や雇用先のアンケート調査やヒアリング調査結果 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出 

【関係法令】 

施行規則第 172条の２ 

 

 

質保証の視点 

 「養成する人材像」や DP に見合う人材を育成し、社会に対して輩出できているという明確なデ

ータや根拠を示せているか。 

【判断例】 

 「養成する人材像」や DP に見合う人材を育成し、社会に対して輩出できていることを示す卒

業者数、進学者数、就職状況を把握できておらず、適確に社会に示されていない。 
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評価の基本的な方針Ⅳ． 

学生の学びと成長の結果を基盤とした不断の自己改善 
 

＜評価基準①＞ 

学修成果の可視化によって得られた結果を、教育改善に活用しているか 

＜評価項目＞ 

a. 教育改善のための体制が構築されていること 

【根拠資料例】 

 教育改善のための体制に係る説明図（規程・体制図など） 

 受審単位ごとの自己点検・評価報告書 

 授業・内容及び方法の改善を図るための研修を実施する仕組みを示す資料 

 教員及び事務職員の必要な能力及び資質を向上させるための研修機会の提供を示す資料 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

大学設置基準第１条第３項、細目省令第１条第２項第１号ト及び同項第２号 

 

 

質保証の視点 

 教育改善を図るための体制があり、運用されているか。 

【判断例】 

 教育改善に係る規程や体制が整っていない。 

 教育改善に係る規程や体制はあるが、規程どおりに運用されていない。 

 教育改善に係る規程や体制があり、規程どおりに運用されているが、客観的なデータ等を用い

て運用されてない。 

 受審単位ごとでの自己点検・評価の実施に努めていない。 

 授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施する仕組みとなってい

ない。 

 大学等の教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、教員及び事務職員に必要な知

識・技能を修得させるとともに、必要な能力及び資質を向上させるための研修の機会を設ける

ことその他必要な取組を行うこととしていない。 

 授業の一部を分担する指導補助者（教員を除く。）がいる場合、当該補助者に対し必要な研修

を行うこととしていない。 
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評価の基本的な方針Ⅳ． 

学生の学びと成長の結果を基盤とした不断の自己改善 
 

＜評価基準①＞ 

学修成果の可視化によって得られた結果を、教育改善に活用しているか 

＜評価項目＞ 

b. 様々なステークホルダーの意見を通じて定期的に点検・評価し、改善・向上を図って

いること 

【根拠資料例】 

 学修成果の把握・評価した結果を教育改善に活かしている自己点検・評価報告書 

 自己点検・評価結果に基づく改善計画 

 地域、産業界、教職員、学生などのステークホルダーからの意見を聴取し、それを踏まえて定期的

に点検・評価していることを示す資料 

※ 上記以外に評価項目を補足する資料があれば任意で追加提出可 

【関係法令】 

なし 

 

 

質保証の視点 

 地域・社会のニーズを把握するために適格なステークホルダーからの意見を聞いて、改善・向上

を図っているか。 

【判断例】 

 ステークホルダーからの意見を聞いていない。 

 自己点検・評価を実施していない。 

 自己点検・評価の結果に基づいた改善・向上が行われていない。 
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質向上の視点 
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質向上の視点 

 （ 「評価の基本的な方針」 「評価基準」「評価項目」の要素を踏まえつつ）、学生の成長につながる

優れた取組を根拠をもって示せているか。 

※ 「評価の基本的な方針」を踏まえた優れた取組の例 

（明確な「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」の策定・公表に係る取組例） 

 社会・地域のニーズの把握に向けた体系的・継続的な調査や産業界・自治体・卒業生等

のステークホルダーとの意見交換を実施し、「養成する人材像」を定期的に見直し・再

定義を行っている。 

 「養成する人材像」との整合性を踏まえ、DPの見直し・改善に取り組んでいる。 

 DP に掲げられる資質・能力について、アセスメントに耐えうる具体性をもって定めら

れている。 

 「養成する人材像」や DP について学生が理解し、学修計画に結び付けるような取組を

行っている。 

 

（「養成する人材像」と「卒業認定・学位授与の方針」を達成するためのカリキュラム・教

育環境体制の整備に係る取組例） 

 直接評価と間接評価を組み合わせた多面的な評価を盛り込むなど優れたアセスメント

プランを策定している。 

 カリキュラム全体が体系的に設計され、学修を段階的に深化させる構造が整備される

など、学修者本位のカリキュラムとなるよう高いレベルの創意工夫が行われている。 

 DPと授業科目との対応関係が学生にわかりやすい形で体系的に示されている。 

 学修上の支援を必要とする学生を早期に把握し、個別相談・補習・学習支援プログラム

等を効果的に行うための実施体制が整備されている。 

 

（学生の学修成果の適切な把握と評価に係る取組例） 

 大学の理念や専門分野の特色を踏まえ、学位授与の質保証と透明性を一層高めるため

の独自の工夫や先進的な取組を行っている。 

 DP の到達度に当たり、直接評価（授業評価、卒業研究等の評価、主要事業科目の試験

等）を中心としつつ、間接評価（学生アンケート等の自己評価等）を活用するなど多面

的かつ精緻な学修成果の把握や評価が行われている。 

 卒業生や雇用先の調査、キャリア追跡等を活用し、卒業後の活躍状況や社会的評価を詳

細に把握している。 

 

（学生の学びと成長の結果を基盤とした不断の自己改善に係る取組例） 

 内部質保証システムにおいて、学生や学生団体が参画し、積極的かつ効果的に意見・評

価・提案を受け入れ、反映する体制が構築されている。 

 地域社会、産業界、自治体、卒業生、外部有識者等からの積極的かつ効果的に意見・評

価・提案を受け入れ、反映する体制が構築されている。 

 学修成果の可視化により得られた結果を、組織的・継続的に分析し、教育課程や授業改
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善、修学支援等の具体的改善に的確に活用し、独自の工夫や先進的な取組が行われてい

る。 

 

 （優れた取組等を通じて）教育成果（アウトカム）を上げていることを根拠を示して説明できて

いるか。 

 取組と教育成果の関連性を根拠をもって示せているか。 

※ 教育成果（アウトカム）を示す根拠データの例 

 学生の高い満足度や成長実感を示すデータ 

 直接評価、間接評価を適切に組み合わせ、学生が DP に示された資質・能力を身に付け

ていることを明確に示すデータ 

 学生の就職状況、進学率、専門分野の進路と高い関係性があるかなど、DP に沿った人

材輩出を示すデータ 

 企業アンケート等を活用した卒業生の活躍状況や人材育成の社会への貢献に関するデ

ータ 
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学士・修士の修業年限



学士・修士の修業年限に関する条文①
〇 学校教育法（昭和22年法律第26号）（抄）
第87条 大学の修業年限は、四年とする。ただし、特別の専門事項を教授研究する学部及
び前条の夜間において授業を行う学部については、その修業年限は、四年を超えるものと
することができる。

２ （略）
第89条 大学は、文部科学大臣の定めるところにより、当該大学の学生・・・で当該大学に三
年（同条第１項ただし書の規定により修業年限を四年を超えるものとする学部の学生にあ
つては、三年以上で文部科学大臣の定める期間）以上在学したもの・・・が、卒業の要件と
して当該大学の定める単位を優秀な成績で修得したと認める場合には、同項の規定にか
かわらず、その卒業を認めることができる。

〇 学校教育法施行規則（昭和22年文部省令第11号）（抄）
第147条 学校教育法第八十九条に規定する卒業の認定は、次の各号に掲げる要件のす
べてに該当する場合・・・に限り行うことができる。
一 大学が、学修の成果に係る評価の基準その他の学校教育法第八十九条に規定する
卒業の認定の基準を定め、それを公表していること。

二 大学が、大学設置基準第二十七条の二又は専門職大学設置基準第二十二条に規定
する履修科目として登録することができる単位数の上限を定め、適切に運用していること。

三 学校教育法第八十七条第一項に定める学部の課程を履修する学生が、卒業の要件と
して修得すべき単位を修得し、かつ、当該単位を優秀な成績をもつて修得したと認めら
れること。

四 学生が、学校教育法第八十九条に規定する卒業を希望していること。 1-1



学士・修士の修業年限に関する条文②

〇 大学院設置基準（昭和49年文部省令第28号）
第３条 （略）
２ 修士課程の標準修業年限は、二年とする。ただし、教育研究上の必要があると認めら
れる場合には、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、その標準修業年限は、
二年を超えるものとすることができる。

３ 前項の規定にかかわらず、修士課程においては、主として実務の経験を有する者に対
して教育を行う場合であつて、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と併せて夜間その
他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適切な方法により教育
上支障を生じないときは、研究科、専攻又は学生の履修上の区分に応じ、標準修業年
限を一年以上二年未満の期間とすることができる。

第16条 修士課程の修了の要件は、大学院に二年（二年以外の標準修業年限を定める
研究科、専攻又は学生の履修上の区分にあつては、当該標準修業年限）以上在学し、
三十単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課程の目的に応
じ、当該大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試
験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者について
は、大学院に一年以上在学すれば足りるものとする。

２ 前項の規定により修了の要件として修得すべき単位数のうち、前条において準用する
大学設置基準第二十七条の三の規定により修得したものとみなすものとする単位数は
七単位を超えないものとする。
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学士・修士の修業年限に関する条文②

〇 大学院設置基準（昭和49年文部省令第28号）
第42条 大学院を置く大学は、文部科学大臣が別に定めるところにより、学部との連続性
に配慮した教育課程の編成により、当該学部における教育と当該大学院の研究科にお
ける教育との円滑な接続を図る実証的な成果の創出に資する効果的な取組を行うため
特に必要があると認められる場合には、当該効果的な取組を行うとともに、教育研究活
動等の状況について自ら行う点検、評価及び見直しの体制の整備、教育研究活動等の
状況の積極的な公表並びに学生の教育上適切な配慮を行う大学であることの文部科学
大臣の認定を受けることができる。ただし、他の大学の学部との間で行う学部との連続
性に配慮した教育課程の編成に係る場合にあつては、次の各号のいずれにも該当する
場合に限る。
一～三 （略）

２ 連続課程特例認定大学（前項の規定による認定を受けた大学をいう。次項において同
じ。）の大学院については、第三条第三項中「修士課程においては、主として実務の経験
を有する者に対して教育を行う場合であつて、教育研究上の必要があり、かつ、昼間と
併せて夜間その他特定の時間又は時期において授業又は研究指導を行う等の適切な
方法により教育上支障を生じないときは」とあるのは「第四十二条第一項の規定による
認定を受けた大学に置かれる大学院の修士課程においては」と、第十八条第一項中
「大学院は」とあるのは「第四十二条第一項の規定による認定を受けた大学の大学院
は」と、「単位（学校教育法第百二条第一項の規定により入学資格を有した後、修得した
ものに限る。）」とあるのは「単位」と読み替えて、これらの規定を適用する。

３ （略）
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学部・研究科の連続性に配慮した教育課程の促進に係る制度改正（大学設置基準等の一部改正）①

国内外における国際競争力の高まる一方で、少子化が加速する中、人文・社会科学系も含めて、専門知そのものを深掘り、広
げることに加え、数理・データサイエンス・AIを適切に利活用し、総合知をもって社会課題を解決できる人材の輩出が求められて
いる。

そのためには、学士課程から博士課程までを見通した体系的な教育課程の編成のもと、各課程の学びの密度を高める必要があ
る。一方、現在は、同一の学位レベルの連携（横の連携）を促進する制度（共同教育課程や研究科等連係課程等）は存在
するが、上位の学位レベルとの連続性の向上を図る一般的な制度は存在していない※ 。
※ 工学分野の連続性に配慮した教育課程については平成30年に導入。

大学院レベルの課程を見据えて、学士課程を構築することは、学士課程そのものの質と密度を高めるものである。例えば、大学
院固有の教育方法である「研究指導」を受ける素地を養う観点から、学部段階から、複雑化した社会において課題を見出し、
解決を図る訓練をしておくことは極めて重要である。

こうしたことを踏まえ、まずは、学士課程から博士課程までの縦の連続性の向上を図るための制度の整備を図ることとする。具体
的には、各設置基準の教育課程の編成方針として、学部と研究科の連続性に配慮した教育課程を編成することを明記するとと
もに、連続性に配慮した教育課程を編成する学部と研究科を一つの単位として、３つの方針の策定を可能とすることとする。

これは、現行の標準修業年限を前提とした各課程の教育を有機的につなぎ、その質と密度を高めることを目的とするものであり、
標準修業年限の短縮を一義的な目的とするものではない。

その上で、こうした連続性に配慮した教育課程の編成の結果、修士課程において30単位以上の修得と必要な研究指導を受ける
等の現行の修了要件を満たすことを前提に、（４年＋）１年以上２年未満の期間が修業年限として必要かつ十分なもので
あることを国として確認できる場合には、例外的に、大臣の認定により、修士課程の標準修業年限を１年以上２年未満の期
間とすることなどを可能とすることとする。

基本的な考え方
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学部・研究科の連続性に配慮した教育課程の促進に係る制度改正（大学設置基準等の一部改正）②

１．学部・研究科の連続性に配慮した教育課程の編成の促進

大学設置基準等に定める教育課程の編成方針において、各大学は、その教育上の目的を達成するために必要があると認められる場合には、
学部における教育及び大学院の研究科における教育の連続性に配慮した教育課程（以下「連続課程」という。）を編成することを明記
する。

いわゆる３つの方針（卒業・修了認定の方針（DP）、教育課程の編成・実施に関する方針（CP）及び入学者受け入れに関する方針
（AP）をいう。以下同じ。）について、大学の実情に応じて連続課程を編成する学部及び大学院を一つの単位として策定可能とする。
※専門職大学及び専門職大学院についても同様の取扱いとする。
※３つの方針については、今回の改正により、学部段階、大学院段階ごとに策定することに加え、連続課程単位でも策定可能であることを法令上新たに定め、各大学の実情に応じ
た策定単位の選択肢を広げるものである。なお、連続課程単位で策定する場合においても、学士課程や修士課程のＤＰを段階的な学修成果の目標としてわかるようにしておく必
要があることに留意。

DP
CP
AP

DP

CP

AP

※現行制度で策定可

主な改正内容

学士４年

学士３年

学士２年

学士１年

修士２年

修士１年

博士（後期）３年

博士（後期）２年

博士（後期）１年

学士４年

学士３年

学士２年

学士１年

修士２年

修士１年

博士（後期）３年

博士（後期）２年

博士（後期）１年

DP
CP
AP

DP

CP

AP

改正により可能となる３つの方針の策定パターン
※改正により、大学の実情に応じて策定可能に

学士課程の
DP

修士課程の
DP
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２．連続課程特例認定制度の創設

効果的な連続課程の編成に係る実証的な成果を創出し、今後の更なる制度改善につなげるため、内部質保証等の体制が十
分機能していることを前提に、標準修業年限等に係る特例を認める制度を創設。

○ 次のア及びイの要件を満たし、文部科学大臣の認定を受
けたときは、文部科学大臣が別に定めるところにより、標準修
業年限等に係る大学院設置基準の特例を認める。
ア 連続課程の編成に係る実証的な成果の創出に資する
効果的な取組を行うため特に必要があると認められる場合
イ 以下を行う大学であること
－当該効果的な取組を行う
－教育研究活動等の状況について自ら行う点検、評価及

び見直しの体制の整備
－教育研究活動等の状況の積極的な公表並びに学生の

教育研究上適切な配慮を行う
○ 他の大学との間で連続課程を編成する場合に係る上記
の認定は 大学等連携推進法人の社員又は一定の要件
を満たす複数大学設置法人が設置する大学間において協
議会を設け、連携推進方針等に沿って編成される連続課
程に限ることとする。
※ 詳細は、教育課程等に関する事項の改善に係る先導的な特例制度や連携
開設科目制度に倣い告示で定める予定。

※ 専門職大学及び専門職大学院（法科大学院及び教職大学院を除く。）に
ついても同等の取扱いとする。

効果的な取組を行
おうとする大学等

文部科学
省

有識者会
議④認定 ③結果

３．施行期日

令和８年２月24日

具体的には、以下の特例を認める。
①修士課程の標準修業年限を１年以上２年未満の期間
とすること

②大学院入学前に大学院の単位を修得した場合には、修
得時の大学院の入学資格の有無に関わらず、当該単位
数を勘案した在学期間の短縮を可能とすること

①大臣認定による修士課程の修業年限の短縮

②大臣認定による先取り履修に基づく在学期間の短縮

先取り履修

（改正後イメージ）

学部４年 修士１年

学部４年 修士１年

①申請 ②確認

③結果

制度創設の趣旨

特例の要件 特例の効果

スキームのイメージ
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主要国の高等教育機関の修業年限①（米国）

出典：文部科学省調べ。

学校種名 課程 修業
年限

通  常  の
在学年齢 備考

総合大学

学士課程
（ISCED6） 4 18～

B.A.とB.S.に大別される。いずれも、フルタイム学生として4年間学び、セメスター制の
場合は60単位以上、クオーター制の場合は90単位以上を取得することが学位取得
要件。専門職学位（B.Eng.、 B.Ed.など）もある。

修士課程
（ISCED7）

1～2
（大学で設定） 21～

M.A.及びM.S.に大別される。いずれも学士取得後、フルタイムの学生の場合1～2
年間学び、セメスター制の場合は30～60単位以上、クオーター制の場合は45～75
単位以上を取得することのほか、修了試験合格や研究論文の執筆、芸術作品の提
出などの要件が課されていることが一般的。M.A.やM.S.とは別に、MBAやMPAなど
多様な専門職学位も設けられている。

博士課程
（ISCED8） 3～ 21～

研究志向の学位（Ph.D.）と専門職学位（M.D.、J.D.など）に大別される。前者
は研究論文の作成や研究プロジェクトの実施が学位取得条件となるが、修業年限が
示されている場合は、フルタイム学生として3年以上学ぶことが求められる。後者は特
定の職業分野に関する実践志向の学位であり、通常、フルタイム学生として3～4年
間学ぶことが学位取得の要件となる。

その他の4年制大学
（リベラルアーツカレッ
ジ等）

学士課程
（ISCED6） 4 18～

B.A.とB.S.に大別される。いずれも、フルタイム学生として4年間学び、セメスター制の
場合は60単位以上、クオーター制の場合は90単位以上を取得することが学位取得
要件となる。専門職学位（B.Eng.、 B.Ed.など）もある。

修士課程
（ISCED7）

1～2
（大学で設定） 21～

M.A.及びM.S.に大別される。いずれも学士取得後、フルタイムの学生の場合1～2
年間学び、セメスター制の場合は30～60単位以上、クオーター制の場合は45～75
単位以上を取得することのほか、修了試験合格や研究論文の執筆、芸術作品の提
出などの要件が課されていることが一般的。M.A.やM.S.とは別に、MBAやMPAなど
多様な専門職学位も設けられている。

２年制大学 準学士課程
（ISCED5） 標準2 18～19

4年制大学への編入学につながるもの（A.A.、 A.S.）と就職準備を目的とするもの
（A.A.S.など）がある。いずれも、フルタイム学生の場合は2年間学び、セメスター制
の場合は60単位以上、クオーター制の場合は90単位以上を取得することが学位取
得要件となる。
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主要国の高等教育機関の修業年限②（英国）

出典：文部科学省調べ。

学校種名 課程 修業
年限

通  常  の
在学年齢 備考

大学

準学位課程 
(ISCED5) 2 18～20 実務的な内容の応用準学位（foundation degree）課程。修了後は第一学位

課程への編入も可能。

第一学位課程 
(ISCED6) 3 18～20

基本は3年。外国語学科やビジネス系は課程の中にそれぞれ1年間の留学や実習研
修期間が入るため4年。そのほか、医・獣医・歯(5)・薬(4)・看護(3)など、専攻によっ
て修了年数は異なる。医・獣医で学士号取得の課程が組み込まれている大学は6
年。

修士課程
（研究主体）
（ISCED7）

2 21～

MPhilとMResがある。前者（Master of Philosophy）は独立したプロジェクト研
究を行う独立した学位だが、一般的に博士課程の導入部分に位置する。後者
（Master of Research）はデータ収集や結果分析など特定分野の研究手法を
学ぶ。博士課程を検討している者がその分野での研究経験不足を補う目的で取得
することも多い。

修士課程
（講義主体）
（ISCED7）

1 21～ 文学修士（Master of Arts:MA）、理学修士（Master of Science:MSc）
など分野名が付されるのが一般的。

専門職修士
（ISCED7）

1～2
（大学で設定） 21～ 経営学（MBA）やエンジニア（MEng）など、職業上実践的な技能を習得する。

修業年限は大学や専攻による（大学が設定）。

PGCE（学卒者
教育資格）
（ISCED7）

1 21～ 学士号保持者を対象に、PGCEという名称の教員資格を取得する課程。同時に正
規教員資格（QTS）も取得できるコースが多い。

博士課程 
(ISCED8)

3～4
（大学で設定） 21～

PhDあるいはDphilと呼ばれるアカデミックな博士課程。第一学位取得後、3～4年
在籍し、博士論文の審査に合格する必要がある。研究主体の修士課程に登録し、
博士候補として博士課程へ転入するルートも一般的。修士号が不要な大学もあり、
年齢制限の上限もない。平均的に24～25歳の入学者が多い。修業年限は大学や
専攻による（大学が設定）。

専門職博士 
(ISCED8)

4～5
（大学で設定） 21～ 教育博士（EdD）、医学博士（MD）、経営学博士（DBA）など。修業年限は

大学や専攻による（大学が設定）。
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主要国の高等教育機関の修業年限③（フランス）

出典：文部科学省調べ。

学校種名 課程 修業
年限

通  常  の
在学年齢 備考

大学

学士課程
（ISCED6） 3 18～20

職業リサンス課程
（ISCED6） 1 20～ 高等教育2年修了者を対象とする1年の課程。修了者に学士の学位が付与される。

修士課程
（ISCED7） 2 21～

博士課程
（ISCED8） 3 23～

技術短期大学部
大学技術教育学
士取得課程
（ISCED6）

3 18～20

グランゼコール
機関独自のディプロ
ムの取得課程
（ISCED6～7）

3 20～22 主にグランゼコール準備級を経て入学する課程である。

5 18～22 主にグランゼコール準備級を経ずに入学する課程である。

リセ付設グランゼコー
ル準備級

グランゼコール準備
課程（ISCED6） 2 18～19 グランゼコール入学試験に向けた準備課程（ディプロム取得課程ではない）。

リセ付設中級技術者
養成課程

中級技術者養成
課程（ISCED5） 2 18～19

国立高等教職教育
学院

修士課程
（ISCED7） 2 21～22
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主要国の高等教育機関の修業年限④（ドイツ）

出典：文部科学省調べ。

学校種名 課程 修業
年限

通  常  の
在学年齢 備考

専門大学

学士課程（ISCED6） 3～4
（大学で設定） 18/19～

標準学修期間については、各州の高等教育法に学士を3～4年とすることが定められ
ており、これに基づき、各大学が課程年限を設定しているが、3年であることが一般的。
多くの専門大学では、企業で職業訓練生として職業訓練に従事しながら大学で関連
する座学を学修する二元式学修課程が設置されている。同課程の場合、通常3.5年
（210単位）で学士の取得に至る。

専門大学ディプローム取
得課程（ISCED6） ～4 18/19～ 伝統的な学修課程で、標準学修期間は4年以下とされているため、学士相当と位置

づけられている。

修士課程（ISCED7） 1～2
（大学で設定） 21～ 標準学修期間については、各州の高等教育法に修士を1～2年とすることが定められ

ており、これに基づき、各大学が課程年限を設定しているが、2年であることが一般的。

総合大学（工
科大学、教育
大学、神学大
学、芸術・音楽
大学を含む）

学士課程（ISCED6） 3～4
（大学で設定） 18/19～

標準学修期間については、各州の高等教育法に学士を3～4年とすることが定められ
ており、これに基づき、各大学が課程年限を設定しているが、3年であることが一般的。
音楽大学が提供する音楽学士の取得課程の標準学修期間は、通常4年である。

修士課程（ISCED7） 1～2
（大学で設定） 21～ 標準学修期間については、各州の高等教育法に修士を1～2年とすることが定められ

ており、これに基づき、各大学が課程年限を設定しているが、2年であることが一般的。

ディプローム/マギスター取
得課程（ISCED7） 4.5 18/19～ 伝統的な学修課程で、標準学修期間は4.5年とされているため、修士相当と位置づ

けられている。

国家試験（医学、歯学、
薬学、獣医学、食品化
学、法学）（ISCED7）

4～6.5 18/19～
特定の専門職養成に関わる学修課程は学位ではなく、国家試験をもって修了する。
標準学修期間は、職種により4～6.5年となっており、国家試験の合格は修士相当と
位置づけられている（医学：6.5年、歯学：5～5.5年、薬学：4～5年、獣医
学：5.5年、食品化学：4.5年、法学：5年、教師養成：4.5年）。

博士課程（ISCED8） (3) 23～ 博士の取得を目的とした課程は限定的に存在するのみ。博士の学位は、1人の教授
の下で研究を続け、博士論文を執筆するスタイルで取得するのが一般的である。

※在学開始年齢は、中等教育段階の年限が州や中等教育段階の学校種により8年又は9年であるため、18歳又は19歳となっている。
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主要国の高等教育機関の修業年限⑤（中国）

注：「中華人民共和国高等教育法」（1998年制定、2018年改正）の第17条に「専科教育の基本的な修業年限は 2～3 年，本科教育の基本的な修業年限は 4～5 年，大学院修士教育の基本
的な修業年限は 2～3 年，大学院博士教育の基本的な修業年限は 3～4 年とする。非全日制の卒業資格につながる高等教育の修業年限は，これより適宜延長しなければならない。高等教

育機関は，実際の必要に基づき，当該機関の修業年限を調整することができる。」と規程がある。なお、学部レベルの教育を提供する本科課程については教育部が「普通高等教育機関本科
専門分野目録」を公表しており、その中で修業年限を示している。
出典：文部科学省調べ。

学校種名 課程 修業
年限

通  常  の
在学年齢 備考

大学

本科課程
（ISCED6） 4～5 19～22 学士は 4~5年の本科卒業者で、学業成績が一定の基準に達している者に授与される。

学士の学位は、哲学、経済学、法学、教育学、文学、歴史学、理学、工学、農学、医
学、管理学、芸術学の12の専攻分野及び建築学の職業専門学位に対して授与される。
学士は通常4年の課程。5年の課程は医学、農学の獣医学、芸術学の一部課程などで
実施。

専科課程
（ISCED5）

2～3
（大学で設定） 19～21

修士課程
（ISCED7）

2～3
（大学で設定） 22～ 修士及び博士の学位は、修士は 2~3年の修士課程を、博士は 3~4年の博士課程を

修了し、修了試験及び論文審査に合格した者に、それぞれ授与される。修士及び博士
の学位は、哲学、経済学、法学、教育学、文学、歴史学、理学、工学、農学、医学、
管理学、軍事学、芸術学の専攻分野に対して、またそれらに加えて修士では40種の職
業専門学位が、 博士では6種の職業専門学位が授与される。

博士課程
（ISCED8）

3～4
（大学で設定） 24～

専科学校 専科課程
（ISCED5）

2～3
（大学で設定） 19～21 短期高等教育である専科課程 (2~3年）で、主に、教員養成や看護師の育成などの

専門人材の育成を担っている。卒業者には短期高等教育の卒業証書が授与される。

職業技術学院 専科課程
（ISCED5）

2～3
（大学で設定） 19～21 短期高等教育である専科課程 (2~3年）で、工業、食品、芸術等の様々な分野の実

践的人材を育成している。卒業者には、卒業証書が授与される。

大学院レベルの
教育を提供する
科学研究機関

修士課程
（ISCED7）

2～3
（大学で設定） 22～ 修士及び博士の学位は、修士は 2~3年の修士課程を、博士は 3~4年の博士課程を

修了し、修了試験及び論文審査に合格した者に、それぞれ授与される。修士及び博士
の学位は、哲学、経済学、法学、教育学、文学、歴史学、理学、工学、農学、医学、
管理学、軍事学、芸術学の専攻分野に対して、またそれらに加えて修士では40種の職
業専門学位が、博士では6種の職業専門学位が授与される。

博士課程
（ISCED8）

3～4
（大学で設定） 24～
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主要国の高等教育機関の修業年限⑥（韓国）

出典：文部科学省調べ。

学校種名 課程 修業
年限

通  常  の
在学年齢 備考

大学

学士課程
（ISCED6） 4 18～21 修業年限は4 年（医歯薬系は6 年）で、学則で定める所定の課程（140 単位

前後）を修めると「学士」（Bachelor Degree）が授与される。

修士課程
（ISCED7） 2～ 22～

修士課程及び博士課程の修業年限はそれぞれ2年以上、修士・博士の統合課程は4
年以上とする。但し学則の定める所定の単位以上を取得した場合は、修士で1年、博
士で6か月、修士・博士統合課程で1年6か月、修業年限を短縮できる。博士課程

（ISCED8）

教育大学 学士課程
（ISCED6） 4 18～21 初等教員養成を目的とする4年制高等教育機関で、学則で定める所定の課程（140 

単位前後）を修めると「学士」（Bachelor Degree）が授与される。

産業大学 学士課程
（ISCED6） - 18～21 産業大学の修業年限は制限されていない。

専門大学

専門学士課程
（ISCED5） 2～3 18～20

専門職業人の養成を目的とする短期高等教育機関で、修業年限は2年以上3年以
下とされる。所定の単位を修得したものには「専門学士」（Associate Degree）が授
与される。医療・理工系課程は3年制。

専攻深化課程
（ISCED6） 1～2 20～21

専門大学を卒業した者の継続教育を目的とした1～2年の専攻深化課程（非学位課
程も含む）を置くことができ、教育省長官から認可を受けた専攻深化課程において所定
の単位を修得した者には「学士」を授与することができる。医療・理工系課程は1年制。

技術大学
学士課程
（ISCED6） 2 18～21 学士課程の入学資格は専門大学を卒業したものかこれと同等の学力があるとされたもの

で、企業に1年半以上在職した経験があることが条件である。専門学士課程
（ISCED5）

遠隔大学（放送大
学・サイバー大学）

学士課程
（ISCED6） 4

18～ 放送通信大学（Air & Corr. University）とサイバー大学（Cyber University）
を含む遠隔大学は、2年制の専門学士課程と4年制の学士課程が置かれる。専門学士課程

（ISCED5） 2
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単位制度と卒業・修了要件



単位制度と卒業・修了要件に関する条文①

〇 大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）

第２１条 各授業科目の単位数は、大学において定めるものとする。

２ 前項の単位数を定めるに当たつては、一単位の授業科目を四十五時間の学修を必要
とする内容をもつて構成することを標準とし、第二十五条第一項に規定する授業の方法
に応じ、当該授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、おおむね十
五時間から四十五時間までの範囲で大学が定める時間の授業をもつて一単位として単
位数を計算するものとする。ただし、芸術等の分野における個人指導による実技の授業
については、大学が定める時間の授業をもつて一単位とすることができる。

３ 前項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究、卒業制作等の授業科目については、
これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これ
らに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。

第３２条 卒業の要件は、百二十四単位以上を修得することのほか、大学が定めることと
する。

２～６ （略）

2-1



単位制度と卒業・修了要件に関する条文②

〇 大学院設置基準（昭和４９年文部省令第２８号）

第１２条 大学院の教育は、授業科目の授業及び研究指導によつて行うものとする。

２ （略）

第１６条 修士課程の修了の要件は、大学院に二年（二年以外の標準修業年限を定める
研究科、専攻又は学生の履修上の区分にあつては、当該標準修業年限）以上在学し、
三十単位以上を修得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該修士課程の目的に応
じ、当該大学院の行う修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試
験に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた業績を上げた者について
は、大学院に一年以上在学すれば足りるものとする。

２ （略）

第１７条 博士課程の修了の要件は、大学院に五年（略）以上在学し、三十単位以上を修
得し、かつ、必要な研究指導を受けた上、当該大学院の行う博士論文の審査及び試験
に合格することとする。ただし、在学期間に関しては、優れた研究業績を上げた者につい
ては、大学院に三年（修士課程に二年以上在学し、当該課程を修了した者にあつては、
当該課程における二年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。

２～４ （略）
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早期卒業



○いわゆる「早期卒業」とは、学部教育の全課程を修了することの意義を踏まえつつ、能力・適性に応じた
教育を行う必要性を踏まえ、一律に在学期間を４年とするのではなく、大学の責任ある授業運営と厳
格な成績評価を前提として例外的に４年未満の在学で卒業を認める制度。
平成11年の学校教育法及び同法施行規則改正により、平成12年４月に大学の第１年次に入学す
る学生から適用。

○早期卒業者は我が国及び諸外国の大学院へ進学、あるいは就職して社会の各方面で活躍することが
期待される。

（対象者に関する要件）
    ・大学に３年以上在学したこと（学校教育法第89条）
    ・卒業要件として大学の定める単位を優秀な成績で修得すること（学校教育法第89条）
    ・早期卒業を希望すること（学校教育法施行規則第147条第4号）

（受け入れ大学に関する要件）
    ・大学が、学修の成果に係る評価の基準その他の早期卒業の認定の基準を定め、それを公表している
こと（学校教育法施行規則第147条第1号）

    ・大学が、履修科目として登録することができる単位数の上限を定め、適切に運用していること
（学校教育法施行規則第147条第2号）

（留意点）
    ・早期卒業は学生の能力・適性に応じた教育を行いその成果を適切に評価していく観点から設けられ

た例外的な措置であること
・十分な教育的配慮、責任ある授業運営や適切な成績評価の実施、早期卒業の運用状況の公表
などに配慮し、安易な運用により大学教育の質の低下を招かないよう適切な運用の確保に努める必
要があること

大学の「早期卒業」について
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大学の「早期卒業」の実態

（出典）文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」

【早期卒業制度を導入している大学】 【実際に早期卒業させた大学】

【早期卒業した学生数】

（※）大学院のみを設置する大学は母数に
 含めない。

（※）平成29年度、令和元年度、令和３年度は
 調査項目の隔年化のため調査していない。

（※）選択肢「導入している」と回答した学部が１つ以上ある大学を集計。
（※）大学院のみを設置する大学は母数に含めない。
（※）平成29年度、令和元年度、令和３年度は調査項目の隔年化のため調査していない。

（※）選択肢「導入している」と回答した学部が１つ以上ある大学を集計。
（※）大学院のみを設置する大学は母数に含めない。
（※）平成29年度、令和元年度、令和３年度は調査項目の隔年化のため調査していない。

3-2



優等学位



諸外国における優等学位の例

〇 オーストラリア
優等学士（Bachelor Honours Degree）
研究の基礎や方法の提供に加えて、１つ以上の専門分野におけるより発展的で一貫

した知識や技能が提供され、相当数の論文やプロジェクトが求められる。

通常、学士取得後＋１年間の学習が必要だが、４年間の学士プログラムに組み込ま
れている場合もある。優等学位取得者が、博士プログラムに直接進める場合もある。

〇 イギリス
優等学士（Honours Bachelor Degree）
３年間の課程で３６０単位の修得。優等学士学位の成績分類（※）においてUpper 

secondを得た修了者には一般的な修士課程入学資格が与えられる。なお、１単位は１０

時間の学修をもって構成され、授業時間に限らず、自習・課題作成等の授業外学修時
間も含まれる。

（※）優等学士学位授与時の分類と在学中の成績の対応
First：100-70%、Upper second：69-60%、Lower second：59-50%、Third：49-40%

出典：各国の高等教育・質保証システムの概要（大学改革支援・学位授与機構HP）より
https://www.niad.ac.jp/consolidation/international/publish/package.html

4-1

https://www.niad.ac.jp/consolidation/international/publish/package.html


通信教育



 通信課程の学生数は、学部190,904人、大学院3,511人（修士2,739、博士269人、専門職503人）、短大17,110人。
 通信制大学（学部）は、幅広い年齢層と約半数の有職者の学生で構成されている。

※通信教育を行う大学数については令和６年度全国大学一覧、短期大学一覧より作成（新規募集停止となっている大学を含む）。その他については、令和7年度学校基本統計により作成（正規課程の学生のみ）。

■通信教育を行う大学数・通信課程の学生数

人文科学, 

21,312 

社会科学, 

44,597 

理学, 870 

工学, 1,507 

保健, 5,351 

家政, 1,310 教育, 11,494 

芸術, 

23,348 

その他, 81,115 

■通信教育学部学生数（関係学科別）

学 部 大 学 院 短期大学修士 博士 専門職

通信教育を行う大学数（延べ数。R６） 46 23 11 2 11

通信課程の学生数（R7,人）※正規課程 190,904 2,739 269 503 17,110

うち放送大学学園 60,998 647 93 - -

通信課程の卒業者数（R7年度間、人） 24,149 1,006 42 113 5,653

■通信制大学における学生の特色

【通学制大学】 【通信制大学（学部）】
ー10代入学者割合－ ー年齢別学生割合－ ー学生の有職者割合－

48.1%

18歳～22歳

21%

23歳～24歳

6%

25歳～29歳

11%
30歳～39歳

14%

40歳～49歳

16%

50歳～59歳

17%

60歳以上

15%

大学通信教育の現状

95.5%
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通学制と通信制の授業方法等の比較（設置基準）

通学制の大学 通信制の大学

124単位のうち、60単位まで②遠隔授業による修得可
（大学設置基準第32条第５項）

卒業要件となる
単位数

124単位のうち、少なくとも30単位の修得は①面接授業又は②遠隔授
業によらなければならない。ただし、当該30単位のうち10単位までは③放
送授業による修得可（大学通信教育設置基準第６条第２項）

授業の方法
○ 講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併
用により行う（大学設置基準第25条第１項） ①面接授業 ○ 同左（大学通信教育設置基準第３条第１項により準用）

○ 文部科学大臣が別に定めるところ【※】により、多様なメディアを高度に
利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる
（大学設置基準第25条第２項）

②遠隔授業
（メディアを利用し
て行う授業）

○ 同左（大学通信教育設置基準第３条第１項により準用）

③放送授業
○ 主として放送その他これに準ずるものの視聴により学修させる授業（大
学通信教育設置基準第３条第１項）

○ 添削等による指導を併せて行うものとする（同条第２項）

④印刷教材等
による授業

○ 印刷教材その他これに準ずる教材を送付若しくは指定し、若しくはその
内容をインターネット等を通じて提供し、主としてこれにより学修させる授
業（大学通信教育設置基準第３条第１項）

○ 添削等による指導を併せて行うものとする（同条第２項）

面接・遠隔授業
：30単位以上

放送授業、
印刷教材等による授業

卒業に必要な単位数＝124単位

うち10単位＝放送授業で代替可

面接授業

卒業に必要な単位数＝124単位

遠隔授業可
：60単位まで

【※】平成13年文部科学省告示第51号（次ページ参照）
⇒同時性又は即応性を持つ双方向性を有し、面接授業に
相当する教育効果を有すると認められることが必要。
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（参考）参照条文①

大学設置基準（昭和31年文部省令第28号）抄

大学通信教育設置基準（昭和56年文部省令第33号）抄

第二十五条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行うものとする。
２ 大学は、文部科学大臣が別に定めるところ【※】により、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

【※】平成13年文部科学省告示第51号 大学設置基準第二十五条第二項の規定に基づき、大学が履修させることができる授業について定める件
  通信衛星、光ファイバ等を用いることにより、多様なメディアを高度に利用して、文字、音声、静止画、動画等の多様な情報を一体的に扱うもので、次に掲げるいずれかの要件を満たし、
大学において大学設置基準第二十五条第一項に規定する面接授業に相当する教育効果を有すると認められたものであること。
１．同時かつ双方向に行われるものであって、かつ、授業を行う教室等以外の教室、研究室又はこれらに準ずる場所（大学設置基準第三十一条第一項の規定により単位を
授与する場合においては、企業の会議室等の職場または住居に近い場所を含む。以下次号において「教室等以外の場所」という。）において履修させるもの

２．毎回の授業の実施に当たって、指導補助者が教室等以外の場所において学生等に対面することにより、又は当該授業を行う教員もしくは 指導補助者が当該授業の終了
後速やかにインターネットその他の適切な方法を利用することにより、設問解答、添削指導、質疑応答等による十分な指導を併せ行うものであって、かつ、当該授業に関する
学生等の意見の交換の機会が確保されているもの

第三十二条 卒業の要件は、百二十四単位以上を修得することとのほか、大学が定めることとする。
５ 前四項又は第四十二条の十二の規定により卒業の要件として修得すべき単位数のうち、第二十五条第二項の授業の方法により修得する単位数は六十単位を超えないものとす

る。

第三条 授業は、印刷教材その他これに準ずる教材を送付若しくは指定し、若しくはその内容をインターネットその他の高度情報通信ネットワーク（以下この項及び第九条第二項において
「インターネット等」という。）を通じて提供し、主としてこれにより学修させる授業（次項において「印刷教材等による授業」という。）、主として放送その他これに準ずるもの（インターネッ
ト等を通じて提供する映像、音声等を含む。）の視聴により学修させる授業（次項及び第六条第二項において「放送授業」という。）、大学設置基準（昭和三十一年文部科学
省令第二十八号）第二十五条第一項の方法による授業（第六条第二項及び第九条第三項において「面接授業」という。）若しくは同条第二項の方法による授業（第六条第
二項において「メディアを利用して行う授業」という。）のいずれかにより又はこれらの併用により行うものとする。

２ 印刷教材等による授業及び放送授業の実施に当たつては、添削等による指導を併せ行うものとする。

第六条 卒業の要件は、大学設置基準第三十二条第一項の定めるところによる。
２ 前項の規定により卒業の要件として修得すべき単位数百二十四単位のうち三十単位以上は、面接授業又はメディアを利用して行う授業により修得するものとする。ただし、当該三十

単位のうち十単位までは、放送授業により修得した単位で代えることができる。

第九条
２ 前項の校舎等の施設の面積は、別表第二のとおりとする。ただし、通信教育学部のみを置く大学であつて、インターネット等を利用して教室以外の場所のみにおいて授業を履修

させるものについては、インターネット等を利用して行う授業の特性を踏まえた授業の設計その他の措置を当該大学が講じており、かつ、教育研究に支障がないと認められる場合
は、この限りでない。
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〇大学通信教育設置基準 別表第一

学部の種類 文学関係
教育学・
保育学関
係

法学関係
経済学関
係

社会学・
社会福祉
学関係

理学関係工学関係家政関係美術関係音楽関係

収容定員
８,０００人の
場合の基幹
教員数

17 17 21 21 21 21 21 17 17 17

収容定員
１２,０００人
の場合の基
幹教員数

21 21 23 23 23 23 23 21 21 21

収容定員
１６,０００人
の場合の基
幹教員数

25 25 27 27 27 27 27 25 25 25

備考 一・二 （略）
三 収容定員が8,000人未満の場合には、収容
定員8,000人として取り扱うものとする。
四 収容定員がこの表に定める数を超える場
合は、その超える収容定員に応じて、4,000人
につき基幹教員3人の割合により算出される数
の基幹教員を増加するものとする。
五 この表に定める基幹教員数は、この表に定
める基幹教員数は、一の学部を置く大学が当
該学部を一学科で組織する場合の基幹教員数
とし、二以上の学科で組織する場合又は二以
上の学部を置く場合にあつては、共通する授
業科目を勘案して、それぞれ相当数の基幹教
員を増加し、又は減ずるものとする。
六 この表に掲げる学部以外の学部における
基幹教員数については、当該学部に類似する
この表に掲げる学部の例によるものとする。た
だし、この表によることが適当でない場合につ
いては、別に定める。

〇大学設置基準 別表第一イ（１） その他専門職学科に係るもの等は略

学部の種類 文学関係
教育学関
係・保育
学関係

法学関係
経済学関
係

社会学・
社会福祉
学関係

理学関係工学関係農学関係
獣医学関
係

薬学関係
（臨床に
係る実践
的な能力
を培うこと
を目的と
するもの）

薬学関係
（臨床に
係る実践
的な能力
を培うこと
を目的と
するもの
を除く。）

家政関係美術関係音楽関係体育関係

保健衛生
学関係
（看護学
関係）

保健衛生
学関係
（看護学
関係を除
く。）

一学科で
組織する
場合の基
幹教員数

収容定
員

320-600 320-6000 400-800 400-800 400-800 200-400 200-400 200-400 300-600 300-600 200-400 200-400 200-400 200-400 200-400 200-400 200-400

基幹教
員数

10 10 14 14 14 14 14 14 28 28 14 10 10 10 12 12 14

二以上の
学科（専
門職学科
を含む。）
で組織す
る場合の
一学科の
収容定員
並びに基
幹教員数

収容定
員

200-400 200-400 400-600 400-600 400-600 160-320 160-320 160-320 240-480 240-360 160-240 160-240 160-240 160-240 160-320 - 160-320

基幹教
員数

6 6 10 10 10 8 8 8 16 16 8 6 6 6 8 - 8

（参考）参照条文②
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基幹教員の考え方



基幹教員の考え方

 基幹教員制度は、大学教育の基本的な単位である学位プログラムの編成、実
施や改善を担う教員の責任性の明確化を図るもの。

管理運営
（教授会・教務委員会等）

学部等の基本組織
※学部等連係課程実施基本組織を含む

 基幹教員

人材養成目的

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）

カリキュラム・ポリシー（ＣＰ）

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

授
業
科
目

教育課程編成

【主要授業科目】
各大学・学部等のDPで定めた学位を取得
させるに当たり、当該学位のレベルと分野
に応じて達成すべき能力を育成するために
必要な科目群

基幹教員
以外の教員

授
業
科
目

授
業
科
目

学
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
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基幹教員の定義及び必要最低教員数の算出方法について
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定員管理



 大学設置基準において、収容定員は、学科・課程を単位として、学部ごとに定めることとされている。
 収容定員の規模に応じて、教員数や校地・校舎の規模等の必要となる教育環境の水準が定められている。
 一定の定員の超過や未充足に対しては、学部・学科等の設置不認可や基盤的経費の減額等がある。

 大学院部分や通信制課程については、「適正な定員管理」自体は大学院設置基準や大学通信教育設置基準等で求められるが、
大学設置審査等に関する不認可措置は不適用（ただし、①国立大学の定員未充足の取扱い、②高等教育の修学支援新制度の
機関要件（通信制課程のみ）については適用あり）。

定員管理の取扱い

Ⅰ．定員超過の取扱い
１．大学設置審査等に関する取扱い

認可申請を行う大学の既設学部（学部の学科ごとに修業年限が異なる場合は学科）又は短期大学若しくは高等専門学校の既設学科（学科の専攻課
程ごとに修業年限が異なる場合は専攻課程）の収容定員に対する学生数の割合が一定値以上の場合は、不認可。ただし、修業年限を超えて一定期間
在籍している者は以下の条件をすべて満たす場合に限り控除して算出するなど、成績管理の厳格化・明確化と両立が図られる仕組みとなっている。
① 毎年度、授業計画書を作成・公表
② GPA（グレード・ポイント・アベレージ）の公表及び適切な運用
③ 成績不振の学生への個別指導（面談、補習等）を大学等が主体的に実施

区分 大学

短期大学
高等専門
学校

大学規模
（収容定員）

4,000人以上

4,000人未満
学部規模

(入学定員) 300人以上
100人以上
300人未満

100人未満

不認可となる割合 1.05以上 1.10以上 1.15以上 1.15以上 1.15以上 1.15以上

【根拠】大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準（平成15年文部科学省告示第45号）第１条第１項第３号、同条第２項
「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準の一部を改正する告示の公布について（通知）」（令和４年９月30日付高等教育局長通知）

２．基盤的経費等に関する取扱い

（１）国立大学

学部ごとの収容定員超過率が110％以上（小規模学部（入学定員100人以下）は120％以上）の学生数分の授業料収入相当額を、中期目標期間終了

時に国庫納付。ただし、留学生（国費留学生、外国政府派遣留学生、交流協定に基づく私費留学生、留学生のための特別コースに在籍する私費留学生
）、休学者、２年以内の留年者（ただし全科目で学修目標、授業方法・計画、成績評価基準の明示、成績評価にGPA制度を導入、成績不振の学生への個
別指導（面談、補習等）を行うことが要件。）は学生数から控除される。

【根拠】「令和5年度以降の国立大学の学部における定員超過の抑制について」（令和５年2月3日付高等教育局長通知） 7-1



（２）私立大学（高等専門学校を含む）

収容定員充足率（大学全体、学部等ごと、それぞれで算定）が一定の基準を超過した場合は、私立大学等経常費補助金が不交付となる。不交付とな
らない場合であっても、収容定員充足率（学部等ごとに算定）に応じて増減。ただし、２年以内の留年者（授業方法・計画、成績評価基準の明示、GPA制
度の導入、成績不振の学生への個別指導（面談、補習等）を大学で実施していることが要件）等は学生数から除外される。なお、大学院部分や通信制
課程については、基礎となる学部の収容定員充足率に応じて配分する。
※大学院大学・通信制大学は、当該研究科・学部の収容定員充足率に応じて配分。

※令和５年度から令和６年度にかけては経過措置を設けており、上記は令和７年度の基準。医歯学部については、別途設定。

＜学部ごとの収容定員充足率による措置＞

定員規模
(収容定員)

8,000人以上 4,000人以上
8,000人未満

4,000人未満

充
足
率

100％ ＋９％
101～102％ ＋６％
103～104％ ＋３％
105～106％ ±０％
107～109％ ▲６%
110～112％ 不交付 ▲９％
113～116％ 〃 ▲13％
117～119％ 〃 ▲17％

120％ 〃 不交付 ▲17％
121～124％ 〃 〃 ▲21％
125～128％ 〃 〃 ▲25％

129％ 〃 〃 ▲29％
130％～ 〃 〃 不交付

定員規模
(収容定員) 8,000人以上 4,000人以上

8,000人未満 4,000人未満
超過率 1.10倍以上 1.20倍以上 1.30倍以上

＜大学全体の収容定員充足率による不交付措置＞

【根拠】私立学校振興助成法（昭和50年法律第61号）第５条第２号、第６条
 私立大学等経常費補助金交付要綱等
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（３）国公私共通

大学教育再生戦略推進費事業について、全学又は学部単位の収容定員に対する学生数の割合が一定値以上の場合は、申請資格を有しない。

区分 大学

短期大学 高等専門学校
大学規模

（収容定員） 4,000人以上
4,000人未満学部規模※2

(入学定員) 300人以上 100人以上
300人未満 100人未満

令和6年度
収容定員充足率 1.05未満 1.10未満 1.15未満※ 1.15未満 1.15未満 1.15未満

※1大学規模（収容定員）が8,000人以上の場合は「1.15倍未満」を「1.10倍未満」と読み替える。
※2全学の収容定員充足率においては、「学部規模（入学定員）」は「学部規模（設置する学部の平均入学定員）」と読み替える。

【根拠】大学教育再生戦略推進費公募要領
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Ⅱ．定員未充足の取扱い

１．大学設置審査等に関する取扱い

（１）大学設置審査

認可申請を行う大学の既設学部（学部の学科ごとに修業年限が異なる場合は学科）又は短期大学若しくは高等専門学校の既設学科（学科の専攻課程ごとに修業
年限が異なる場合は専攻課程）の収容定員に対する学生数の割合が５割（※）を上回らない場合は不認可（令和７年度学部等設置から適用。）。

（※）令和11年度開設（令和９年９月申請分）審査からは７割。ただし、当該大学等に置く学部等で収容定員充足率が７割以下のものを全て廃止する計画を有しており
、かつ、当該認可の申請に係る大学等の収容定員の総数が増加しない場合を除く。

【根拠】学校法人の寄附行為及び寄附行為の変更の認可に関する審査基準（平成19年文部科学省告示第41号）第２の５（２）関係

大学の設置等の際に、学生納付金の単価や学生数が、学生確保の見通しの観点（育成しようとする人材の長期的な需要の動向、競合校の分析、既設大学等の充
足状況、学生募集に関する取組等）から合理的に算定されているかを審査し、経常経費の資金計画の財源となる学生納付金収入が確実に収納される見込みがある
と判断できない場合は不認可（令和７年度大学等設置から適用）。

【根拠】学校法人の寄附行為及び寄附行為の変更の認可に関する審査基準（平成19年文部科学省告示第41号）第１の３（５）関係

（２）寄附行為（変更）認可審査

申請する学校法人が設置する全ての既設大学等の学部単位（学部の学科ごとに修業年限が異なる場合及び短期大学・高等専門学校の場合は学科単位）の収容
定員に対する学生数の割合が５割（※）を上回らない場合は不認可（令和８年度大学等設置から適用。）。

（※）令和11年度開設（令和９年９月申請分）審査からは７割。ただし、当該大学等に置く学部等で収容定員充足率が７割以下のものを全て廃止する計画を有しており
、かつ、当該認可の申請に係る大学等の収容定員の総数が増加しない場合を除く。

【根拠】大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準（平成15年文部科学省告示第45号）第１条第１項第４号

２．基盤的経費等に関する取扱い

（１）国立大学

学部、研究科ごとに収容定員充足率が90％未満（小規模学部（収容定員400人以下）、小規模研究科（収容定員30人以下）は80％未満）の場合、未充足の学生

数分の受入に要する経費措置分を中期目標期間終了時に国庫納付する。

【根拠】「剰余金の翌事業年度への繰り越しに係る文部科学大臣の承認等について」の一部改正について（令和４年３月23日付高等教育局長通知）
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（２）私立大学（高等専門学校を含む）

a）私立大学等経常費補助金

収容定員充足率（学部等ごとに算定）の割合に応じて、私立大学等経常費補助金が減額・不交付となる。なお、大学院部分や通信制課程については、
基礎となる学部の収容定員充足率に応じて配分する。
※大学院大学・通信制大学は、当該研究科・学部の収容定員充足率に応じて配分。

【根拠】私立学校振興助成法（昭和50年法律第61号）第５条第３号、第6条
  私立大学等経常費補助金交付要綱等

充足率 99～98％ 97～95％ 94～90％ 89％ 88％ … 56％ 55～51％ 50％以下

増減率 ＋6％ ＋3％ ±0％ ▲13％ ▲14％ … ▲48％ ▲50％ 不交付

b）高等教育の修学支援新制度

機関要件の一つとして、以下のとおり経営に関する要件を設定しており（私立学校のみ）、収容定員充足率に関するものも含まれる。
○以下の２つの要件をすべて満たしていること。
① 法人の決算に関する要件

・直近３年度いずれかの収支計算書の「経常収支差額」
・直近年度の賃借対照表の「運用資産－外部負債」

② 収容定員充足率に関する要件（大学・短期大学・高等専門学校の場合）
・直近３年度いずれかの在籍学生数が収容定員の８割以上であること

○なお、機関要件を満たさなくなった場合、対象校としての確認を取り消すことになるが、地方における学校の役割の重要性を踏まえ、②の定員充足率に係る要件
 を満たさずとも、それ以外の要件を満たしており、以下のような場合には取り消しを猶予する。
（大学・短期大学・高等専門学校の場合）

・直近年度の在籍学生数が収容定員の５割以上であり、かつ直近年度の進学・就職率が９割を超える場合
（上記を満たさない場合）同一道府県内※に、同種・同学位分野の進学代替先がない場合 ※首都圏大都市部を除く。

【根拠】大学等における修学の支援に関する法律施行規則（令和元年文部科学省令第６号）第３条第２号ハ（３）国公私共通

a）大学教育再生戦略推進費

直近の修業年限期間中、連続して以下の一定の基準を満たしていない場合は、申請資格を有しない。また、全学の収容定員充足率（設置する学部の
在籍者数の和／設置する学部の収容定員の和）が、５割を上回らない場合は、申請資格を有しない。

区分 学士課程（全学部） 短期大学（全学科） 高等専門学校（全学科）
収容定員充足率 70％未満 70％未満 70％未満
【根拠】大学教育再生戦略推進費公募要領

b）大学・高専機能強化支援事業（支援１） ※国立大学及び短大・高専は対象外

大学の総収容定員充足率が計画の対象となる学部等の設置等に係る設置認可申請又は届出までに80％を満たさない場合は、申請要件を満たさない。

※医歯学部については、別途設定。
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教学マネジメント指針



「教学マネジメント指針」 の概要

取り組み 概要
Ⅰ 「三つの方針」を通じ

た学修目標の具体化
 学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証として機能するよう、ＤＰを具体的かつ明確に設定

Ⅱ 授業科目・教育課程  
の編成・実施

 明確な到達目標を有する個々の授業科目が学位プログラムを支える構造となるよう、体系的・組織的に教育課程を編成
 授業科目の過不足、各授業科目の相互関係、履修順序や履修要件について検証が必要
 密度の濃い主体的な学修を可能とする前提として、授業科目の精選・統合のみならず、同時に履修する授業科目数の絞り込みが
求められる

追
補

「入学者受け入れの 
方針」に基づく大学入 
学者選抜の実施

 入学段階で身に付けていることが求められる資質・能力等や、評価・判定の方法・基準について、「入学者受入れの方針」に具体的
に示す

 入学者選抜が求める学生を適切に見いだすものとなっていたか、点検・評価を実施し、その結果を踏まえてAP等の見直しを実施

Ⅲ 学修成果・教育成果 
の把握・可視化

 一人一人の学生が自らの学修成果を自覚し、エビデンスと共に説明できるようにするとともに、DPの見直しを含む教育改善にもつなげ
てゆくため、複数の情報を組み合わせて多元的に学修成果・教育成果を把握・可視化

 大学教育の質保証の根幹、学修成果・教育成果の把握・可視化の前提として成績評価の信頼性を確保

Ⅳ 教学マネジメントを支
える基盤

 DPに沿った学修者本位の教育を提供するために必要な望ましい教職員像を定義
 対象者の役職・経験に応じた適切かつ最適なＦＤ・ＳＤを、教育改善活動としても位置付け、組織的かつ体系的に実施
 教学マネジメントの基礎となる情報収集基盤である教学ＩＲの学内理解や、必要な制度整備・人材育成を促進

Ⅴ 情報公表  各大学が学修者本位の観点から教育を充実する上で、学修成果・教育成果を自発的・積極的に公表していくことが必要
 地域社会や産業界、大学進学者といった社会からの評価を通じた大学教育の質の向上を図る上でも情報公表は重要

２．「教学マネジメント指針」 の概要

 教学マネジメントの定義は、「大学がその教育目的を達成するために行う（大学全体レベル、学位プログラムレベル、授業科目レベルでの）管理運営」
 各大学は、自ら設定した「三つの方針」に基づく教育について、その成果を評価するための質的水準や具体的な実施方法などを定めた方針を策定・

活用し、自己点検・評価を実施した上で、教育の改善・改革につなげることが重要。教育の改善・改革のためのPDCAサイクルは、大学全体、学位プ
ログラム、個々の授業科目のそれぞれの単位で有効に機能していることが必要。

１．教学マネジメントとは

（FD・SD、教学IR）

                      ・ 大学全体で厳格な成績評価の実施
・ GPAの信頼性の確保のため算定方法や分布状況を公表
・ 大学としての考え方を内外に示す
・ 可視化に用いる情報の自主的な策定・開発
・ 教育改善を進める全学的な組織の整備

【学位プログラムレベル】
・ 複数教員分担による科目の成績評価の平準化
・ 成績評価が意図通りか点検  ・ GPAを多様な用途で活用
・ 学生の成長実感などの情報も組み合わせた包括的な資質・能力評価
・ 様々な情報の組み合わせによるDPの達成状況の評価・適切な学生へのFB

【授業科目レベル】
・ 各科目で厳格かつ公正で透明な成績評価
・ 成績評価結果等の分布を踏まえた授業改善
・ 重点科目の評価設計は学位プログラム全体で
通用する評価とする

【大学全体レベル】
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認証評価



認証評価制度の概要

文部科学大臣

適合又は不適合
＋

優れた点や改善すべき点

㈠大学の自己点検・評価の分析
㈡実地調査
㈢ステークホルダーへの意見聴取

社
会
メディア

認証評価の受審
（大学が機関を選択）

1

評価結果の 通知
2

評価結果
の 公表

2

社会的評価
3

評価結果
の 報告

2

報告又は資料の
要求（R2.4施行）

3
報告又は資料の提
出（R2.4施行）

４
法令違反等の場合は段
階的対応（勧告・変更命
令・廃止命令）（学校教育
法第15条）

5

認証評価機関
国が定める大枠（※1）に基づき自ら大学評価基準を定める

不適合の大学
（※2）

NG NG
OK

大
学

評価結果を踏まえて自ら改善を図る

• 大学は、教育研究等の状況について自己点検・評価を行い公表する義務を負う（学校教育法第109条第１項）。
• 大学は、当該大学の教育研究の総合的な状況について、大臣認証を受けた第三者機関（認証評価機関）による評価（いわゆる機関別認
証評価・７年以内毎に受審）を受ける義務を負う（学校教育法第109条第２項）。

• 専門職大学等又は専門職大学院を置く大学は、上記の評価に加え、当該専門職大学等又は専門職大学院の教育課程、教員組織その他教
育研究活動の状況について、認証評価（いわゆる分野別認証評価・５年以内毎に受審）を受ける義務を負う。

OKOKOK

再評価申請

6
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認証評価機関名 評価の対象 認証日

公益財団法人 大学基準協会

独立行政法人 大学改革支援・学位授与機構

公益財団法人 日本高等教育評価機構

一般財団法人 大学教育質保証・評価センター

一般財団法人 大学・短期大学基準協会

大学 平成１６年８月３１日

平成１７年１月１４日

平成１７年７月１２日

令和元年８月２１日

令和２年３月３０日

一般財団法人 大学・短期大学基準協会

公益財団法人 大学基準協会

公益財団法人 日本高等教育評価機構

短期大学 平成１７年１月１４日

平成１９年１月２５日

平成２１年９月４日

独立行政法人 大学改革支援・学位授与機構 高等専門学校 平成１７年７月１２日

１．機関別認証評価機関

認証評価機関一覧（令和８年４月現在）
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認証評価機関名 評価の対象分野 認証日

公益財団法人 日弁連法務研究財団
独立行政法人 大学改革支援・学位授与機構
公益財団法人 大学基準協会

法科大学院 平成１６年８月３１日
平成１７年１月１４日
平成１９年２月１６日

一般社団法人 ABEST21 International 経営（経営管理，技術経営，ファイナンス，経営情報） 平成１９年１０月１２日

公益財団法人 大学基準協会 経営（経営学，経営管理，国際経営，会計，ファイナンス，技術経営） 平成２０年４月８日

特定非営利活動法人 国際会計教育協会 会計 平成１９年１０月１２日

一般財団法人 日本助産評価機構 助産 平成２０年４月８日

公益財団法人 日本臨床心理士資格認定協会 臨床心理 平成２１年９月４日

公益財団法人 大学基準協会 公共政策 平成２２年３月３１日

公益財団法人 日本高等教育評価機構 ファッション・ビジネス 平成２２年３月３１日

一般財団法人 教員養成評価機構 教職大学院，学校教育 平成２２年３月３１日

一般社団法人 日本技術者教育認定機構 情報，創造技術，組込み技術，原子力 平成２２年３月３１日

公益財団法人 大学基準協会 公衆衛生 平成２３年７月４日

一般社団法人 ABEST21 International
公益財団法人 大学基準協会

知的財産 平成２３年１０月３１日
平成２４年３月２９日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 ビューティビジネス 平成２４年７月３１日

公益社団法人 日本造園学会 環境・造園 平成２４年７月３１日

公益財団法人 大学基準協会 グローバル・コミュニケーション 平成２８年３月２９日

一般社団法人 日本ソーシャルワーク教育学校連盟 社会福祉 平成２９年２月２日

公益財団法人 大学基準協会 デジタル・コンテンツ系 平成２９年８月２４日

公益財団法人 大学基準協会 グローバル法務 令和元年１１月１５日

公益財団法人 大学基準協会 広報・情報 令和２年３月３０日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 教育実践 令和３年５月１０日

２．分野別認証評価機関（計 １４機関（実数））

（１）専門職大学院（計 １３機関（実数））
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（２）専門職大学・専門職短期大学（計 ２機関（実数））

認証評価機関名 評価の対象分野 認証日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 リハビリテーション（専門職大学） 令和５年１１月６日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 ファッションビジネス（専門職大学） 令和５年１１月６日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 動物ケア（専門職短期大学） 令和５年１１月６日

特定非営利活動法人職業教育評価機構 経営情報ビジネス（専門職大学） 令和６年３月２９日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 経営ビジネス（専門職大学） 令和７年１月３１日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 情報工学（専門職大学） 令和７年１月３１日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 農林環境（専門職大学） 令和７年１月３１日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 アニメ・マンガ（専門職大学） 令和７年１月３１日

一般社団法人 専門職高等教育質保証機構 農林環境（専門職短期大学） 令和７年１月３１日
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認証評価の実施状況

実施年度 Ｈ16Ｈ17Ｈ18Ｈ19Ｈ20Ｈ21Ｈ22Ｈ23Ｈ24Ｈ25Ｈ26Ｈ27Ｈ28Ｈ29Ｈ30 Ｒ1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 合計
実施校数（※１） 34 83 136 205 177 232 270 57 97 150 220 210 228 204 56 106 152 227 213 200 189 743,520

評価結果
適 合 32 83 135 200 167 224 242 54 93 145 217 200 219 194 53 105 150 224 212 196 184 713,400
保 留 2 0 1 5 10 8 25 3 2 2 1 9 6 5 3 0 0 0 0 0 0 0 82
不適合 0 0 0 0 0 0 3 0 1 3 2 1 3 5 0 1 2 3 1 4 5 3 37

再（追）評価
（※２）

適 合 0 0 0 1 0 1 8 11 6 10 4 4 4 5 6 4 ９ 1 1 0 0 3 78
不適合 0 0 0 1 1 0 0 0 2 4 0 0 0 0 1 3 １ 1 0 0 0 0 14

実施年度 Ｈ16Ｈ17Ｈ18Ｈ19Ｈ20Ｈ21Ｈ22Ｈ23Ｈ24Ｈ25Ｈ26Ｈ27Ｈ28Ｈ29Ｈ30 Ｒ1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 合計
実施校数 0 0 2 22 44 7 0 3 20 37 7 1 2 13 23 1 1 2 11 20 1 2 219

評価結果
適 合 0 0 2 17 27 5 0 3 19 30 4 1 2 10 20 1 1 2 10 20 1 2 177
保 留 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
不適合 0 0 0 5 17 2 0 0 1 7 3 0 0 3 3 0 0 0 1 0 0 0 42

再（追）評価
（※３）

適 合 0 0 0 0 3 6 8 2 0 0 3 4 0 0 0 1 1 0 0 1 0 0 29
不適合 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 4

実施年度 Ｈ16Ｈ17Ｈ18Ｈ19Ｈ20Ｈ21Ｈ22Ｈ23Ｈ24Ｈ25Ｈ26Ｈ27Ｈ28Ｈ29Ｈ30 Ｒ1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 合計
実施専攻数 0 0 0 0 20 14 21 15 13 33 18 27 11 17 37 26 26 22 18 38 32 31 419

評価結果
適 合 0 0 0 0 19 13 20 15 11 33 16 25 11 17 36 25 26 22 18 38 32 31 408
保 留 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
不適合 0 0 0 0 1 1 1 0 1 0 2 2 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 10

再（追）評価
（※４）

適 合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2
不適合 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

機関別認証評価実施数（大学・短期大学・高等専門学校）

法科大学院認証評価実施数

分野別認証評価実施数（法科大学院を除く。）

（※１）H24年度において、認証評価結果の取消があることから、実施校数と評価結果の合計数が異なる。
（※２）再（追）評価については、過年度に保留又は不適合の評価結果を受けた大学その他改善が必要とされる事項を指摘された大学のうち、再度の評価を希望する大学が受審している。

第３サイクル第２サイクル第１サイクル

（※３）再（追）評価については、過年度に保留又は不適合の評価結果を受けた大学その他改善が必要とされる事項を指摘された大学のうち、再度の評価を希望する大学が受審している。

（※４）再（追）評価については、過年度に保留又は不適合の評価結果を受けた大学その他改善が必要とされる事項を指摘された大学のうち、再度の評価を希望する大学が受審している。

※５年以内ごとに認証評価を受けることが義務付けられている。

第１サイクル 第４サイクル第３サイクル第２サイクル

R8.4.1版

第４
サイクル
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認証評価結果の活用例

【認証評価結果を踏まえた対応の現状】

● 大学教育再生戦略推進費における「申請資格」
⇒ 平成27年度から、「不適合」の判定を受けていないことを各事業共通の申請資格としている。

参考：「認証評価制度の充実に向けて（審議まとめ）」（平成28年３月18日）より抜粋

大学の優れた取組を重点的に支援する補助金（「大学教育再生戦略推進費」等）について、優れた取組を行う大学の基礎的要件として必要な大学
の教育研究活動の質が担保されているべきであることから、認証評価において「不適合」の判定を受けていないことを事業の申請要件とするなどの
活用について、今後検討していくことが期待される。

● 国立大学法人の中期目標期間における業務の実績に関する評価
⇒ 国立大学法人評価委員会が、国立大学法人に係る教育研究評価を（独）大学改革支援・学位授与機構に要請するに当たっては、認証

評価の結果を踏まえて当該評価を行うよう要請するものとされている。【国立大学法人法第31条の３第２項】

● 公立大学法人に関する地方独立行政法人評価
⇒ 中期目標期間終了時評価等において、認証評価機関の教育及び研究の状況についての評価を踏まえることとされている。【地方独立

行政法人法第79 条】

● 学校法人の事業計画並びに事業に関する中期的な計画の作成
⇒ 文部科学大臣が所轄庁である学校法人は、事業計画及び中期的な計画を作成するに当たっては、認証評価の結果を踏まえて作成しな

ければならないとされている。【私立学校法第148条第4項】

（参考）

認証評価は大学の教育研究水準の向上に資するよう、複数の認証評価機関が自ら定める大学評価基準に従ってそれぞれ実施するものであるため、基盤的
経費への配分に関しては直ちにその結果を活用する仕組みとすることは難しい。

参考：平成31年4月3日 衆・文部科学委員会議事録より（政府参考人答弁抜粋）

認証評価につきましては、その結果について行政処分又は直接的な資源配分に結びつける仕組みとはなっていない。それは、認証評価というのは、文部科学省
令に規定している大枠を踏まえた上で各認証評価機関が独自に定める評価基準で行っておりますので、その認証評価の結果を国立大学運営費交付金や私学助
成の配分に直接活用することは困難であるということでございます。
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情報公表



大学の情報公表に関する制度の経緯①

平成１１年 大学設置基準の改正
・大学における教育研究活動等の状況について積極的に提供する義務を規定
（第２条）

平成１６年 国立大学法人法
・中期目標・中期計画の作成・法人評価の実施を制度化
・財務情報等の公開義務を規定（独立行政法人通則法第３８条を準用）

平成１６年 地方独立行政法人法
・中期目標・中期計画の作成・法人評価の実施を制度化
・公立大学法人を含む地方独立行政法人の財務情報等の公開義務を規定（第３４条）

平成１６年 学校教育法の改正
・自己点検・評価の公表を義務化（第１０９条）
・認証評価制度の施行

平成１７年 私立学校法の改正
・財務情報等の公開義務を規定（第４７条）

平成１９年 大学院設置基準の改正（平成２０年に大学設置基準でも同様の内容を規定）
・人材養成目的の公表、シラバス・成績評価基準の明示を規定

（第２条の２、第２５条の２）

平成１９年 学校教育法の改正
・教育研究活動の状況の公表に関する義務について法律レベルで規定（第１１３条） 10-1



大学の情報公表に関する制度の経緯②

平成２３年 学校教育法施行規則等の改正
・各大学が公表すべき教育情報を具体的に明確化（第１７２条の２）
・認証評価の細目省令に情報公表への取組状況について認証評価の対象に位置づけ

平成２８年 学校教育法施行規則等の改正
・３つのポリシーの公表の義務化（第１７２条の２第１項）

平成２９年 学校教育法施行規則等の改正
・専門職大学等及び専門職大学院を置く大学における専門性が求められる職業に就いている者、
当該職業に関連する事業を行う者その他の関係者との協力の状況の公表の義務化（第１７２条
の２第２項）

令和元年 学校教育法施行規則等の改正
・学位論文に係る評価に当たっての基準の公表の義務化（第１７２条の２第３項）

令和６年 学校教育法施行規則等の改正
・各大学等が公表することが必要な情報として、「入学者の選抜に関すること」及び

「外国人留学生の数」を追加（第１７２条の２第１項）
・大学院を置く大学が公表することが必要な情報として、「研究科、専攻又は学生の履修 上の

区分ごとの、当該大学院に入学した者のうち標準修業年限以内で修了した者の占める割合そ
の他学位取得の状況に関すること」を追加（第１７２条の２第３項）

※ このほか、教学マネジメント指針において、大学における学修成果や教育成果等に関する公表すべき情報の内容・
公表 すべき方法を具体的に記載することで大学の情報公表を促すと共に、令和元年に策定された大学等における修
学の支援に関する法律施行規則において、機関要件確認に関する情報を公開を求めている。 10-2



●各大学が公表すべき教育情報を具体的に規定 （平成23年、平成28年、平成29年、令和元年、令和６年）
【学校教育法施行規則】
第百七十二条の二 大学は、次に掲げる教育研究活動等の状況についての情報を公表するものとする。 
一 大学の教育研究上の目的及び第百六十五条の二第一項の規定により定める方針に関すること（※後段は３つのポリシー策定義務化に伴う追加（平成28年））
二 教育研究上の基本組織に関すること
三 教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること
四 入学者の選抜に関すること （※入学者選抜、外国人留学生数及び大学院の学位授与の状況の公表の推進に伴う追加（令和６年））
五 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数、進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況並びに外国人留学生の数に関すること。

（※入学者選抜、外国人留学生数及び大学院の学位授与の状況の公表の推進に伴う追加（令和６年））
六 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画（大学設置基準第十九条の二第一項（大学院設置基準第十五条において読み替えて準用する場合を含む。）、専門職大学設置基準第十一条

第一項、専門職大学院設置基準第六条の三第一項、短期大学設置基準第五条の二第一項及び専門職短期大学設置基準第八条第一項の規定により当該大学が自ら開設したものとみなす授業科目
（次号において「連携開設科目」という。）に係るものを含む。）に関すること。

七 学修の成果に係る評価（連携開設科目に係るものを含む。）及び卒業又は修了の認定に当たつての基準に関すること
八 校地、校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること
九 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること
十 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること

２ 専門職大学等及び専門職大学院を置く大学は、前項各号に掲げる事項のほか、学校教育法第八十三条の二第二項、第九十九条第三項及び第百八条第五項の規定による専門性が求められる職業に就
いている者、当該職業に関連する事業を行う者その他の関係者との協力の状況についての情報を公表するものとする。（※専門職大学設置基準の制定に伴う追加（平成29年））
３ 大学院（第二号については、専門職大学院を除く。）を置く大学は、第一項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項についての情報を公表するものとする。
一 研究科、専攻又は学生の履修上の区分ごとの、当該大学院に入学した者のうち標準修業年限以内で修了した者の占める割合その他学位授与の状況に関すること。（※入学者選抜、外国人留学生数及び大

学院の学位授与の状況の公表の推進に伴う追加（令和６年））
二 大学院設置基準第十四条の二第二項に規定する学位論文に係る評価に当たつての基準に関すること（※大学院における３つのポリシー策定義務化に伴う追加（令和元年））

４ 大学は、前各項に規定する事項のほか、教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報を積極的に公表するよう努めるものとする。
５ 前各項の規定による情報の公表は、適切な体制を整えた上で、刊行物への掲載、インターネットの利用その他広く周知を図ることができる方法によつて行うものとする。

●情報公表への取組状況を認証評価における評価の対象に位置付け（平成23年）
【学校教育法第１１０条第２項に規定する基準を適用するに際して必要な細目を定める省令】
第一条 学校教育法 （略）第百十条第三項に規定する細目のうち、同条第二項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 大学評価基準が、法及び学校教育法施行規則 （略）並びに大学（（略））に係るものにあっては大学設置基準 （略）に、それぞれ適合していること。 
二～六 （略）

２ 前項に定めるもののほか、法第百九条第二項の認証評価に係る認証評価機関になろうとする者の認証の基準に係る法第百十条第三項に規定する細目のうち、同条
第二項第一号に関するものは、次に掲げるものとする。 
一 大学評価基準が、次に掲げる事項について認証評価を行うものとして定められていること。

 イ～ホ （略）
  ヘ 教育研究活動等の状況に係る情報の公表に関すること。

 ト～リ （略）

【学校教育法】
第百十三条 大学は、教育研究の成果の普及及び活用の促進に資するため、その教育研究活動の状況を公表するものとする。 

●教育研究活動の状況の公表に関する義務について法律レベルで規定 (平成19年）  

●大学における教育研究活動等の状況について積極的に情報提供する義務を規定（平成11年）
【大学設置基準】（当時） 
第二条の二 大学は、当該大学における教育研究活動等の状況について、刊行物への掲載その他広く周知を図ることができる方法によって積極的に情報を提供するも
のとする。 （※平成22年に条削除、平成23年に学校教育法施行規則第172条の２を新設）

大学の教育研究活動等に関する情報公表制度等
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情報公表を促す制度・指針等について

項目

大学が公表すべき
教育情報

（学校教育法施行規則
第172条の2 ）

高等教育の修学支援新制度
機関要件

（大学等における修学の支援に
関する法律施行規則第2条）

大学ポートレート 教学マネジメント指針

基本情報
 大学の教育研究上の目的 ex)大学の教育研究上の目的、３つのポリシー
 教育研究上の基本組織 ex)学部、研究科の名称

―

教育情報

 教員 ex)教員組織、教員数、各教員の学位及び業績
 学生 ex)入学者数、収容定員、学生数、留学生数
 進学及び就職 ex)卒業者数、修了者数、進学者数、就職者数、進学及び就職等の状況、

入学者選抜
 教育課程 ex)授業科目、授業の方法及び内容、シラバス、学修の成果に係る評価
 キャンパス ex)校地、校舎等の施設及び設備、学生の教育研究環境
 費用 ex)授業料、入学料
 学生支援 ex)修学支援、就職・進路選択支援、心身の健康等に係る支援

 「卒業認定・学位授与の方
針」に定められた学修目標の
達成状況を明らかにするため
の学修成果・教育成果に関す
る情報例
ex)学生の成長実感・満足度、
修業年限期間内に卒業する学
生の割合、アセスメントテス
トの結果、語学力検定等の学
外試験のスコア

 学修成果・教育成果を保証す
る条件に関する情報例
ex)教員一人あたりの学生数、
履修単位の登録上限設定の状
況、ＧＰＡの活用状況、教学
ＩＲの整備状況

【任意項目】
 学修成果・教育成果に関す

る情報例
ex)修業年限期間内に卒業す
る学生の割合、学生の満足
度、学修に対する意欲

 学修成果・教育成果を保証
する条件に関する情報例
ex)ＧＰＡ制度の採用・活用
状況、履修単位の登録上限
設定の状況、認証評価の結
果

 特色
ex)学部・研究科等の特色、
生涯教育（私学版）、社会
貢献（私学版）

 入試
ex)入試情報、転学編入学

 取得可能な資格
 課外活動
ex)クラブ活動の状況、
ボランティア活動の状況

など

財務情報 ―
 収支計算書、貸借対照表な

どの財務諸表等
 財務諸表等（国公立版） ―

その他 ―

 自己点検・評価の結果
 設置者の役員の氏名が記載

された名簿
【任意項目】
 事業計画 など

 評価結果（認証評価及び自
己点検評価の結果）

 高等教育の修学支援新制度
―
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大学ポートレートで発信している主な大学情報

各大学の情報提供の負担軽減
【評価機関等】

国内外への情報発信
【大学進学希望者等】教育情報の活用による

大学活動状況の把握・分析
【大学】

データベースを用いた大学の教育情報の活用・公表のための共通的な仕組みを構築。
○大学の多様な教育活動の状況を、国内外の様々な者にわかりやすく発信。
→ 大学のアカウンタビリティの強化、進学希望者の適切な進路選択支援、我が国の高等教育機関の国際的信頼性の向上
○大学が自らの活動状況を把握・分析するために教育情報を活用。
→ エビデンスに基づく学内のPDCAサイクルの強化による大学教育の質的転換の加速、外部評価による質保証システムの強化
○基礎的な情報について共通的な公表の仕組みを構築し、各種調査等への対応に係る大学の負担軽減。
→ 大学運営の効率性の向上

【大学単位で公表する情報】
・大学の基本情報
・大学の教育研究上の目的等
・大学の特色等
・教育研究上の基本組織
・キャンパス
・評価結果
・学生支援（修学支援、就職・進路選択支援等）
・課外活動

【学部・研究科等の単位で公表する情報】
・教育研究上の目的と３つの方針
・学部・研究科等の特色
・教育課程（取得可能な学位、学問分野、学修の成果に係る評価等）
・資格
・入試（入学者数、入試方法等）
・教員（教員組織、教員数、教員の有する学位・業績等）
・学生（収容定員、学生数等）
・キャンパス
・費用及び経済的支援（授業料等、奨学金、授業料減免等）
・進路（卒業・修了者数、進学者数・就職者数等）

概要・趣旨

大学ポートレート

（独）大学改革支援・学位授与機構に置かれる「大学ポートレート・大学情報基盤センター」が日本私立学校振興・共済事業団と連携・協力し
て、平成２７年３月より大学ポートレートによる国公私立大学の大学情報を発信。（https://portraits.niad.ac.jp/）

大学ポートレートについて
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AI



趣 旨

 生成AIを含むAIの利活用は、経済社会を前向きに変えるポテンシャルがある一方、懸念やリスクも指摘されており、バランスを取りな
がら進めていく必要

 大学・高専における生成AIの教学面の取扱いは、具体的に行われている教育の実態に応じて対応を検討することが重要であり、
各大学・高専において、学生や教職員等に向けて適切に指針等を示すなどの対応を行うことが望ましい

 その際、生成AIに関する技術の進展や指針等の運用状況などに応じ、対応を適宜見直していくことが重要

文部科学省において、各大学・高専の対応の参考となるよう、各大学等の指針や有識者の見解等を踏まえ、生成AIに関して利活用が想定される
場面例や留意すべき観点等を取りまとめ

活用が想定される場面例

留意すべき観点

○ 学生による主体的な学びの補助・支援（ブレインストーミング、論点の洗い出し、情報収集、文章校正、翻訳やプログラミングの補助等）
○ 学生が生成AIを使いこなすための教育（生成AIの原理の理解、プロンプト（質問・作業指示）に関する工夫や出力の検証、生成AIの技術的

限界の体験等）
○ 教員による教材開発等への利活用や、効果的・効率的な事務運営

○ 生成AIと学修活動との関係性、成績評価
大学・高専における学修は学生が主体的に学ぶことが本質であり、生成AIの出力をそのまま用いてレポート等を作成することは一般に不適切と考

えられること。適切に学修成果を評価するため、生成AIを利活用したことの明記、小テストや口述試験の併用等の工夫も有効と考えられること等
○ 生成AIの技術的限界

生成された内容に虚偽やバイアスが含まれている可能性があること、内容の確認・裏付けを行う必要があること
○ 機密情報や個人情報の流出・漏洩の可能性

生成AIへの入力を通じ、機密情報や個人情報が意図せず流出する可能性があるため、安易に入力することは避けること等
○ 著作権との関係性

他人の著作物について、著作権法に定める権利の対象となる利用を行う場合には、原則として著作権者の許諾が必要となること。AIを利用して
生成した文章等の利用により、既存の著作物に係る権利を侵害することのないよう留意する必要があること等

○ AI等に関する基礎的な知識等の理解
生成AIを含むAIの利活用に当たっては、大学・高専の学生等が、最新の動向、 AIの普及による可能性とリスク、倫理面やデータリテラシー等を

含むデジタル化社会に対応するための基礎的な知識・能力等について理解・習得することが重要であること等

大学・高専における生成AIの教学面の取扱いについて【概要】（令和5年7月13日事務連絡）
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大学・高専における生成AIの教学面の取扱いについて（令和5年7月13日事務連絡 別紙 ①）
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大学・高専における生成AIの教学面の取扱いについて（令和5年7月13日事務連絡 別紙 ②）
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大学入学者数

● ３年前の中学校等卒業者 ＝ ３年前の中学校・義務教育学校・特別支援学校（中学部）卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

３年前の中学校等卒業者
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

 ３年前の中学校等卒業者
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校、中等教育学校後期課程及び特別支援学校（高等部）卒業者数
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     当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力（※現役のみ） ＝ 当該年度の大学・短大進学者数（※現役のみ）

当該年度の大学・短大志願者数（※現役のみ）

出典：文部科学省「学校基本統計」。令和8～23年については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和5年推計）（出生低位・死亡低位）」を基に作成。
※進学率、現役志願率については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。
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大学: 58.6%

短大:   2.7%

Ｒ7確定値ver.

大学: 92.9%

短大: 97.7%

高等教育機関への進学率等の推移

S H R

高等教育機関への進学率は概ね上昇を続け、令和7年には大学のみで58.6%、全体で85.4％となっている。
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（出典）推計値：国立社会保障・人口問題研究所

（万人）

推計値※２実績値

★ピーク
206

■３年前の中学校等卒業者※１

■大学進学者数

―大学進学率

★大学進学者数のピーク

1992年をピークに減少

大学進学率は上昇傾向

大学進学者数は近年微増傾向であったが、減少局面に入ると予測。

３年前の中学校等卒業者 ＝ ３年前の中学校・義務教育学校・特別支援学校（中学部）卒業者及び
中等教育学校前期課程修了者

大学進学率 ＝ 当該年度の大学入学者数
3年前の中学校等卒業者

大学進学者数等の将来推計について

大学進学率は上昇し、大学進学者数も増加傾向にあったが、2026年以降は大学進学率が上昇しても大学進学者数は減少局面に突入すると
予測される。

※１推計値は国立社会保障・人口問題研究所が公表している日本の18歳人口の将来推計人口
※２出生低位・死亡低位での推計
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短大入学者

大学入学者

H25→R7

大学進学率：約11.1ポイント増

大学入学者数：約2.8万人増

【出典】文部科学省「学校基本統計」
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女性 男性

H25→R7

大学進学率：約7.2ポイント増

大学入学者数：横這い

短大進学率

大学進学率

男女別・大学進学率等の推移

⚫ 昭和50年（1975年）と比べて、女性の大学入学者数は約20万人増加、進学率も約44ポイント増加している。
⚫ 近年は、男女とも進学率は上昇傾向にあるが女性の上昇幅が大きい。
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※4年制大学、短期大学、専門学校それぞれに進学した者の割合は小数点以下を
切上げた値を示している。

22ポイントの差

%

（出典）文部科学省「令和７年度学校基本統計」

84

62
専門学校

短期大学

４年制大学

（計算式） 直ちに大学、短大、専門学校に進学した者

高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程卒業者＋特別支援学校高等部卒業者

都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率

令和７年度の都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率は、京都府（84.1％）が最も高く、山口県（61.9％）が最も低い。
京都と山口では22ポイントの差。
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（2021年）

出典：
statistics

（2021年）

※OECD加盟38ヵ国のうち、カナダ、アメリカ合衆国、
トルコを除く。
※グラフ緑色は日本以外のG7諸国。

※進学率は、25/30歳未満の各年齢における当該高等教
育段階の 新入学者数を当該年齢人口で除した率の合計。
留学生含む。
※参照年度は2020年度（令和2年度）。

※OECD加盟38ヵ国のうち、オーストラリア、カナダ、
コスタリカ、フランス、アイルランド、韓国、ラトビア、トルコ
を除く。

※グラフ緑色は日本以外のG7諸国。

※初回進学率は、25歳未満の各年齢における高等教育段階
の初回入学者数を当該年齢人口で除した率の合計。
留学生含む。
※高等教育への初回入学者のみが対象となるため、
学士課程修了後に修士課程に進んだ者は含まない。
※参照年度は2020年度（令和2年度）。

高等教育段階における進学率の国際比較
● 短期大学、専門学校等を含めた高等教育機関全体への初回進学率は、 OECD平均の59.1％に対して、 日本は76％。
● 日本の大学学士課程又は同等レベルへの進学率は52.1％であり、OECD平均の52.6％とほぼ同水準。

【25歳未満・学士課程相当段階進学率】

【25歳未満・高等教育全体】
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高等教育機関の数

区 分 計
大学

短期
大学

高等
専門
学校

専門学校うち大学院
を置く大学

計

3,820 812 669 292 58 2,658

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

国 立

144 85 85 0 51 8

3.8% 10.5% 12.7% 0.0% 87.9% 0.3%

公 立

294 103 92 14 3 174

7.7% 12.7% 13.8% 4.8% 5.2% 6.5%

私 立
3,382 624 492 278 4 2,476

88.5% 76.8% 73.5% 95.2% 6.9% 93.2%

（令和7年5月1日現在）
（注１）通信教育のみを行う大学（私立8校（放送大学含む））及び短大（私立2校）を除く。
（注２）学生募集停止をしている機関を含む。

（出典）文部科学省「学校基本統計」（令和７年度）より作成。

＞野村 済
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高等教育機関の在学者数

区 分 総計 大学 短期
大学

高等
専門
学校

専門学校うち
学部

うち
大学院

うち
専攻科

うち
別科

うち
その他

うち
修士
課程

うち
博士
課程

うち
専門職
学位課程

計

3,668,992 2,972,412 2,645,837 277,132 174,961 79,560 22,611 814 6,418 42,211 71,196 56,277 569,107

100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

国 立

659,871 608,869 435,622 158,642 95,959 54,075 8,608 195 294 14,116 0 50,771 231

18.0% 20.5% 16.5% 57.2% 54.8% 68.0% 38.1% 24.0% 4.6% 33.4% 0.0% 90.2% 0.0%

公 立

198,456 170,373 149,758 18,410 11,918 5,695 797 146 77 1,982 4,750 3,761 19,572

5.4% 5.7% 5.7% 6.6% 6.8% 7.2% 3.5% 17.9% 1.2% 4.7% 6.7% 6.7% 3.4%

私 立

2,810,665 2,193,170 2,060,457 100,080 67,084 19,790 13,206 473 6,047 26,113 66,446 1,745 549,304

76.6% 73.8% 77.9% 36.1% 38.3% 24.9% 58.4% 58.1% 94.2% 61.9% 93.3% 3.1% 96.5%

（出典）文部科学省「学校基本統計」（令和７年度）

（令和7年5月1日現在）（注１） 「学生数（総計）」には、学部学生・本科学生のほか、専攻科・別科の学生、科目等履修生等を含む。 

 （注２） 「うちその他」の学生とは、科目等履修生、聴講生及び研究生である。

＞野村 済
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高等教育機関の入学者数等

推計値

人数 割合（人数／合計）

大学（計） 62万8,766人 59.1％

国立大学 9万9,386人 9.3％

公立大学 3万5,814人 3.4％

私立大学 49万3,566人 46.4％

短大 3万3,477人 3.2％

高専 1万436人 1.0％

専門学校 25万5,391人 24.0％

上記以外の者

（未進学者）
13万5,381人 12.7％

合計 106万3,451人 100％

【出典】文部科学省「学校基本統計」

（令和６年５月１日現在）
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国立

8,608 

38％
公立

797 

4％

私立

13,206 

58％

（出典）文部科学省「学校基本統計」（令和7年度）より作成。

国立

85

10％
公立

103

13％
私立

624

77％

学校数
●合計812校

国立

435,622 

16％ 公立

149,758 

6％

私立

2,060,457 

78％

学生数

国立

95,959 

55％
公立

11,918 

7％

私立

67,084 

38％

学士課程
●合計264万5,837人

国立

54,075 

68％

公立

5,695 

7％

私立

19,790 

25％

修士課程
●合計17万4,961人

専門職学位課程
●合計2万2,611人

博士課程
●合計7万9,560人

国公私立大学学生数（学部、修士、博士）

⚫ 我が国の学校数は812校（うち、私立624校（76.8％））であり、学部学生数は約265万人（うち、私立約206万人（78％））。
⚫ 修士課程・博士課程の学生数は、国立が占める割合が高い。
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【大学数（国公私立）】
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私立（短大）

公立（短大）

国立（短大）

私立（大学）

公立（大学）

国立（大学）

（校）

※学生募集停止の学校も含む。
※通信教育課程のみ置く学校は含まない。

20102000199019801970

（出典）文部科学省「学校基本統計」

2020

大学・短期大学数の推移

⚫ 近年の主な傾向として、四大化や廃止により短期大学数は減少。
⚫ 平成14年以降は全体的に四大・短大の合計数も減少傾向。国立大学数は平成16年以降ほぼ横ばい。
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⚫3年前の中学校等卒業者  ＝ ３年前の中学校・義務教育学校・特別支援学校（中学部）卒業者及び
中等教育学校前期課程修了者

公立大学入学定員数

私立大学入学定員数

国立大学入学定員数

出典：文部科学省「全国大学一覧」。 「学校基本統計」
※大学定員数については、小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

万

設置者別大学入学定員数の推移

S
H R

3年前の中学校等卒業者
206万人

107万人

大学入学定員数は、昭和60～平成11年まで私立大学を中心に上昇し、その後平成16年まで一時的に減少。平成17年以降は、緩やかに上昇し続けている。千
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（出典）文部科学省「学校基本統計」より作成。

専攻分野別入学者数の推移

2000年以降、全体の入学者数は横ばいで推移。関係学科別では、「保健」、「その他」が増加する一方で、 「工学」
「理学」などの学部の入学者数は減少傾向。

※「その他」には文理融合型の複合的新領域の学部も含まれる
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関係学科別入学者数の推移（国公私立大学）
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大規模大学
38.8%

（241,541人）

中規模大学
27.1%

（169,058人）

小規模大学
34.1%

（212,677人）

国立
5.2%

（32,241人）

公立
0.5%

（2,853人）

私立
33.1%

（206,447人）

国立
6.8%

（42,308人）
公立
0.7%

（4,266人）

私立
19.7%

（122,484人）

国立 3.2%

（20,097人）

公立 4.2%

（26,006人）

私立
26.7%

（166,574人）
大規模大学

7.9%

（62校）
中規模大学

14.9%

（117校）

小規模大学

77.1%

（604校）

国立
1.7%

（13校）

公立
0.1%

（1校）

私立
6.1%

（48校）
国立
3.8%

（30校）

公立
0.4%

（3校）

私立
10.7%

（84校）

国立
5.0%

（39校）

公立
12.0%

（94校）

私立
60.2%

（471校）

【出典】文部科学省調べ

※大規模大学：入学定員が2,000人以上の大学、中規模大学：入学定員が1,000人～1,999人の大学、小規模大学：入学定員が999人以下の大学
※小数点第二位を四捨五入しているためグラフの合計値が一致しない場合がある。

大規模大学   中規模大学  小規模大学

合計
783校

学校数 入学定員数

合計
623,276人

⚫ 学校数において小規模大学は全体の77.1％を占めており、このうち私立が大半を占めている。
⚫ 入学定員において小規模大学の定員は全体の34.1％を占めており、このうち私立が大半を占めている。

規模別学校数及び入学定員数の割合

（令和４年度） （令和４年度）
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短期大学からの編入学者数

高等専門学校からの編入学者数

専修学校（専門課程）からの編入学者数

高等学校（専攻科）からの編入学者数

中等教育学校（専攻科）からの編入学者数

特別支援学校（専攻科）からの編入学者数

大学入学者に対する編入学者の割合

高等専門学校からの編入学者数

専修学校（専門課程）
からの編入学者数

短期大学からの編入学者数

出典：文部科学省「学校基本統計」。
※高等学校（専攻科）からの編入学者数内に中等教育学校（専攻科）からの編入学者数及び特別支援学校（専攻科）からの編入学者数が含まれている

年

編入学者数の推移

H R

高等学校（専攻科）
からの編入学者数※

編入学者数は、平成12年頃まで急激に上昇し、平成17年以降令和元年まで減少し続けた後、一時増加に転じたが近年は減少傾向。

（人）
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※編入学者は夜間含む。

※短期大学卒業者数に占める編入学者数の割合。
※当該年度に４年制大学が受け入れた編入学者数で過年度卒業者を含む。 （出典：「学校基本統計」）

（人）
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編入学者数 編入学率

（参考）令和６年度
高専 2,584人（26.1％）

短期大学から４年制大学への編入学者の推移
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0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

東京大学

京都大学

東北大学

ハーバード大学

イエール大学

スタンフォード大学

MIT

ジョンズホプキンス大学

UCバークレー

UCLA

ミシガン大学アナーバー校

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

オックスフォード大学

ケンブリッジ大学

インペリアルカレッジロンドン

PSL研究大学

ソルボンヌ大学

北京大学

清華大学

ソウル大学

学部

大学院

各国の有力大学における学部・大学院学生比較（人数・割合）

推計値

⚫ 米・仏・中の研究大学の多くが、学部生よりも大学院生の占める割合が大きい。
⚫ 日本のほか、米国の州立大学や英国の大学においては 学部生の割合の方がやや大きい。

（人） （人）

27,368 

22,426 
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51% 49%

53% 47%

61% 39%

31% 69%

45% 55%
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24% 76%

44%

35%

28%

61%

43%

40%

45%

56%
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39%

（出典：各国のウェブページの情報から文部科学省作成） Ⅰ-16



others

Top200

Top100

201-250

251-300

301-350

351-400

401-500

501-600

601-800

801-1000

1001-1500

1501+

日米の高等教育の構造比較

推計値

●世界大学ランキングにランクインしている日米の大学をランキング順位別に配置すると以下のとおり。
●ランクインしている大学は、米国では全大学の約４％に過ぎず、かつトップ200位に集中しているのに対し、日本ではトップ200位以内の大学は少ない一方
で、全大学の10％以上がランクインしている状況。

アメリカの高等教育 日本の高等教育THE World University Rankings 2024
Top1904

（出典）THE World University Rankings 2024に基づき作成

カリフォルニア大学
（University of California）

広島大、神戸大 順天堂大学、慶應義塾大

東京医科歯科大

九州大

東京大（29）
京都大（55）

スタンフォード大学（2）
カリフォルニア工科大学(7)
南カリフォルニア大学(74)

UC Berkeley（9）
UC Los Angeles（18）
UC San Diego（34）
UC Davis（59）
UC Santa Barbara（69）
UC Irvine（92）

San Diego State University
カリフォルニア州立大学

（California State University）

カリフォルニア・コミュニ
ティ・カレッジ

（California Community College）

大学名は、カリフォルニア州内の大学のみを表示

赤:： 私立大学
黒：州立大学

黒：国立大学

赤：私立大学

青：公立大学

総数：約1,100校
（うち119校がランクイン）

総数：約4,000校
（うち169校がランクイン）

東京医科大、早稲田大

横浜市立大、京都府立医科大

会津大

関西医科大、産業医科大、藤田医科大、近畿大
久留米大、日本医科大、豊田工業大、愛知医科大
、東京慈恵会医科大、立教大、聖マリアンナ医科
大、北里大、立命館大、埼玉医科大、芝浦工業大
、昭和大、東邦大、東海大
東京理科大、兵庫医科大

千葉大、熊本大、岡山大、東京農工大

浜松医科大、金沢大、新潟大、岐阜大、信州大
豊橋技術科学大、愛媛大、電気通信大、群馬大
香川大、九州工業大、三重大、長岡技術科学大

長崎大、滋賀医科大、徳島大、東京海洋大
富山大、山形大、山梨大、横浜国立大、鹿児島大

京都工芸繊維大、名古屋工業大、お茶の水女子大、山口大

UC Santa Cruz

UC Riverside

UC Merced

東北大(130)、大阪大(175)、東京工業大(191)

名古屋大

北海道大、筑波大

札幌医科大、東京都立大、名古屋市立大、和歌山県立医科大、
大阪公立大

琉球大、佐賀大、秋田大、福井大、茨城大、岩手大
高知大、宮崎大、室蘭工業大、大分大、埼玉大、島根大

静岡大、鳥取大、宇都宮大、奈良女子大

法政大、金沢医科大、帝京大、青山学院大
千葉工業大、中部大、中央大、獨協医科大
同志社大、福岡大、神奈川大、関西大
工学院大、関西学院大、京都産業大、明治大、
名城大、大阪工業大、大阪医科薬科大
龍谷大、上智大、東京農業大、東京都市大
東京電機大、東洋大学

高知工科大、兵庫県立大、静岡県立大、富山県立大
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全
国

男性

女性

（出典）文部科学省「令和７年度学校基本統計」

（％）

男女別・都道府県別の４年制大学進学率

大学進学率を男女別にみると、東京都、山口県、徳島県、熊本県を除く43都道府県で男性の方が女性よりも高く、男女の進学率の差は

①山梨県（16.8ポイント）、②埼玉県（9.3ポイント）、③北海道（8.5ポイント）、④福島県（7.8ポイント）の順に高い。

● 大学進学率 ＝ 令和７年度の大学入学者数（男女別）
３年前の中学校等卒業者数（男女別）

● ３年前の中学校等卒業者数 ＝ ３年前の中学校、義務教育学校、特別支援学校中学部卒業者数並びに中等教育学校前期課程修了者数

＞谷垣 済
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進
学
率

(

％
）

○都道府県別の大学（学部）進学率（過年度卒業者等を含む）

出典：文部科学省「学校基本統計（平成20年度版）」

都道府県別大学（学部）進学率の変化（過年度卒業者等を含む）
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出典：文部科学省「学校基本統計（令和７年度版）」

（計算式） 当該年度の大学（学部）進学者（過年度卒業者等を含む）

３年前の中学校等卒業者数

※３年前の中学校等卒業者数：３年前の中学校卒業者数、中等教育学校前期

課程修了者数、特別支援学校中学部卒業者数

（2025年は、３年前の義務教育学校卒業者数を含む）

2025年

都道府県別の過年度卒業者等も含む大学（学部）進学率は、地域によって差があるが、2008年と比較すると全体的に上昇している。

＞谷垣 済
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（出典）○大学入学定員数：文部科学省調べ（令和6年度）（※各県（学部の所在地による）に所在する大学の入学定員）
  ○大学進学希望者数：文部科学省「学校基本統計（令和6年度）」
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○大学進学者収容力
＝（各県の大学入学定員／各県の大学進学希望者数）×100

都道府県別大学進学者収容力（対大学進学希望者）

各県の大学進学希望者に対する収容力は、東京都と京都府で150％を上回っているほか、13都道府県でも90％を超えている。
他方で、50％に満たない県も6県ある。

＞野村 済
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（出典）○大学入学定員数：文部科学省調べ（令和6年度） （※各県（学部の所在地による）に所在する大学の入学定員）
○３年前の中学校等卒業者 ：文部科学省「学校基本統計（令和3年度）」（※大学入学定員数調査年度の３年前の中学校・義務教育学校・特別支援学校（中学部）卒業者
及び中等教育学校前期課程修了者数）
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（％）
○大学進学者収容力
＝（各県の大学入学定員／各県の３年前の中学校等卒業者 ）×100

都道府県別大学進学者収容力（対３年前の中学校等卒業者 ）

各県の３年前の中学校等卒業者に対する収容力は東京都と京都府を除く全ての県で100％を下回っており、その多くの県では５０％未満となっている。

＞野村 済
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都道府県別高卒者の地域別大学進学者数比率

● 東日本では、東京圏への進学が３割を超える県が相当数ある。また、東京圏出身者は東京圏への進学が多い。
● 西日本では、東京圏への進学は１割程度で地域ブロックへの進学が多い傾向がある。

（出典）文部科学省「学校基本統計（令和７年度版）」
※地域区分：北海道、東北、関東（東京圏除く）、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、甲信越、北陸、東海、近畿、中国四国、九州
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都道府県別高卒者の地域別大学進学者数

※地域区分：北海道、東北、関東（東京圏除く）、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、甲信越、北陸、東海、近畿、中国四国、九州 （出典）文部科学省「学校基本統計（令和7年度版）」

● 大都市がある都道府県を中心に大学進学者が多い傾向にある。
● 東日本では東京圏への進学者数が多い。

R7 更新

北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

その他 3,83 3 77 8 68 7 1,09 7 59 4 83 3 1,37 8 2,34 8 1,32 2 1,19 6 2,62 7 2,19 9 4,92 5 2,43 4 1,81 8 1,67 3 1,82 1 1,75 9 1,29 9 2,86 9 2,05 3 3,51 9 5,59 2 2,35 6 73 0 1,16 8 2,27 6 3,54 5 71 4 59 4 1,08 3 98 0 3,09 6 3,72 0 2,27 7 1,08 1 2,18 6 2,03 5 1,10 0 3,39 1 60 0 96 7 1,00 8 1,04 9 76 0 1,50 8 2,19 6

東京圏 3,63 8 1,09 1 1,03 2 2,23 2 72 5 1,24 7 2,90 3 10 ,6 67 4,62 1 4,27 6 - - - - 3,41 1 87 1 73 7 44 3 2,97 0 4,33 8 79 1 6,29 2 2,79 7 64 0 21 6 63 9 1,43 8 1,20 1 69 5 23 4 22 0 25 0 88 7 1,21 9 53 3 21 6 49 0 60 9 34 9 1,94 1 50 1 53 0 83 3 38 7 57 5 1,14 9 1,93 9

域内 - 99 8 1,42 6 1,31 5 97 6 1,06 8 1,32 3 81 4 56 5 33 0 22 ,8 85 18 ,2 38 19 ,1 56 24 ,7 55 16 9 1,01 9 44 7 45 8 15 7 59 5 4,76 7 2,23 9 2,45 8 3,12 1 4,88 5 5,58 0 14 ,4 30 10 ,8 05 5,19 5 2,65 8 69 1 1,08 8 1,76 0 2,29 0 95 0 71 3 1,31 7 1,39 9 68 2 2,63 6 1,90 7 1,77 1 1,99 3 1,72 4 1,71 8 2,02 1 91 7

自県 14 256 18 83 13 18 56 99 80 6 94 4 14 40 29 71 22 80 30 65 10 388 10 918 55 740 18 814 37 74 90 4 28 56 13 11 11 85 18 99 21 90 48 79 28 555 17 58 13 63 88 99 28 746 13 223 11 76 74 6 35 4 54 7 40 17 79 37 14 01 10 73 93 8 22 89 82 3 15 417 59 8 19 64 35 56 12 23 11 46 21 47 36 35
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（出典）文部科学省「学校基本統計（令和７年度版）」
※地域区分：北海道、東北、関東（東京圏除く）、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、甲信越、北陸、東海、近畿、中国四国、九州
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都道府県別・出身地域別大学入学者数比率

東日本の大学は域外からの入学者が比較的多い一方で、西日本の大学では自県及び域内からの入学者が多い傾向にある。

＞野村 済
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都道府県別・出身地域別大学入学者数

（出典）文部科学省「学校基本統計（令和7年度版）」

● 大都市にある大学では域外からの入学者を相当数受け入れている。
● 特に、東京圏にある大学は域外から多くの入学者を受け入れている。

※地域区分：北海道、東北、関東（東京圏除く）、東京圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、甲信越、北陸、東海、近畿、中国四国、九州

（人）

北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山 石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根 岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄

その他 3,73 5 67 6 35 8 1,64 5 59 4 66 4 85 7 1,79 8 1,42 9 2,47 0 10 ,0 35 9,65 1 48 ,3 54 15 ,2 88 2,43 1 1,12 8 2,33 2 80 7 1,74 2 1,64 8 96 1 1,68 0 5,61 9 57 9 2,48 7 11 ,9 56 13 ,6 77 7,57 7 1,13 0 30 1 88 1 47 7 2,09 0 2,54 7 2,05 1 79 4 36 4 67 0 76 0 4,15 7 14 1 51 8 41 4 94 6 30 7 56 1 58 1

東京圏 1,32 6 97 11 1 77 4 19 6 16 3 21 4 1,37 9 42 0 85 5 - - - - 27 1 97 22 3 51 96 2 41 5 75 55 9 46 0 23 14 3 1,01 8 59 7 28 4 75 17 38 34 15 2 10 7 41 22 31 87 68 25 0 12 54 41 22 9 47 87 80

域内 - 60 6 67 3 3,69 2 39 5 1,18 5 55 5 29 7 83 8 57 4 7,09 0 7,04 9 56 ,8 16 14 ,0 79 35 9 41 7 1,28 7 22 0 33 0 23 2 1,46 1 92 1 9,46 6 73 7 2,67 7 14 ,6 76 16 ,9 89 6,18 5 2,05 2 97 4 36 1 66 3 2,75 4 2,67 0 1,21 9 52 4 82 8 1,19 2 67 9 7,46 4 1,09 5 1,27 1 1,98 0 1,03 5 64 8 91 4 28 0

自県 14 256 18 83 13 18 56 99 80 6 94 4 14 40 29 71 22 80 30 65 10 388 10 918 55 740 18 814 37 74 90 4 28 56 13 11 11 85 18 99 21 90 48 79 28 555 17 58 13 63 88 99 28 746 13 223 11 76 74 6 35 4 54 7 40 17 79 37 14 01 10 73 93 8 22 89 82 3 15 417 59 8 19 64 35 56 12 23 11 46 21 47 36 35
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長野県の例

男性 女性

大学入学者数等の将来推計について 【推計の考え方】①

推計の考え方
将来の大学入学者数（E）は、推計18歳人口（B）に推計大学進学率（A）を掛けて算出される各都道府県からの大学進
学者数（C）に、外国人留学生（D）等を足すことによって求められる。

A.大学進学率の推計について
⚫ 2018年度～2021年度における都道府県別、男女別の大学進学率の伸び率によって今後2050年まで大学進学率が上昇すると仮定して都道府県別に

推計。
（例外）

①2021年度の男女別の進学率を比較し、高い方の進学率が2021年度と比較して5pt以上上回った場合、＋5ptを上限として以降据置き。
②2021年度の男女別の進学率が低い方の進学率が高い方の進学率を上回った場合、以降を高い方の進学率と同値と仮定。
③進学率伸び率がマイナスの場合、2021年度の大学進学率が今後維持されると仮定。

（大学進学率）

②女性の進学率が男性の進学率に追い
ついたため、以降は男性の進学率と同
値と仮定。

①男性の進学率が2021年度よりも５pt
上昇したので以降は据置き。

推計値実績

推計基準

＞土田 済
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日本の将来推計18歳人口（国立社会保障・人口問題研究所の推計）を2040年の都道府県比率※で案分
※ 2021年度中の出生者数に各都道府県の生存率を乗算することにより、大学等に入学することが想定される2040年4月時点の18歳人口の都道府県比率を算出

B.18歳人口の推計について
⚫ 2040年から2050年までの18歳人口について以下の推計方法により都道府県別に18歳人口を推計。

E.大学入学者数の推計について
⚫ 各推計値に基づく（B）×（A）による都道府県別の大学進学者数の合計（C）に（D）及びその他を足したものが2040年以降の大学入学者数の推計値と

なる。
※その他は高等学校卒業程度認定試験合格者・専修学校高等課程修了者で大学に進学した者（各年の進学者数の推計値に2019年の進学者数に占めるその他の比率を掛けることにより算出）

455,043人
（E.2040年の推計大学入学者数）

＝

D.外国人留学生の入学者数の推計について
⚫ 2020年度～2022年度は新型コロナウイルス感染症の影響により外国人留学生数が一時的に激減したことを踏まえ、2019年度の外国人留学生数が維持

されると推定。

＋

（D.2040年の推計外国人留学生入学者数）

17,096人

【（例）2040年の大学入学者数推計】

435,798人

（C.2040年の各都道府県からの大学進学者数）

435,798人 ＋ 2,149人

（その他）

（注）グランドデザイン答申時の推計について
881,782人（推計18歳人口）×55.5％（大学進学率）(※)＋16,724人（外国人留学生等）＝506,005人

  （※）GD答申時は外国人留学生も含めて進学率を57.4％としていたが、18歳人口推計値に訪日予定の外国人等は含まれていないため上記の記載としている。

C.各都道府県からの大学進学者数
⚫ 各都道府県の推計18歳人口（B）に各都道府県の大学進学率（A）を掛けたものを合計することにより算出。

北海道18歳人口（男性）13,031人 × 北海道進学率（男性）56.4％＝ 7,353人
北海道18歳人口（女性）12,408人 × 北海道進学率（女性）56.4％＝ 7,002人
青森県 ・・・

沖縄県18歳人口（男性） 6,699人  × 沖縄県進学率（男性）47.0％＝ 3,152人
沖縄県18歳人口（女性） 6,383人  × 沖縄県進学率（女性）47.0％＝ 3,003人

北海道進学者数 14,355人

…

（A.大学進学率推計）（B.18歳人口推計）

沖縄県進学者数 6,155人

…

※四捨五入の関係上、四則演算の値と記載の数値は必ずしも一致しない

大学進学率（全国）59.0％
（男性）60.6％ （女性）57.3％

大学入学定員の総数
631,949人（R5）

大学入学者数等の将来推計について 【推計の考え方】②
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������������������ ��`[?@A@BC HMTLU JDTLU JLTIU JITMU JITGU JNTMU JETEU JLTMU JITNU JETGU JITMU JLTEUQ9P?@A@BC GL JM I JD L I N JM K JE HL HLQ9PVWXYZ[?@A@BC L I HD J H L J J D H J JJ J G G J H G J H E G J I J M N J D JM J J HE J J HEa9bc?@A@BC JNFNMI GFGIG HFEMK JJFEJJ HFMKM HFLII GFELK IFDIJ DFIIN EFLNE HNFNEE HEFLEJa9bcVWXYZ[?@A@BC EFIMMJFGDEJJFNIJJFGHH EJI JFEHEJFMGM DDM JFMGKHFLHH DHM NFGIK KEE IIE DLM JFIIG JDE KEN KDE EKK HFMGEGFLIM JLM HFEGJ KJM M GFLENJFMKNJFDNH GFHME JFEGE GKE HIFKHEHFEKH JNM HHFKLKQ9a9>P?@A@BC JKFJJK GFDML HFEDD JJFLJG HFMLE HFLKH GFDEJ IFIKL DFNHG EFKNG HNFNDL HLFDMHVWXYZ[?@A@BC EFLEIJFDGDJJFKHKJFGLJ EDK JFDNLJFMIN DLG JFMMGHFLLK DEG NFDNJ KNE IKD GKI JFIKM JDN KED KKJ IME JFNEEGFNHK JLJ HFIKL KHK M GFNKDJFJDHJFEEJ GFHKM JFEKN DMI HIFNDGHFIGE JNM HDFENLdefgha?@A@BC DFKED JFGIG JFHNJ IFMIJ JFJKD JFNIN JFNHH GFLHL HFIGK GFHDK JNFDKL JLFMEJdifghj?@A@BC IFNLD HFKGJ GFJKL DFGGM HFDID GFJLG EFENI JJFNHL IFNLK IFHGL HDFLMI HMFMJJhjakVhalhj[?@A@BC mJFKHJ mJFEIN mJFKJI JFLGJ mJFHLM mJFGME mGFLID mNFJMJ mDFHDM mHFKNN mIFHMK mHFKIJndR9S?@A@BC ILTGU DJTJU HNTGU EITIU HITGU HHTIU HHTIU HMTJU HDTJU GMTEU HKTEU GDTJUBopqrst?@AuAC HEFDDMv EFLGHv EFIMKv JHFGHNv GFNIEv EFGGDv NFNLGv JEFJNGv JMFGLKv JMFHNDv DJFLJHv GEFLDJvQ9R9>Pst?@AuAC JDFGEE HFEIK HFGGI IFJLK JFLEL HFHDL DFMMM KFJHH EFHNJ EFJIH HDFKNH HJFIKJQ9R9Sst?@AuAC EITDU DDTNU DJTLU EMTJU DETEU DHTJU DETJU IMTJU EMTKU EMTHU EKTKU IMTLUQ9a9>Pst?@AuAC JGFMLD JFKHL JFDDI LFJDG JFHGG JFILL HFMID DFLLG GFMMN DFIIJ HJFJKI JKFKGDVWXYZ[?@AuAC GFKGI KNJ NFJEL LLI GJJ NDJ IML HIK ELM JFIKE HLI EFJLH ENE DJG HGE JFMJE NK ELG EKG GIH JFJMKHFLHK JHH JFKHH ELK M HFDHK NKM JFHMN HFEIG JFJLD HKN JKFLHGJFKJL JGJ JLFNNLa9bcwxSst?@AuAC IKTEU ELTGU ELTIU IHTJU EKTMU IMTIU ELTLU LGTKU IDTDU NMTIU LGTEU LLTDUVWXYZ[?@AuAC LMTGULHTKU INTNU ENTLUIMTHUEETHUEKTMUIJTJUEDTKUIHTGUIETNUIJTNUIJTGUIHTMUEMTJUIJTJUIJTGUEKTNUIHTLUIMTDUEDTEULHTIULJTLU LETKU IGTLU m IDTIUNJTMUNJTEU NMTMU LITEULETEU LGTGU LDTMULHTLU LLTNUQ9R9>P?@A@BCyQ9R9>Pst?@AuAC mIFIND zmGHU{ mHFDMI zmDNU{ mHFJHD zmDNU{ mGFNMG zmGNU{ mJFENN zmDLU{ mJFNEM zmDEU{ mGFHJE zmDEU{ mEFILE zmGNU{ mGFLNH zmDHU{ mGFNMK zmDHU{ mJMFMLD zmHKU{ mNFILJ zmHKU{Q9a9>P?@A@BCyQ9a9>Pst?@AuAC mIFMDE zmGHU{ mJFDNM zmDGU{ mJFMKN zmDGU{ mDFELM zmGKU{ mNDH zmDJU{ mJFJJE zmDMU{ mJFGNL zmDMU{ mJFKHD zmHKU{ mJFNJE zmGNU{ mJFGHH zmHHU{ mLFIEJ zmHLU{ mLFDIL zmHLU{|}~�������������������������������������������������������������
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������������������ ��`[?@A@BC DDTIU DNTMU LNTNU DFTMU DHTHU DHTJU DITIU DKTHU DLTHU DFTMU DLTEU DLTIUQ9P?@A@BC DNM HL LL F DN M I DD DH DN FL IQ9PVWXYZ[?@A@BC DL L DHL L L LJ H N DF D D H L N J D L H D L N D N M D H K L N J N H NF D D Fa9bc?@A@BC DFHGHII NNGJKH MGMKK LGFIF MGFEL LGHEE NGDMK NGELE NGKNE JGEKE NDGKMN HGDKEa9bcVWXYZ[?@A@BC KGIDM DGFIEDNLGEKDDGMMLDGDHENLGDEDLGNMI IMF HGNMIDGIIE NKF HDE DGILM FKE NGDJM JFF NFE KKF JLF KKE LGHFNDGKIJ KME DGEJLDGLNE LEE HGFEELGDNF KHF FGEDEHGKIMDGIMNHMGLLNDGHDE DEE DGIJEQ9a9>P?@A@BC DFHGFDK NFGMDK MGFKL LGFJJ MGNKL LGHML NGLNF NGDMH NGJLF IGKIE NLGNMD HGHEHVWXYZ[?@A@BC DEGEFFDGFKLDNDGJILDGMKIDGDINNLGINJLGFNI JLM HGLDKDGJHL NJE LIM DGIMN MLE NGDEJ JKF NJF KJL JFD DGEIFLGHDKLGELH DGEEI DGDHHDGLMF LLE HGHNELGDMMDGEFDNGIFHNGEKLDGJHEHMGFHKDGHHF DEL DGJMMdefgha?@A@BC DEEGFKK LJGHJN HGDHL DGMNE HGJDH DGEJH HGEDL LGLIM LGMIK HGDMF DNGKME DGFFNdifghj?@A@BC LFGLMD LIGLMH FGLHJ HGMDH LGKLJ LGJLF HGIJF IGHJL IGMDN DLGEIN DDGEIL MGDDFhjakVhalhj[?@A@BC IFGHHK DGDLD mLGDEM mDGKIH JJF mDGINL mIIH mFGDEM mNGKHF mJGKEK HGJJJ mNGFMDndR9S?@A@BC MITIU HJTIU HKTJU LETJU NITJU HDTLU LNTMU LETNU LLTEU LJTFU IDTHU LLTLUBopqrst?@AuAC KLGDEMv FLGDJHv DDGDHMv FGMNEv MGFKMv NGMFDv NGFLDv DDGHKHv DEGKMKv DKGFFHv NKGEJLv DEGHIJvQ9R9>Pst?@AuAC IHGNMH HDGKFJ FGHJJ HGELE HGJKL LGIIF HGLNF MGENH MGEKI KGMDD LJGLDM FGEHHQ9R9Sst?@AuAC IKTJU MDTLU NJTNU FHTFU FKTEU FKTIU IDTJU FHTEU FFTMU NKTLU FITFU NJTFUQ9a9>Pst?@AuAC DLEGDKK HNGHNE NGDLK DGINK NGNDE DGMLL LGKJK LGIKK HGLMJ FGELJ HEGELJ LGLFHVWXYZ[?@AuAC IGJIH DGLNMDDDGEJEDGLII JJN HLGDIKDGFKF FDI LGEDMDGLHJ HLN DJM DGDKJ NLD LGIKE MDF HHH MIF FKK IFI DGMHHDGHME MII IML JFI DNK LGLMLDGHMM MMH LGKKJLGJKNDGLKNLFGJNE KDD IE DGLIHa9bcwxSst?@AuAC IJTNU IMTFU MDTMU MITKU MITJU IETFU IDTIU MKTMU MMTLU MLTDU IDTMU IETMUVWXYZ[?@AuAC JDTEU IKTNU IJTLU IMTKUIJTLU IMTNU MNTIUMITMUFJTLUMKTKUMFTFUMETLUMKTNUIDTNUMMTIUIDTKUINTEUMITJUILTMUIMTFUMKTNUMJTJU IETFU IETNUMKTDUINTFUMNTMUMHTIUIETKUFKTJUILTJUIHTNU IDTHU MKTFUMKTMUIDTFUQ9R9>P?@A@BCyQ9R9>Pst?@AuAC mNGIDI zmMU{ mDLGFNE zmLJU{ mHGHDE zmHJU{ mDGFND zmHNU{ mDGIDF zmHDU{ mDGHLK zmHLU{ mDGIIH zmHFU{ mHGLLM zmHFU{ mHGMMH zmHJU{ mIGLMJ zmNHU{ mDEGHFI zmLIU{ mLGJHD zmHMU{Q9a9>P?@A@BCyQ9a9>Pst?@AuAC mHHGHLE zmLLU{ mDDGLIK zmLFU{ mLGNMH zmHIU{ mJHK zmHLU{ mLGEJL zmHLU{ mINE zmHDU{ mDGLFM zmHEU{ mDGHMN zmHHU{ mDGFFI zmHLU{ mLGKNL zmHIU{ mDLGNHH zmLKU{ mDGEFE zmHLU{|}~�������������������������������������������������������������
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������������������ �� !" #$� %&� '()� *+� ,-� .)� /,� )0� 1,�23456789:;<=>?>@A BCDCEF GHDHIH JKDCBF LBDECG BHDBKK JDEHC LDGLF FDGEB BJDHLK GFDGEC BGDHFI FDFFFM89:;<N=>?>@A BGDJHF GGDLGF IBDJKH CLDBLI BBDLJL JDBFH CDJGK FDKBC BIDHCG GGDEJL BKDJLL FDKLCO7P7<N=>?>@A IDBJL BLDEFL CIDCFE GEDIFE IDJII CDHFF GDBII GDICJ EDHGJ BCDHJI CDIKF HDGCFO7P7Q=>?>@A CERFS FJRHS LERKS LIRHS FKRBS CJRES CBRCS CHRIS LKRJS LCRIS HJRBS CJRISO7P7QTUVWXY=>?>@A FRIS HRHS HERFS JRFS CRGS LLRLS LRES HRKS LKRGS JRJS CRGS CCRCS BKRCS HRES CLRES ERHS HRES HLRIS BCRKS LRKS GGRCS BGRCS IRKS GCRCS BGRFS CRBS HCRBS BBRHS LRGS HJRGS ERES CRJS GHRHS BLRJS HRCS GERLSZOP7Q=>?>@A CRIS CRBS CRLS HRFS CRGS HRES IRBS LRKS HRES GRES CRCS HRES[\78P7QT]^Y=>?>@A BLRBS BHRKS BHRFS BGRKS BBRBS BFRCS BIRJS BERES BIRBS BKRFS BCRKS BCRISO7N=>?>@A E HC LF HF BB L H G BJ GB BK CO7NTUVWXY=>?>@A G B F H C GI G G LG G C HK H G F B B H B B B B B K B G BL B L BL B H F G K G_7`a=>?>@A IDLCJ HLDBGH LCDIGB GIDIII CDJLJ GDKHL BDLBE BDFBI EDEKL BHDHEE CDGBB GDJEH_7`aTUVWXY=>?>@A ECL FKK FDKKH HDIKF BDKCFHKDHIBCDBLL GDJFHCIDIKH GDFEK BDEKGGHDBJL IHK HCJ HDIJK JEK GJK JFL BDBHE HKK JK BDBLI CFK K GDBEL LLK IDBFK GDHHF BDLIK EDCEH BDEBI BDKJC BDGBK BDHJJ K BDLKLO7_7<N=>?>@A IDFFB HLDKCE LFDHIL GIDKLK CDIII GDKHJ BDLLC BDFJG EDKFJ BHDHGJ CDHKF GDFHJTUVWXY=>?>@A ELI FGL FDKIE HDJGK BDKJGHKDBCICDGIJ GDECHCEDBLC GDIFI BDJEIGGDHJF IIK HCJ HDFLE EHE GJB JBJ BDBFB HBL IJ BDGKF CIF K GDGLI LII FDGHC GDCKI BDFII EDGCC BDEFL BDBBH BDGGJ BDCGG K BDGBFbcdef_=>?>@A FDKLG GFDIBI GJDCHE BHDJFF HDFCJ BDGFB BDGGH BDGKH LDBBB LDFFG HDKEK BDCLLbgdefh=>?>@A LDLIF IDFHH BEDLHH BFDLJL FDICJ HDLJE BDJCF GDGFE LDHIB FDIGB HDCEK GDKFHfh_iTf_jfhY=>?>@A CIF BEDKJC JDEKF kGDIBE kHDBKK kGDHGJ kFGH kBDKFF kGFK kBDKLE kCKK kFKJlbP7Q=>?>@A GGRCS LGRGS LJRES CCRHS BCRHS BIRJS BLRGS BIRCS CGRCS LHRHS GLRJS HFRCS@mnopqr=>?s?A EDCECt BCDFLLt LBDJFLt HGDHBLt IDGECt CDELHt HDGLEt HDEEFt BBDJEGt BFDFJFt IDKFHt HDJGEtO7P7<Nqr=>?s?A LDLGL BKDELJ HLDHLE GKDLBI CDEFH GDJHF BDLLJ BDJCI FDJJK EDBGF GDFJJ GDBKEO7P7Qqr=>?s?A LJRGS ICRJS FJRGS FHRLS FJRKS LIRHS CIRJS CFRGS LIRES LCRIS HJRBS LLRBSO7_7<Nqr=>?s?A LDLCK GLDKCJ CKDIBF BEDGJH HDHHI BDCBC BDKJI BDBLF FDCCC JDICH GDEJK BDIEBTUVWXY=>?s?A FEG CLG CDHEF GDIHK IIH GBDLCCHDKEK GDBGFHLDLKB BDEIH BDHLGBLDELJ LHJ GCH GDLLF FLB BEL LFI JBG GGK LL JGE HGI K BDFKC CBK CDCHK BDLIE BDBKK FDKFC BDHFK IIK JLK EFF K JGF_7`auvQqr=>?s?A IHRCS IBRHS ICRCS FERCS FJRIS FERLS IBRFS IBRLS FLRBS FLRHS IKRJS FBRESTUVWXY=>?s?A IHRGS ILRHS IHRGS IHRIS IHRES IKRES ICRCS ICRGS ICRCS IHRHS IBRBS FJRJS IHRIS FERJS FIRFS IHRGS FERFS FLRFS IBRHS IHRCS FJRGS IBRIS IBRBS k IHRBS ICRFS FBRES FIRFS IKRBS FHRES IKRES IBRKS IKRGS FERFS k LCRESO7P7<N=>?>@AwO7P7<Nqr=>?s?A kBDFFK xkGHSy kLDKKI xkHBSy kBGDBBK xkGFSy kEDGLG xkHBSy kGDEBC xkHISy kBDLHK xkHLSy kFBE xkGJSy kEKB xkHHSy kGDCCJ xkGFSy kLDGFB xkHISy kGDKBJ xkCHSy kBDBHI xkHLSyO7_7<N=>?>@AwO7_7<Nqr=>?s?A kGDBGB xkGJSy kBKDKKB xkGESy kBLDFLE xkGJSy kIDIFI xkGESy kBDCCK xkHKSy kFGC xkHBSy kCFI xkHKSy kLGF xkHBSy kGDFGC xkGESy kCDLJL xkHCSy kBDHGF xkHBSy kJCI xkHGSyz{|}~������������������������������~�������~������������~�������
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������������������ ���  !� "#� $%� &'� ()� *+� ,'� -./� 01�̀ a\@ABACD JMULV JLUEV JMUEV JMUEV JLUHV JMUGV JNUEV JEUOV JLUIV JEUGV KHUOVR:Q@ABACD G M M HM K O E M N L OR:QWXYZ[\@ABACD J J K J J H J K K H G KO J I J J J L J J N J J H J K G K I G J H Gb:cd@ABACD KFJOE HFOLI KFKJM KMFNLJ JFOJO HFEOL MFNJK HFMKI KFHHM HFLOH HFENKb:cdWXYZ[\@ABACD JFKHE EI OLI JFNNI JII JFEEI JFINM OLI KOI GFJJI JFEEEJEFLMK JFKNO I MGI JFLGJ NHI JFLJM JFLLN GOI HFMLM JFINI OI KFHNI JFIHM HII JFIII KFIMH I JFLHI JFMGN LGI JFNOMR:b:?Q@ABACD KFIEK HFONM KFKJK KMFELH JFOJN HFEJG MFLGH HFIKE KFJNG HFLMK GFJMHWXYZ[\@ABACD JFKNM EI NKN JFOJO JII JFEMN JFJJI EIL JEL GFKJG KFIENJEFLMK JFHJM I MIK JFLMN NMK JFMIM JFNIL MIM HFGHK JFIOL OJ JFOLK JFILG HJK NEO KFJII I JFMMK JFMLN LLG JFEKKefghib@ABACD JFKLI JFOGI JFGME JJFGKK JFKGG JFEGK KFHMN JFEGN JFIEL JFLIJ EHNejghik@ABACD GFIIO GFJIE KFIEK NFNEK KFOOK HFGLK HFNOE HFIIE HFJIK GFINM HFNOLikblWibmik\@ABACD nKFNGO nKFKLE nLHH HFLHI nJFLHO nJFMKI nJFGHK nJFILK nKFIIL nKFGNG nKFOGEoeS:T@ABACD JNUKV HHUJV KLUMV LMUJV JLULV HLUHV GLUGV KLUGV KMUOV HHUMV GMUEVCpqrstu@ABvBD MFLGIw NFJNJw HFMKOw HGFNJEw MFLKKw NFOJGw JJFMOGw LFMIHw LFEIJw JIFMIIw JHFIOKwR:S:?Qtu@ABvBD HFKHN HFOGJ JFNEG JLFOEL KFGJH HFOGM GFEMJ KFNNM KFOJK GFKOE LFJMM JEFKGMwR:S:Ttu@ABvBD MNUGV MHULV MIUEV GOUNV GKUEV GEUKV GKUNV GKUNV GIUNV GIUOV GNUIVR:b:?Qtu@ABvBD JFGKO KFMKN JFGOJ JEFJIK JFHJJ KFOKL GFIIO KFKHH JFMJI KFLHG HFGEHWXYZ[\@ABvBD ONI LJ GEL JFJOM LM JFKNL NGH LIL JHJ HFJII JFMGHJGFGMO EGE I HLK JFJEL MGH JFIOL JFKJK HME KFGHN OIJ LI JFHNH NHE KJN MMG JFMJM I JFJJE JFHJO MME JFLJNb:cdxyTtu@ABvBD LMUKV LMUMV LLUOV NGUJV NKUJV NIUEV NIUKV LHUGV LGUNV NJUMV OOUIVWXYZ[\@ABvBD NIUHV LOUHV MNUNV LNUIV LMUKV LGUJV LEUJV NIUMV GLUEV NMUGV NNUKV NHULV NGUHV n LNUJV NKUEV NGUGV LNUHV NKUNV NGUNV LOUGV NGUOV NGULV MNUEV NJUGV NKUKV MMUGV NHUOV n LOUNV OMUKV ONUHV EIULVR:S:?Q@ABACDzR:S:?Qtu@ABvBD nJFLIH {nHHV| nKFHIH {nHNV| nJFIMJ {nHNV| nMFGHN {nKGV| nJFIGK {nHIV| nJFMOE {nKEV| nKFJKG {nHIV| nJFHJL {nHKV| nJFHLO {nHHV| nJFOHN {nHIV| nOGN {nJKV|R:b:?Q@ABACDzR:b:?Qtu@ABvBD nLLG {nHKV| nJFHGO {nHMV| nNHJ {nHHV| nLFOLJ {nKLV| nMIL {nKOV| nJFIOO {nKOV| nJFLHM {nKEV| nNEL {nKLV| nLLG {nHJV| nJFIJO {nKOV| nLLI {nJLV|}~��������������������������������������������������������������
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国立

公立

私立

大学院を置く大学

大学院を置かない大学

86

103

62４

（令和６年５月１日現在）

（令和６年５月１日現在）研究科数

大学院を置く大学数

出典：令和６年度学校基本統計※学生が在籍している研究科の数

（校）

出典：令和６年度学校基本統計国立：１００％
公立： ８８％
私立： ７８％

（ ）内は専門職大学院を置く大学

大学院を置く大学数および研究科数

国立：100％，公立：88％，私立：78％の大学が大学院を置いている。

区分

研究科数

修士課程
（修士、博士前期）

博士課程
（博士後期、一貫制）

専門職学位課程

国立 370 367 86

公立 193 174 10

私立 1,189 840 72

計 1,752 1,381 168
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68,739

76,954

86,891

99,449

109,649

115,902

119,406

123,255

132,118

142,830

150,797

155,267

159,481

162,712

164,551

165,525

165,219

165,422

167,043

173,831

175,980 

168,903 

162,693 

159,929 

158,974 

159,114 

160,387

163,100

162,261 

160,297 

162,458 

166,148 

168,706 

171,669 

29,911

32,154

35,469

39,303

43,774

48,448

52,141

55,646

59,007

62,481

65,525

68,245

71,363

73,446

74,909

75,365

74,811

74,231

73,565

74,432

74,779 

74,316 

73,917 

73,704 

73,877 

73,851 

73,909

74,367

74,711 

75,345 

75,295 

75,256 

75,841 

77,717 

645

7,866
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0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

Ｈ3
Ｈ4
Ｈ5
Ｈ6
Ｈ7
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Ｈ16
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Ｈ19
Ｈ20
Ｈ21
Ｈ22
Ｈ23
Ｈ24
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Ｈ26
Ｈ27
Ｈ28
Ｈ29
Ｈ30

R1
R2
R3
R4
R5
R6

修士課程

博士課程

専門職学位課程

（人）

※ 在学者数
修士課程：修士課程、博士前期課程、５年一貫制博士課程（１、２年次）
博士課程：博士後期課程、医歯学・薬学、獣医学の４年制博士課程、５年一貫制博士課程（３～５年次）
通信教育を行う課程を除く 出典：学校基本統計

（各年度５月１日現在）

大学院在学者数の推移

博士課程の在学者数は、令和６年度に最大となった。
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（2021年）

出典：OECD statistics

（2021年）

※OECD加盟38ヵ国のうち、ベルギー、カナダ、コスタリカ、
トルコを除く。
※グラフ緑色は日本以外のG7諸国。

※進学率は、25/30歳未満の各年齢における当該高等教
育段階の 新入学者数を当該年齢人口で除した率の合計。
留学生含む。
※参照年度は2020年度（令和2年度）。

※OECD加盟38ヵ国のうち、カナダ、トルコを除く。
※グラフ緑色は日本以外のG7諸国。

※進学率は、25/30歳未満の各年齢における高等教育段階
の新入学者数を当該年齢人口で除した率の合計。
留学生含む。
※参照年度は2020年度（令和2年度）。

高等教育段階における進学率の国際比較
● 日本の大学修士課程又は同等レベルへの進学率は7.4%であり、 OECD平均の20.4％の約3割ほどしか満たない。
● 日本の大学博士課程又は同等レベルへの進学率は0.7％であり、OECD平均の1.5％よりも下回っている。

【30歳未満・博士課程相当段階】

【30歳未満・修士課程相当段階】

（％）
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（令和６年５月１日現在）

出典：令和６年度学校基本統計

課程別・設置者別在学者比較（在学者数）

我が国の大学院在籍者の6割は国立大学に在籍。博士課程においては国立の割合が約7割である一方、専門職学位課程においては
私立の在籍者比率が一番高い。

57.5% (156,235)

55.3% (94,873)

67.9% (52,753)

38.7% (8,609)

6.6% (17,933)

6.7% (11,535)

7.2% (5,609)

3.5% (789)

35.9% (97,471)

38.0% (65,261)

24.9% (19,355)

57.8% (12,855)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

修士課程

博士課程

専門職学位課程

国立 公立 私立

Ⅰ-37



出典：令和６年度学校基本統計

（令和６年５月１日現在）

学問分野別の大学院学生数

修士在籍者の場合は「工学」分野、博士在籍者の場合は「保健」分野が全体の約4割、専門職学位在籍者の場合は「社会科学」分野が全体の

6割以上を占めている。

人文科学

197 

人文科学

4,968 

人文科学

10,085 

社会科学

13,483 

社会科学

5,076 

社会科学

15,730 

理学

4,787 

理学

13,145 

工学

141 

工学

14,816 

工学

71,119 

農学

3,393 

農学

9,073 

保健

396 

保健

29,293 

保健

12,306 

教育

4,464 

教育

2,285 

教育

4,328 

その他, 3,572 

その他, 13,099 

その他, 35,883 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

専門職学位課程

博士課程

修士課程

9.2％ 7.7％ 5.3％ 7.2％ 2.5％ 20.9％

6.4％ 6.5％ 19.1％ 4.4％ 37.7％ 2.9％ 16.9％

0.9％ 60.6％ 0.6％
1.8％

20.1％ 16.1％

171,669人

77,717人

22,253人

5.9％ 41.4％

6.2％
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出典：学校基本統計

修士課程入学者の推移

修士課程入学者は平成22年度をピークとして減少したが、近年は若干の回復傾向がみられる。
社会人以外の入学者数は令和2年度より増加傾向、社会人学生は平成30年度をピークに減少傾向。
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出典：学校基本統計

博士課程入学者の推移

博士課程入学者のうち、社会人以外の入学者数は、平成15年度の約1.4万人をピークに大幅に減少し、令和6年度には最大時から約40％の減少。
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出典：学校基本統計

分野別学士課程修了者の進学率の推移

学士課程修了者の進学率は、全分野では横ばいだが、理学・工学・農学系は増加傾向。

※「進学者」とは、大学院研究科、大学学部、短期大学本科、大学・短期大学の専攻科、別科へ入学した者である。また、進学しかつ就職した者を含む。
※「芸術」「家政」「その他」分野は修了者数が比較的少ないことから省略 Ⅰ-41
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出典：学校基本統計

分野別修士課程修了者の進学率の推移

修士課程修了者の博士課程等への進学率は、各分野を通じて減少傾向であったが、近年は横ばい。

※「進学者」とは、大学院研究科、大学学部、短期大学本科、大学・短期大学の専攻科、別科へ入学した者である。また、進学しかつ就職した者を含む。
※「教育」「芸術」「家政」「その他」分野は修了者数が比較的少ないことから省略
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出典：（平成２５年まで）学校基本統計及び全国大学一覧より文部科学省作成

（平成２６年）「大学院における「第２次大学院教育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（平成２８年２月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（平成２８年）「大学院における「第３次大学院教育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（平成３０年３月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（平成３０年）「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（令和２年３月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（令和２年）「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（令和４年２月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞

※平成25年度以前と平成26年度以降のグラフは出典が異なる。

その他（H26～）
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H26 H28 H30 R2

分野別修士課程入学者充足率の推移

「人文・社会」分野修士課程の入学者充足率（＝入学者／入学定員）は6割前後で推移。
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72.0% 66.2%

63.8% 61.5%

55.5%
55.5% 54.3%

66.8%
65.4%

63.4%
65.0% 64.8% 63.2%

61.5%
58.5% 58.3%

49.3%
52.7% 50.8% 51.0%

46.5% 45.4%

84.1%

82.2% 75.6% 74.9%

75.1%
79.3%

72.2% 71.4%

73.9%

53.2%

72.3%
74.2% 74.0% 72.6% 73.3%

71.8%
70.3% 68.3%

65.2% 67.8% 65.7%

61.9% 62.5%
59.9%

55.5%
56.0% 60.0%

53.0%
53.0%

52.0%

123.3%

121.1% 120.0%

114.2%

110.8%

104.5%

97.9%

101.2%

78.6%

80.9%

66.9% 67.3%

65.4%
58.6% 59.7%

90.8%

88.0%
85.0%

86.2%

92.2%

85.2%

83.7%

77.9%

86.2% 85.3%
83.8%

89.0% 89.2%

94.3% 95.3%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

110.0%

120.0%

130.0%

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健

※平成25年度以前と平成26年度以降のグラフは出典が異なる。

出典：（平成２５年まで）学校基本統計及び全国大学一覧より文部科学省作成
（平成２６年）「大学院における「第２次大学院教育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（平成２８年２月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（平成２８年）「大学院における「第３次大学院教育振興施策要綱」等を踏まえた教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（平成３０年３月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（平成３０年）「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（令和２年３月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞
（令和２年）「大学院における教育改革の実態把握・分析等に関する調査研究」（令和４年２月 株式会社リベルタス・コンサルティング）＜文部科学省：先導的大学改革推進委託事業＞

その他（H26～）

56.9%

54.9%

48.9% 50.0%

45.5% 40.7% 41.0%

38.3%

63.6%

56.3%
53.6% 56.2%

51.3%

47.8%

53.2%
53.0%

65.6%

63.0%
65.0%

61.0%

90.7% 90.7%
87.8%

81.4%

71.40%

66.40%
67.7%

69.0%

H26 H28 H30 R2

分野別博士課程入学者充足率の推移

博士課程の入学者充足率（＝入学者／入学定員）は全体的に低下傾向。
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出典：学校基本統計

入学者数に占める自大学出身者割合（修士）

理学、工学、農学系の修士課程における自大学出身者割合は高く、８～９割で推移している。
社会科学系の自大学出身者割合は低く、２～３割程度で推移している。

52.7% 52.9% 51.8%
50.4% 50.0% 50.0%

48.0% 48.6%

52.9%

55.3% 55.7%

53.9%

30.0%
27.9% 27.1%

24.8% 25.0%
22.9% 23.2% 23.2%

26.7%
28.8% 29.5%

26.8%

80.9% 81.4% 80.9%

81.0% 82.9%
81.3%

80.1% 79.9%
81.2% 82.5% 82.2% 82.1%

88.0% 88.1% 87.8% 88.6% 88.1% 87.8% 87.1% 85.8% 86.9% 87.6% 87.4% 86.8%

81.9% 82.6% 81.2%

80.7% 80.6% 79.5%

80.1% 80.4% 80.7%
82.2% 82.6% 83.3%

47.6%
49.4%

51.0% 50.3%
49.2% 49.7%

48.9%
51.1%

53.5%

52.0%
53.5%

52.9%

70.1% 70.2% 69.9% 69.8% 69.2% 68.7% 68.2% 67.8%
70.4% 71.5% 71.3% 70.6%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 全体
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出典：学校基本統計

入学者数に占める自大学出身者割合（博士）

理学系の修士課程における自大学出身者割合は高く、８割以上で推移している。

79.1%

75.5%
76.3%

77.1%

75.2% 74.7%

70.3%

72.9%

75.7%
77.0%

72.0%

75.6%

68.5% 68.2%
67.4%

65.7%
64.3%

63.0%

63.8%

60.3%

65.9%
65.0%

66.2%

61.2%

83.2% 83.5%

81.8%

83.7%

81.5% 82.1%
81.0%

85.8%

83.2%

85.5%
84.2% 84.5%

65.9% 66.3%
64.1%

63.8%

61.2%

63.5%

61.4%

62.8% 64.3%

66.9%

65.3%

65.8%

63.4% 61.7%

58.3%

56.2%
57.2%

59.0%
57.9%

62.2%

59.2%

63.0%

63.5%

62.1%

55.4% 55.2%
54.0% 54.1%

55.0%

52.6%
53.8%

53.0%
53.8%

55.5%

53.1%
51.8%

64.3% 63.7%

62.3%
61.9% 61.7% 60.5% 60.4% 61.1%

61.8%
63.4%

61.7%
61.8%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

人文科学 社会科学 理学 工学 農学 保健 全体
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出典：学校基本統計

入学者数に占める自大学出身者割合（専門職学位）

人文科学、教育系の自大学出身者割合が相対的に高く、「工学」分野の自大学出身者の割合は非常に低い。

39.1%

41.9% 42.5%

35.8%
34.8%

41.4%
39.8%

37.8%

26.5%

41.1%
40.4%

27.3%

24.4%

21.7% 21.5%
19.9%

21.0%

18.1%
19.0%

18.1% 18.7%
19.9% 19.3% 19.8%

0.7% 0.0% 0.0%
0.8%

0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0%

2.3% 2.1%

0.0%

15.9%
16.7%

8.5%

13.0%

9.4%
8.1%

10.5%

14.0%

8.2%
10.1%

13.8%

11.1%

32.7%

29.0%
30.6%

35.8% 35.8%
34.9% 35.0% 35.6%

37.8%
36.7%

38.5%
37.3%

24.5%

22.1% 22.1% 22.3% 22.8%

20.5% 21.2% 21.1% 21.7% 22.3% 22.7%
21.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

人文科学 社会科学 工学 保健 教育 全体
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博士の学位授与者数の推移

⚫ 学位授与者数は、課程博士はほぼ横ばいだが、平成27年度以降増加傾向。
⚫ 論文博士は、減少傾向。

出典：文部科学省「学位授与状況調査」

4,779 

11,352 
12,075 12,372 

13,138 
13,875 13,743 13,580 13,148

14,002 13,424 13,437 13,211 12,871 13,054 13,122 13,218 13,340 13,333 13,839
14,010 6,106 

4,952 
4,834 4,479 

4,198 
3,985 

3,548 
3,155 

2,724 
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2,487 2,465 

2,216 
2,174 1,970 1,918 1,900 1,803 1,795 

1,725 1,757 

10,885 

16,304 
16,909 16,851 

17,336 
17,860 

17,291 
16,735 

15,872 

16,760 
15,911 

15,902 

15,427 
15,045 15,024 

15,040 
15,118 

15,143 
15,128 

15,564 
15,767 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H3 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

課程博士 論文博士
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【修士号】 【博士号】
（人）

（出典）文部科学省・科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2023」 より作成。
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諸外国における人口100万人当たりの修士号・博士号の取得者数

人口100万人当たりの修士号、博士号を取得している者の数は、諸外国と比較して低水準。
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諸外国における人口100万人当たりの博士号取得者数の推移

⚫ 諸外国と比較して、日本では人口100万人当たりの博士号取得者数が少ない。
⚫ 日本の人口100万人当たりの博士号取得者数は、2014年度以降ほぼ横ばいに推移していたが、近年微増している。

出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2024」

人口100万人当たり博士号取得者数

日本 (126人)

ドイツ (330人)

米国 (286人)

韓国 (344人)

フランス (144人)

英国 (342人)

中国 (58人)

（注）米国は2020年度、フランス・日本は2021年度、英国・ドイツ・韓国・中国は2022年度のデータ
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781 
28%

203
7%

1,349
49%

451 
16%

1 
0%

短期大学士課程修了後の分野別進路

【出典】文部科学省「学校基本統計（令和７年度）」を元に作成

卒業者合計（34,684人） 人文（2,785人） 社会（3,891人） 工業（809人）

3,764 
11%

16,791 
48%

10,574 
31%

3,549 
10%

6 
0%

保健（2,728人） 家政（6,540人） 教育（12,426人） 芸術（1,818人）

⚫ 人文、社会、工業、芸術は他の分野に比べて進学者の割合が高い傾向。
⚫ 保健、教育は就職者のうち専門的・技術的職業の割合が高く、人文、社会、家政ではその他の職業の割合が高い傾向。

520 
13%

493
13%

2,462
63%

416 
11%

0 
0%

259 
32%

176
22%

309
38%

65 
8%

0 
0%

196 
7%

2,079
76%

223
8%

230 
9%

0 
0%

490 
7%

2,456
38%

2,959
45%

635 
10%

0 
0% 623 

5%

10,399 
84%

611 
5%

790 
6%

3 
0%

499 
27%

259
14%

470
26%

590
33%

0
0%

●：進学者 ●：就職者（専門的・技術的職業）
●：就職者（その他）●その他 ●死亡・不詳

【注】
○「進学者」とは、大学院研究科、大学学部、短期大学本科、大学・短期大学の専攻科、別科へ入学した者である。
○「就職者」とは、給料・賃金・報酬・その他の経常的な収入を得る仕事に就いた者である。
○「就職者（専門的・技術的職業）」とは、就職者のうち、研究者、農林水産技術者、製造技術者、建築・土木・測量技術者、情報処理・通信技術者、教員、医師、歯科医師、獣医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、医療技術者、
美術家、写真家、デザイナー、音楽家、舞台芸術家等として従事している者である。

○「就職者（その他）」とは、就職者のうち、専門的・技術的職業従事者以外の者で、管理的職業従事者、事務従事者、販売従事者、サービス職業従事者、保安職業従事者、農林漁業従事者、生産工程従事者、輸送・機械運転従事
者、建設・採掘従事者、運搬・清掃等従事者等である。

○「その他」とは、専修学校・各種学校・外国の学校・職業能力開発校等への入学者、研究生として入学した者や、一時的な仕事に就いた者（臨時的な収入を得る仕事に就いた者）、臨床研修医（予定者を含む）、進学でも就職でも
ないことが明らかな者（進学準備中の者、就職準備中の者（求職中の者並びに公務員・教員採用試験及び国家資格試験の準備中の者を含む）等）である。

○進学者であり、かつ就職をしている者については、「就職者」として算出している。 Ⅰ-51



3,735 
5%

12,975
16%

54,784
67%

10,078 
12% 5 

0%

【出典】文部科学省「学校基本統計（令和７年度）」を元に作成

卒業者合計（584,304人） 人文科学（81,577人） 社会科学（189,030人） 理学（17,863人）

70,009 
12%

185,379 
32%

264,259 
45%

64,577 
11%

80 
0%

工学（87,287人） 農学（17,617人） 教育（43,205人）保健（70,188人）

●：進学者 ●：就職者（専門的・技術的職業）
●：就職者（その他）●その他 ●死亡・不詳

学士課程修了後の分野別進路

⚫ 人文科学・社会科学は進学者と就職者（専門的・技術的職業）の割合が低く、就職者（その他）の割合が高い傾向。
⚫ 理学・工学・農学は進学者の割合が他の分野に比べて高く、保健・教育は、就職者（専門的・技術的職業）の割合が他の分野に比べて高い傾向。

5,365 
3%

27,548 
15%

136,807 
72%

19,268 
10%

42 
0%

8,480 
47%

5,092 
29%

3,093 
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1,198 
7%

0 
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35,153 
40%

39,255 
45%

8,966 
10%

3,909 
5%

4 
0% 4,949 

28%

5,300 
30%

6,100 
35%

1,268 
7%

0 
0%

3,668 
5%

46,649 
66%

4,582 
7%

15,279 
22% 10 

0%

2,134 
5%

24,664
57%

13,050
30%

3,343
8%

14
0%

【注】
○「進学者」とは、大学院研究科、大学学部、短期大学本科、大学・短期大学の専攻科、別科へ入学した者である。
○「就職者」とは、給料・賃金・報酬・その他の経常的な収入を得る仕事に就いた者である。
○「就職者（専門的・技術的職業）」とは、就職者のうち、研究者、農林水産技術者、製造技術者、建築・土木・測量技術者、情報処理・通信技術者、教員、医師、歯科医師、獣医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、医療技術者、
美術家、写真家、デザイナー、音楽家、舞台芸術家等として従事している者である。

○「就職者（その他）」とは、就職者のうち、専門的・技術的職業従事者以外の者で、管理的職業従事者、事務従事者、販売従事者、サービス職業従事者、保安職業従事者、農林漁業従事者、生産工程従事者、輸送・機械運転従事
者、建設・採掘従事者、運搬・清掃等従事者等である。

○「その他」とは、専修学校・各種学校・外国の学校・職業能力開発校等への入学者、研究生として入学した者や、一時的な仕事に就いた者（臨時的な収入を得る仕事に就いた者）、臨床研修医（予定者を含む）、進学でも就職でも
ないことが明らかな者（進学準備中の者、就職準備中の者（求職中の者並びに公務員・教員採用試験及び国家資格試験の準備中の者を含む）等）である。

○進学者であり、かつ就職をしている者については、「就職者」として算出している。
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1,263 
21%

3,692
61%
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12%

348 
6%

0 
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16%

1,266
30%

1,127
26%

1,178 
28%

1 
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【注】
○「進学者」とは、大学院研究科、大学学部、短期大学本科、大学・短期大学の専攻科、別科へ入学した者である。
○「就職者」とは、給料・賃金・報酬・その他の経常的な収入を得る仕事に就いた者である。
○「就職者（専門的・技術的職業）」とは、就職者のうち、研究者、農林水産技術者、製造技術者、建築・土木・測量技術者、情報処理・通信技術者、教員、医師、歯科医師、獣医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、医療技術者、
美術家、写真家、デザイナー、音楽家、舞台芸術家等として従事している者である。

○「就職者（その他）」とは、就職者のうち、専門的・技術的職業従事者以外の者で、管理的職業従事者、事務従事者、販売従事者、サービス職業従事者、保安職業従事者、農林漁業従事者、生産工程従事者、輸送・機械運転従事
者、建設・採掘従事者、運搬・清掃等従事者等である。

○「その他」とは、専修学校・各種学校・外国の学校・職業能力開発校等への入学者、研究生として入学した者や、一時的な仕事に就いた者（臨時的な収入を得る仕事に就いた者）、臨床研修医（予定者を含む）、進学でも就職でも
ないことが明らかな者（進学準備中の者、就職準備中の者（求職中の者並びに公務員・教員採用試験及び国家資格試験の準備中の者を含む）等）である。

○進学者であり、かつ就職をしている者については、「就職者」として算出している。
【出典】文部科学省「学校基本統計（令和7年度）」を元に作成

卒業者合計（77,633人） 人文科学（4,248人） 社会科学（6,901人） 理学（6,018人）

7,934 
10%

47,624 
61%

13,050 
17%

9,022 
12%

3 
0%

工学（33,567人）
農学（4,205人） 教育（1,810人）保健（5,351人）

●：進学者 ●：就職者（専門的・技術的職業）
●：就職者（その他）●その他 ●死亡・不詳

修士課程修了後の分野別進路

⚫ 人文科学・社会科学、教育では「その他」の割合が高く、社会科学は「就職者（その他）」の割合が他の分野に比べて高い傾向。
⚫ 理学、工学、農学、保健、教育は就職者のうち、専門的・技術的職業の割合が高い傾向。

547 
8%

1,331
19%

3,297
48%

1,724 
25%

2 
0%

2,272 
7%

26,468
79%

3,019
9%

1,808 
5%

0 
0%

555 
13%

2,255
54%

1,107
26%

288 
7%

0 
0%

762 
14%

3,613 
68%

524 
10%

452 
8%

0 
0%

196 
11%

782
43%

434
24%

398 
22%

0
0%
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【出典】文部科学省「学校基本統計（令和６年度）」を元に作成

卒業者合計（15,673人） 人文科学（852人） 社会科学（859人） 理学（1,178人）

98 
1%

10,032 
64%935 

6%

4,580 
29%

28 
0%

工学（3,359人） 農学（741人） 教育（425人）保健（5,808人）

●：進学者 ●：就職者（専門的・技術的職業）
●：就職者（その他）●その他 ●死亡・不詳

博士課程修了後の分野別進路

⚫ 他の課程と比較して、就職者のうち、専門的・技術的職業の割合はどの分野においても高い傾向。
⚫ 全体として、「その他」の割合が他の課程と比較して高い傾向。

7 
1%

274
32%

84
10%

479 
56%

8 
1%

9 
1%

323
38%

124
14%

396 
46%

7 
1% 5 

0%

728
62%

71
6%

373 
32%

1 
0%

12 
0%

2,182
65%

229
7%

930 
28%

6 
0%

6 
1%

427
58%

55
7%

253 
34%

0 
0%

47 
1%

4,594 
79%

120 
2%

1,045 
18%

2 
0%

0 
0%

258
61%

30
7%

137
32%

0
0%

【注】
○「進学者」とは、大学院研究科、大学学部、短期大学本科、大学・短期大学の専攻科、別科へ入学した者である。
○「就職者」とは、給料・賃金・報酬・その他の経常的な収入を得る仕事に就いた者である。
○「就職者（専門的・技術的職業）」とは、就職者のうち、研究者、農林水産技術者、製造技術者、建築・土木・測量技術者、情報処理・通信技術者、教員、医師、歯科医師、獣医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、医療技術者、
美術家、写真家、デザイナー、音楽家、舞台芸術家等として従事している者である。

○「就職者（その他）」とは、就職者のうち、専門的・技術的職業従事者以外の者で、管理的職業従事者、事務従事者、販売従事者、サービス職業従事者、保安職業従事者、農林漁業従事者、生産工程従事者、輸送・機械運転従事
者、建設・採掘従事者、運搬・清掃等従事者等である。

○「その他」とは、専修学校・各種学校・外国の学校・職業能力開発校等への入学者、研究生として入学した者や、一時的な仕事に就いた者（臨時的な収入を得る仕事に就いた者）、臨床研修医（予定者を含む）、進学でも就職でも
ないことが明らかな者（進学準備中の者、就職準備中の者（求職中の者並びに公務員・教員採用試験及び国家資格試験の準備中の者を含む）等）である。

○進学者であり、かつ就職をしている者については、「就職者」として算出している。
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【出典】文部科学省「学校基本統計（令和６年度）」を元に作成

卒業者合計（9,174人） 人文科学（106人） 社会科学（5,445人）

工学（38人）

116 
1%

3,206 
35%

3,289 
36%

2,561 
28%

2 
0%

【注】
○「進学者」とは、大学院研究科、大学学部、短期大学本科、大学・短期大学の専攻科、別科へ入学した者である。
○「就職者」とは、給料・賃金・報酬・その他の経常的な収入を得る仕事に就いた者である。
○「就職者（専門的・技術的職業）」とは、就職者のうち、研究者、農林水産技術者、製造技術者、建築・土木・測量技術者、情報処理・通信技術者、教員、医師、歯科医師、獣医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、医療技術者、
美術家、写真家、デザイナー、音楽家、舞台芸術家等として従事している者である。

○「就職者（その他）」とは、就職者のうち、専門的・技術的職業従事者以外の者で、管理的職業従事者、事務従事者、販売従事者、サービス職業従事者、保安職業従事者、農林漁業従事者、生産工程従事者、輸送・機械運転従事
者、建設・採掘従事者、運搬・清掃等従事者等である。

○「その他」とは、専修学校・各種学校・外国の学校・職業能力開発校等への入学者、研究生として入学した者や、一時的な仕事に就いた者（臨時的な収入を得る仕事に就いた者）、臨床研修医（予定者を含む）、進学でも就職でも
ないことが明らかな者（進学準備中の者、就職準備中の者（求職中の者並びに公務員・教員採用試験及び国家資格試験の準備中の者を含む）等）である。

○進学者であり、かつ就職をしている者については、「就職者」として算出している。

●：進学者 ●：就職者（専門的・技術的職業）
●：就職者（その他）●その他 ●死亡・不詳

専門職学位課程修了後の分野別進路

保健（154人）

教育（2,051人）

6 
6%

50
47%

31
29%

19 
18%

49 
1%

886
16%

2,712
50%

1,797 
33%

1 
0%

0 
0%

14
37%

14
37%

10 
26%

25 
16%

83
54%

22
14%

24 
16%

0 
0%

進学者

10 
1%

1,872
91%

82 
4%

86 
4%

他の課程と比較して、就職者のうち、専門的・技術的職業の割合が高い傾向。（※社会科学は、「その他」（司法修習等を含む）が９割以上を占
める法科大学院を含むため、他の分野に比べて「その他」の割合が高い。）

うち、

法科大学院（1,559人）

うち、

教職大学院（2,030人）
進学者

10
1%

244
16%

72
4%

1,233 
79%

0
0%

進学者

10
1%

1853
91%

82
4%

84
4%
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大学入学者数及び社会人・留学生数

2040年には約17万人入学者が減少すると推計されるが、学部入学者に占める留学生・社会人の割合は3.3%しかない。

出典：学校基本統計。
※留学生数については在留資格「留学」を有する者をカウントしている。
※学部入学者のうち、社会人入学者については25歳以上の入学者数をカウントしている。
※2040年の推計値は中央教育審議会大学分科会高等教育の在り方に関する特別部会（第12回）の進学率・進学者数推計結果（出生低位・死亡低位）より作成。

2024年入学者数 学部 大学院

通学 62.9万人
→ 46.0万人（2040年）

10.4万人

うち留学生 1.8万人
（2.8%）

1.5万人
（14.4％）

うち社会人 0.3万人
（0.5％）

1.8万人
（17.3%）

通信制 1.9万人 0.1万人
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(2) 大学院

※ 出典：学校基本統計

※ 社会人入学者は、大学（学部）は25歳以上の入学者、大学院は30歳以上の入学者をカウントしている。

※ 通信の社会人入学者は推計である（「学校基本統計」をもとに、通信制学生のうち大学は25歳以上、大学院は30歳以上の学生の割合から按分）。

(1) 学部

社会人入学者割合

通信

通学

社会人入学者数（推計）は，平成13年度の約1万8千人から一時減少。平成27年度に増加以降、近年は通信課程のみ増加。

社会人入学者数は，近年は概ね1万7千人前後で横ばい。入学者全体に占める割合16.1%(令和６年度）。

社会人入学者の動向
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高等教育機関入学者の平均年齢

推計値

我が国の高等教育機関への入学者の平均年齢は18.4歳であり、OECD諸国の中で最も低い。
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（備考）データは2021年時点の集計可能な国のみ。
（出典）OECD「Education at a Glance2023(図表でみる教育2023）」 TableB4.1（ https://stat.link/b3lxch ）

（歳）
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教学マネジメントに関する取組の状況

教学マネジメントに関する取組は、グランドデザイン答申（H30）前と比べると、全体として進捗している。一方で、「学部の壁を越えた充実した教育課程の構
築」 」 「学外関係者・関係機関との連携・協働」 「学位授与の方針に基づく組織的な教育への参画・貢献についての教員評価の実施」などに関する取組を実施
している大学の割合は、依然として低い状況。

教学マネジメントとして実施している取組

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」
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教育課程編成・実施の
方針に基づく体系的な

教育課程の構築

学部の壁を越えた充実した
教育課程の構築

教育改善に関する
ＰＤＣＡサイクルの確立

学修状況の分析や教育
改善を支援する体制の構築

学内の教員間での教育
改善に関する認識の共有

学長を中心とする
運営体制の確立

（学長補佐体制等）

学外の関係者・関係機関
との連携・協働

教学マネジメント確立の
ための学長と教授会の

役割の明確化

全学的な教育目標等と
カリキュラムとの整合性を検証
する、全学的な委員会の設置

学位授与の方針に基づく
組織的な教育への参画・貢献
についての教員評価の実施

教学マネジメントのための
教職協働体制の構築
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学生の学修成果の把握状況

課程を通じた学生の学修成果の把握を行っている大学は522校（全体の68.9％）であり、把握方法としては「外部の標準化されたテスト等による学修

成果の調査・測定（アセスメントテスト等）」が最も多い。学修成果として調査・測定を行っている事項としては、「汎用的能力」「態度・志向性」「知識・理
解」の順に多くなっている。学修成果に関する情報の活用方法としては、「教育課程や教育方法の改善」が最も多い。

【学部段階】課程を通じた学生の学修成果の把握を行っている大学

学修成果の把握方法

学修成果に関する情報の活用方法

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和4年度）」

45

52

47

49

52

45

33

21

29

22

26

22

19

11

263

351

264

302

237

172

89

63.0%

82.8%

63.8%

72.2%

59.6%

45.2%

25.5%

329

432

333

377

311

236

133

0 100 200 300 400

知識・理解

(例：文化、社会、自然に関する知識の理解)

汎用的能力

(例：ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ、数量的ｽｷﾙ、問題解決能

力)

獲得した知識等を活用し、

新たな課題に適用し課題を解決する能力

態度・志向性

(例：自己管理能力、チームワーク)

専門的な知識

専門的な技術や技能

専門職業人としての倫理観

学修成果として調査・測定を行っている事項 国立 公立 私立

43

37

23

29

24

23

10

10

317

195

91

112

73.6%

48.9%

23.8%

28.9%

384

255

124

151

0 100 200 300

外部の標準化されたテスト等による学修

成果の調査・測定（アセスメントテスト等）

学生の学修経験等を問う

アンケート調査（学修行動調査等）

学修評価の観点・基準を定めたルーブリック

学修ポートフォリオ

国立 公立 私立

51

26

27

39

28

11

12

22

337

152

152

216

79.7%

36.2%

36.6%

53.1%

416

189

191

277

0 100 200 300 400

教育課程や教育方法の改善

学習支援環境の整備

学生の就学支援

学生への履修指導やキャリア相談

国立 公立 私立

59 39 424 68.9%522

0 100 200 300 400 500

令和４年度

Ⅰ-60



課程を通じた学生の学修成果の把握方法
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【学部段階】 課程を通じた学生の学修成果の把握を行っている大学 国立 公立 私立
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成果の調査・測定（アセスメントテスト等）

学生の学修経験等を問う

アンケート調査（学修行動調査等）

学修評価の観点・基準を定めたルーブリック

学修ポートフォリオ

○学修成果の把握方法 国立 公立 私立

（出典）文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」
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課程を通じた学生の学修成果に関する情報の活用方法
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【学部段階】 課程を通じた学生の学修成果の把握を行っている大学 国立 公立 私立
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学習支援環境の整備

学生の就学支援

学生への履修指導やキャリア相談

○学修成果に関する情報の活用方法 国立 公立 私立

（出典）文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」
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課程を通じた学生の学修成果として調査・測定を行っている事項
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【学部段階】 課程を通じた学生の学修成果の把握を行っている大学 国立 公立 私立
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45.2%

25.5%
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377

311

236

133
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知識・理解

(例：文化、社会、自然に関する知識の理解)

汎用的能力

(例：ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽｷﾙ、数量的ｽｷﾙ、問題解決能力)

獲得した知識等を活用し、

新たな課題に適用し課題を解決する能力

態度・志向性

(例：自己管理能力、チームワーク)

専門的な知識

専門的な技術や技能

専門職業人としての倫理観

○学修成果として調査・測定を行っている事項 国立 公立 私立

（出典）文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」
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成績評価基準の明示

（出典）文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」

全ての項目を
シラバスにより明示
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学生が修得した知識や能力等を明らかにするための資料交付状況
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11.7%

14.4%
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163
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【学部段階】 ディプロマサプリメントなどの資料を交付している大学
国立 公立 私立

（出典）文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」
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○大学が学生に卒業時までに身に付けることを求めている知識や能力を理解している（80%）、大学での学
びによって自身の成長を実感している（８２％）等について、「そう思う」「ある程度そう思う」という割
合が高かったが、授業アンケート等の学生の意見を通じて大学教育がよくなっている（49%）は半数程度と
なった。

「全国学生調査（第３回試行実施）」の結果について（令和５年７月12日公表）より

学生自身による学修成果の実感（全国学生調査第３回試行実施より）
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シラバスの作成状況

ほとんどの大学でシラバスを作成し、記載項目も統一されているが、記載項目の状況を見ると、準備学修に関する具体的な指示を設定している大学は、
91.9％に達しているものの、準備学修に必要な学修時間の目安を設定する大学は74.6％に留まっている。

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」
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当該授業科目の関連

授業における学修の到達目標

当該授業科目の教育課程内の位置づけや

水準を表す数字や記号（ナンバリングを含む）

各回の授業の詳細な内容

授業期間を通して課される課題

（試験やレポート等）の内容

準備学修に関する具体的な指示

準備学修に必要な学修時間の目安

課題（試験やレポート等）に対する

フィードバックを行うこと

シラバスの記載項目の状況（大学数）

（※）大学院のみを設置する大学は母数に含めない。
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多様なメディアを利用した遠隔授業の実施状況

多様なメディアを利用した遠隔授業を実施する大学は令和３年度までに増加し、令和４年度は535大学（70.6%）となっている。

多様なメディアを利用した遠隔授業を実施する大学

（※）大学院のみを設置する大学は母数に含めない。

多様なメディアを利用した遠隔授業：
ここでは、大学設置基準第25条第2項に定める、多様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室以外の場所で履修させる
授業科目を指す。

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」
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情報通信技術（ICT）を活用した教育の実施状況

情報通信技術（ICT）を活用した教育を実施する大学は増加傾向。

（※）大学院のみを設置する大学は母数に含めない。

学修管理システム（LMS：Learning Management System）：
eラーニングの運用を管理するためのシステムのこと。学習者の登録や教材の配布、学習の履歴や成績及び進捗状況の管理、統計分
析、学習者との連絡等の機能がある。

情報通信技術（ICT）を活用した教育を実施する大学

出典：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和４年度）」
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ビデオ・オン・デマンド・システム等
リアルタイム配信以外のシステム
（ネット配信を含む）を活用した

eラーニングによる遠隔教育

テレビ会議システム等リアルタイム
配信システム（ネット配信を含む）

を活用した遠隔教育

学修管理システム（LMS：
Learning Management System）

を利用した事前・事後学習の推進

教室の講義とｅラーニングによる自習
の組合せ、講義とインターネット上での
グループワークの組合せ（いわゆる

ブレンディッド型学習）の導入

携帯端末を活用した学生応答・理解度
把握システム（いわゆるクリッカー技術）

による双方向型授業
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大学の授業の受講形態について、新型コロナウィルス感染症の影響により、令和２年度、令和３年度においては同時双方向型オンライン授業や
オンデマンド型オンライン授業を受けている学生が多くいたことが明らかになっていたが、令和４年度は、対面授業が77％を占めるなど、対面授業中
心で大学の授業が行われた。

出典：文部科学省 「令和４年度全国学生調査（第３回試行実施）」

授業の受講形態の割合（令和４年度）

授業の受講形態比率（令和４年度受講者のみ）

※上記受講比率は、学生に各授業形態の割合について０～10割で回答を求め、その平均値を集計したもの。
※対面授業の割合が10割と回答した学生は、対面授業の割合に回答した者のうち36％であった。
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出典：令和4年度「全国学生調査（第3回試行調査）」

大学の２年次学生の学習時間

⚫ 授業への出席時間について、週16時間以上が69％、週21時間以上が40％であるなど、授業への出席時間が長い。
⚫ 一方で、予習・復習・課題など授業に関する学習については、週５時間以下の学生が49％を占めている。
⚫ 分野別の状況では、5時間以下の割合で見ると社会（60％）等が高い水準。

⚫ 授業と直接関係しない自主的な学習時間が週５時間以下の学生も82％を占める。
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出典：令和4年度「全国学生調査（第3回試行調査）」

大学の最終学年の学生の学習時間

⚫ 授業への出席時間について、週５時間以下の学生が63％を占めている。また、授業に関する学習も週５時間以下の学生が77％を占めている。
⚫ 卒業論文・卒業研究・卒業制作については、週21時間以上の学生が28％、週31時間以上の学生が20％と多くの時間を費やしている。
⚫ 一方、最終学年の学生であっても、卒業論文等に費やす時間が５時間以下の学生も38％存在する。
⚫ 卒業論文等に16時間以上を費やす割合は農学（６年制）（79％）、農学（65％）、理学・工学（64％）で高く、 ５時間以下となる割合は医学

（６年制）（91％）、歯学（６年制）（91％）で非常に高いほか、社会（53％）、薬学（６年制）（51％）も相当程度の割合に上る。
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出典：令和4年度「全国学生調査（第3回試行調査）」

短期大学の最終学年の学生の学習時間

⚫ 授業への出席時間については、週16時間以上の学生が50％、週５時間以下の学生は12％となっている。
⚫ 予習・復習・課題など授業に関する学習については、週５時間以下の学生が75％を占めている。
⚫ 卒業論文・卒業研究・卒業制作については、週16時間以上の学生が15％となっている。
⚫ 授業と直接関係しない自主的な学習時間については、週５時間以下の学生が81％を占めている。
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「適切なコメントが付されて課題などが返却される」

よくあった ある程度あった あまりなかった ほとんどなかった

設置年代別・設置者別の授業改善状況

※上記の第１～第４世代の私立大学の分類は、金子元久(1996）「高等教育大衆化の担い手」，『学習社会におけるマス高等教育の構造と機能に関する研究』，放送教育開発センター研究報告91，pp.37-59による。
第１世代：高等教育の大拡張期までに設立された大学（大学設置年～1959年）。中核大学は大規模で私立大学の中では中核的存在である大学10校。周辺大学は中核大学に含まれない規模
が中～大の大学（1992年時点の在学者が4000人以上の大学）。ニッチ大学は特定の需要に対応しながら発展してきた小規模大学（女子大学、医歯薬系・宗教系・芸術系の単科大学）
第２世代：高等教育大拡張期（1960～74年）に設立された大学。
第３世代：大拡張期以降（1975年～）に設立された大学。
第４世代：1998年以降に設立された大学。 出典：国立教育政策研究所 平成30年度 「大学生等の学習状況に関する調査」より濱中義隆氏作成
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「グループワークなど学生が参加する機会がある」

アクティブラーニング、学生・教員間の双方向的コミュニケーションなどの授業改善は、新設大学（私立）の方が進んでいる。
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情報公表に関する取組状況

全ての大学において一定の情報公表が行われているが、法令において公表が義務付けられている項目以外、特に、「教学マネジメント指針」において社会から

公表が強く求められると整理された情報項目（学生の学修時間、満足度、成長実感、学修に対する意欲、修業年限期間内に卒業する学生の割合、留年率、
中途退学率、教員一人当たりの学生数、学事暦の柔軟化状況など）は、十分ではない状況。

【出典】：文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について（令和4年度）」
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卒業生の就職率
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学生の学修時間

大学の教育研究活動に
関する学生の満足度

大学の教育研究活動を
通じた学生の成長実感

学生の学修に対する
意欲

入学者選抜の状況
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通信制大学（学部）の学生数及び有職者割合の推移

110,318 

119,840 

133,376 

146,879 

157,373 

167,276 

172,984 174,868 175,074 

168,889 
172,356 

175,898 
180,244 

185,773 

191,333 

196,648 
200,393 

198,483 

193,573 

185,719 

180,636 
177,758 

173,645 
171,048 169,643 

166,778 165,386 
163,354 161,879 162,899 162,547 161,142 

170,277 

179,877 
184,499 184,735 

54%

48%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

学生数計

有職者割合

⚫ 通信制大学（学部）の学生数は、平成17年をピークに減少していたが、近年は増加傾向となっている。
⚫ 有職者の割合は、概ね50％程度で推移している。

（出典）文部科学省「学校基本統計」を基に作成 Ⅰ-76



通信制大学（学部）の年齢別学生数の推移
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H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

18～22歳 23～24歳 25～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳～

⚫ 通信制大学（学部）の学生の年齢層について、平成初期と比べ、23歳～39歳の学生の割合が減少する一方で、50歳以上の学生の割合が増加
した。

⚫ 近年では、18～22歳の年齢層の割合が増加傾向。

（出典）文部科学省「学校基本統計」を基に作成
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通信制大学（学部）入学者の最終学歴の変遷

51% 53% 53% 56%
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33% 35% 36% 36% 36% 36% 36% 38% 40% 41% 41% 38% 38% 37% 36% 35% 35% 35% 32% 32% 30% 30%
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H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

高等学校卒業 専門学校

修了者

短大卒業 大学卒業 その他

⚫ 通信制大学（学部）入学者の最終学歴は、平成4年以降「高等学校卒業」の割合が減少し、「大学卒業」や「専門学校修了者」の割合が
増加してきた。

⚫ 近年では、「高等学校卒業」の割合が増加に転じている。

（出典）私立大学通信教育協会「入学者調査」（正規の課程のみ）を基に作成

・大卒者のみが増加傾向とはいえないため、専門学校修
了者を追記
・確かにR４時点では高卒者が最も多い割合を占めてい
るが、その前年までは大卒者が一貫して最も多いため、
近年の傾向として断じることが出来ないため修正。
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大学通信教育における授業方式

大学通信教育の4つの授業方式のうち、学生から評価の高いものは、面接授業（スクーリング）であったが、コロナ禍を経て、2021(令和3)年度調査では、遠
隔授業（メディア授業）が最上位となった。

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

印刷教材による授業

スクーリング

メディア授業

放送授業

無記入

印刷教材による授業 スクーリング メディア授業 放送授業 無記入

平成23年度 17.7% 68.2% 11.1% 1.2% 1.6%

平成28年度 16.6% 61.6% 19.4% 1.4% 1.0%

令和3年度 18.7% 36.4% 41.8% 3.1% 0.0%

平成23年度 平成28年度 令和3年度

該当項目回答数は平成23年度4,110人、
平成28年度3,020人、令和3年5,933人。

2021年度

41.8％

【出典】高等教育の在り方に関する特別部会（第6回）高橋陽一氏発表資料

自分に一番合っている授業方法について

私立大学通信教育協会「学生生活実態調査」
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学長等が認識する「重視している大学等としての機能」

出典：独立行政法人日本学生支援機構「大学等における学生支援の取組状況に関する調査（令和３年度（2021年度））結果報告」を元に、文部科学省において作成
https://www.jasso.go.jp/statistics/gakusei_torikumi/__icsFiles/afieldfile/2022/12/20/1_kekka_1.pdf
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世界的研究・

教育拠点

高度専門

職業人養成

幅広い職業人

養成

総合的

教養教育

特定の専門的分野

（芸術、体育等）

の教育・研究

地域の生涯

学習機会

の拠点

社会貢献機能

（地域貢献、

産学連携、
国際交流等）

無回答

大学全体 国立 公立 私立

％
●上位３つを選択

⚫ 「世界的研究・教育拠点」と「高度専門職業人養成」は国立大学で高い割合となっている一方、「幅広い職業人養成」と「総合的教養教育」は私立
大学で高い割合となっている。

⚫ 「社会貢献機能（地域貢献、産学連携、国際交流等）」は、全ての設置者において高い割合であった。
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人文科学

14.9%

社会科学

35.9%

理学

2.3%

工学

12.0%
農学

2.1%

医学・歯学

1.6%

薬学

3.0%

看護

学
8.1%

家政

3.0%

教育

6.0%

芸術

3.4%

その他

7.8%

公立大学（１０３大学）国立大学（８６大学） 私立大学（６２４大学）

合計 147,654人合計 433,387人 合計 2,047,269人

社会科学
14.6％

※令和３年５月時点

出典：文部科学省「学校基本統計」 

人文科学

12.3%

社会科学

28.3%

理学

3.2%

工学

16.1%

農学

3.2%

医学・歯学

3.9%

薬学

2.2%

看護学

15.0%

家政

1.8%

教育

1.7%

芸術

4.1%

その他

8.2%

人文科学

6.8%

社会科学

14.2%
理学

6.7%

工学

27.7%

農学

7.1%

医学・歯学

7.5%

薬学

1.3%

看護学

4.6%

商船

0.2%

家政

0.3%

教育

13.2%

芸術

0.8%

その他

9.5%

人 文 科 学 304,190人

社 会 科 学 734,112人

理 学 47,358人

工 学 245,800人

農 学 43,988人

医 学 ・ 歯 学 32,909人

薬 学 60,813人

看 護 学 166,378人

家 政 61,007人

教 育 122,847人

芸 術 68,584人

そ の 他 159,283人

人 文 科 学 29,464人

社 会 科 学 61,726人

理 学 29,119人

工 学 120,087人

農 学 30,875人

医 学 ・ 歯 学 32,699人

薬 学 5,767人

看 護 学 19,788人

商 船 849人

家 政 1,095人

教 育 57,309人

芸 術 3,419人

そ の 他 41,190人

人 文 科 学 18,118人

社 会 科 学 41,791人

理 学 4,745人

工 学 23,769人

農 学 4,652人

医 学 ・ 歯 学 5,743人

薬 学 3,300人

看 護 学 22,136人

家 政 2,675人

教 育 2,561人

芸 術 6,067人

そ の 他 12,097人

国公私別 学生数・構成比率（令和６年度）

大学数は国公私が約１：１：７だが、学生数は約１：0.3：５。国立は自然科学系や教育系が多く、公立は看護学、私立は人文社会系が多
い。
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%
平成27年度 令和5年度

北海道（北海道）
東北（青森・岩手・秋田・山形・福島）
宮城（宮城）
関東（茨城・栃木・群馬）

埼玉（埼玉）
千葉（千葉）
東京（東京）
神奈川（神奈川）

甲信越（新潟・山梨・長野）
北陸（冨山・石川・福井）
東海（岐阜・静岡・三重）
愛知（愛知）

近畿（滋賀・奈良・和歌山）
京都（京都）
大阪（大阪）
兵庫（兵庫）

中国（鳥取・島根・岡山・山口）
広島（広島）
四国（徳島、香川、愛媛、高知）
九州（佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄）
福岡（福岡）

北
海
道

東
北

宮
城

関
東

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

甲
信
越

北
陸

東
海

愛
知

近
畿

京
都

大
阪

兵
庫

中
国

広
島

四
国

九
州

福
岡

平
成
27
年
度

入学者 2,558 2,434 1,071 2,256 2,042 1,840 7,093 3,085 2,263 1,802 2,963 3,999 1,332 2,038 5,479 3,280 1,928 1,089 1,753 3,625 4,021

入学
定員

2,825 2,965 1,020 2,710 2,250 1,950 6,744 2,850 2,525 1,960 3,340 4,330 1,440 2,255 5,690 3,730 2,275 1,180 2,050 3,795 4,580

令
和
５
年
度

入学者 1,373 1,463 1,165 1,528 1,428 1,364 3,339 1,681 1,613 1,078 1,843 2,021 929 1,188 3,110 1,814 1,402 583 1,105 2,551 2,563

入学
定員

2,125 2,035 1,245 2,190 1,930 1,590 4,675 2,570 2,200 1,430 2,610 3,142 1,230 1,670 4,225 2,590 1,940 790 1,750 3,345 3,535

地域区分

（出典）日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」を基に作成 

私立短期大学における地域別の入学定員充足率

令和5年度における私立短大の入学定員充足率は、平成27年度と比較して、全地域で減少している。
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短期大学の廃止（募集停止を含む）

※４大化など他の学校種に移行した短期大学の廃止は除く。
※令和元年度以降に廃止（募集停止を含む）した短期大学を記載。

【出典】文部科学省作成

廃止年度
（募集停止年度）

短期大学名 入学定員 所在地

令和元年度 高知短期大学（公立） 120名 高知県高知市

〃 奈良学園大学奈良文化女子短期大学部 100名 奈良県奈良市

令和２年度 関東短期大学 150名 群馬県館林市

〃 立教女学院短期大学 300名 東京都杉並区

令和３年度 大阪青山大学短期大学 60名 大阪府箕面市

〃 神戸山手短期大学 100名 兵庫県神戸市

〃 聖セシリア女子短期大学 100名 神奈川県大和市

〃 東海大学短期大学部 200名 静岡県静岡市

〃 プール学院短期大学 170名 大阪府堺市

令和４年度 青山学院女子短期大学 580名 東京都渋谷区

〃 浦和大学短期大学部 60名 埼玉県さいたま市

〃 東海大学医療技術短期大学 80名 神奈川県平塚市

〃 文化学園大学短期大学部 50名 東京都渋谷区

〃 北海道科学大学短期大学部 100名 北海道札幌市

令和５年度 愛知江南短期大学 150名 愛知県江南市

〃 宇都宮文星短期大学 70名 栃木県宇都宮市

〃 久留米信愛短期大学 135名 福岡県久留米市

〃 札幌大学女子短期大学部 80名 北海道札幌市

〃 杉野服飾大学短期大学部 50名 東京都品川区

令和６年度 環太平洋大学短期大学部 100名 愛媛県宇和島市

（令和５年度から募集停止） 淑徳大学短期大学部 340名 東京都板橋区

〃 北陸学院大学短期大学部 100名 石川県金沢市
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短期大学の廃止（募集停止を含む）

※４大化など他の学校種に移行した短期大学の廃止は除く。
※令和元年度以降に廃止（募集停止を含む）した短期大学を記載。
※令和7年度募集停止の短期大学については、令和5年4月時点の入学定員数を記載。

【出典】文部科学省作成

廃止年度
（募集停止年度）

短期大学名 入学定員 所在地

（令和６年度から募集停止） 植草学園短期大学 100名 千葉県千葉市

〃 東京福祉大学短期大学部 75名 群馬県伊勢崎市

（令和７年度から募集停止） 足利短期大学 50名 栃木県足利市

〃 池坊短期大学 250名 京都府京都市

〃 上智大学短期大学部 250名 神奈川県秦野市

〃 九州龍谷短期大学 100名 佐賀県鳥栖市

〃 就実短期大学 180名 岡山県岡山市

〃 純真短期大学 180名 福岡県福岡市

〃 城西短期大学 120名 埼玉県坂戸市

〃 鈴鹿大学短期大学部 90名 三重県鈴鹿市

〃 星美学園短期大学 100名 東京都北区

〃 西南女学院大学短期大学部 100名 福岡県北九州市

〃 園田学園女子大学短期大学部 145名 兵庫県尼崎市

〃 中九州短期大学 100名 熊本県八代市

〃 名古屋女子大学短期大学部 280名 愛知県名古屋市

〃 奈良佐保短期大学 180名 奈良県奈良市

〃 姫路日ノ本短期大学 50名 兵庫県姫路市

〃 福岡女学院大学短期大学部 100名 福岡県福岡市

〃 北星学園大学短期大学部 200名 北海道札幌市

〃 美作大学短期大学部 110名 岡山県津山市

〃 武庫川女子大学短期大学部 520名 兵庫県西宮市

〃 龍谷大学短期大学部 220名 京都府京都市
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